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序    文 

 

エクアドル国（以下「エ」国）は、アンデス山脈の山麓に位置し（首都であるキトは標
高 2,800m）、トゥングラワ火山、コトパキシ火山をはじめ、現在も噴火を続ける活動的火山
が多く存在する。こうした火山の麓地域には多くの人々が生活しており、特に、本プロジ
ェクト実施中であった 2006 年 8 月 16 日にもトゥングラワ火山が大規模な噴火を起こし、
麓の住民に大きな被害を与えており、火山災害の軽減はこの国の重要な課題の一つである。 

 
活動的火山のモニタリングは、国立理工科大学の地球物理研究所（Geophysical 

Institute：以下「IG」）により実施されている。モニタリングは主に短周期の地震計ネッ
トワークを用いて進められ、このネットワークで噴火の前兆的現象と密接に関連した地震
波が観測されるなど、防災のためのデータが取得され、その得られたデータをもとに同研
究所が防災レポートを作成し、防災局、自治体等の関係機関へ定期的に発信されるという
体制が組まれている。しかしながら、これまで IGに設置されていた地震計は短周期の振動
のみをとらえるものであるため、火山活動の初期に見られるゆっくりとした振動（微動）
を観測することができず、噴火の予兆を十分に把握することができていなかった。そのた
め、火山内部の活動状況を十分に反映した火山活動レポートを作成し、この火山活動レポ
ートにより各防災関係機関がより適切な災害軽減対策を取れるよう改善することが急務で
あった。 
 
こうした理由から、日本国政府は、火山活動を正確に把握するため、長周期の地震波を

観測することのできる地震計と空振計の導入と、リアルタイムのデータの収集システム、
それによって得られる定量的なデータの分析、解析技術の導入を目的とした「火山監視能
力強化計画プロジェクト」をエクアドル国政府の要請に基づき実施することを決定し、独
立行政法人国際協力機構がこの技術協力を行うこととなった。当機構は、2004 年 5 月から
2007 年 4 月までの予定で、独立行政法人防災科学技術研究所の協力を得て、プロジェクト
を進め、上記の本年 8 月に活発化した噴火活動の際には、適切な予知と警戒活動により、
多くの人命を救うことが出来たと、各方面より極めて高い評価を受けている。 
 
今般、協力の終了まで半年をきったことから、プロジェクトのこれまでの活動の進捗状

況と成果をエクアドル国側と協同で確認するとともに、今後の協力方針を確認することを
目的として、JICA 地球環境部防災チーム長を団長とする終了時評価調査団を、2006 年 11
月 5 日より 11 月 27日までエクアドルに派遣した。 
 
本報告書は、同調査団の調査･協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施

に当たって、各方面に広く活用されることを願うものである。 
 
終わりに、調査団の各位をはじめ、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、外

務省、独立行政法人防災科学技術研究所、在エクアドル日本大使館など、内外関係各機関
の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。 
 
 

平成 18 年 12 月 
 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部 
部長 伊藤 隆文 





位 置 図 
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 ａ コトパキシ火山観測点 

 ｂ トゥングラワ火山観測点（噴火活動活発化のため未設置などあり） 

 ｃ 観測データ伝送経路図 
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評価調査結果要約表 
1. 案件の概要 

国名：エクアドル共和国 案件名：エクアドル共和国火山監視能力強化プロジェクト

分野：防災 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部第三グループ（水資源・

防災） 防災チーム 

協力金額（2006 年 11 月現在）： 

計 217,296 千円 

先方関係機関：国立理工科大学地球物理研究所 

(英) Geophysical Institute/Department of Geophysics, 

National Polytechnic University 

(西) Instituto Geofísico- Depto. de Geofísica, Escuela 

Politécnica Nacional 

日本側協力機関名：独立行政法人防災科学技術研究所 

協力期間：2004 年 5月 1日～2007 年 4月 30日 

他の関連協力： 

 
1-1 協力の背景と概要 

エクアドル共和国は、アンデス山脈の山麓に位置し、トゥングラワ火山、コトパキシ火山をはじめ、現在

も噴火を続ける活動的火山が多く存在する。こうした火山の麓地域には多くの人々が生活しており、火山災

害の軽減はこの国の重要な課題の一つである。 

 活動的火山のモニタリングは、国立理工科大学の地球物理研究所（Geophysical Institute：IG）により実

施されている。モニタリングは主に短周期の地震計ネットワークを用いて進められ、このネットワークで噴

火の前兆的現象と密接に関連した地震波が観測されるなど、防災のためのデータが取得され、その得られた

データをもとに同研究所が防災レポートを作成し、防災局、自治体等の関係機関へ定期的に発信されるとい

う体制が組まれている。 

 しかしながら、IGに設置されている地震計は短周期の振動のみをとらえるものであり、火山活動の初期に

見られるゆっくりとした振動（微動）を観測することができず、噴火の予兆を十分に把握することができな

かった。そのため、火山内部の活動状況を十分に反映した火山活動レポートを作成することができず、IGに

おいては、各防災関係機関がより適切な災害軽減対策を取れるよう、火山活動レポートを改善し発信するこ

とが必要となっていた。こうした理由から、火山活動を正確に把握するため、長周期の地震波を観測するこ

とのできる地震計と空振計の導入と、リアルタイムのデータの収集システム、それによって得られる定量的

なデータの分析、解析技術の導入が急務となっていた。 

こうした状況のもと、2002 年 7 月、エクアドル国政府から日本政府に対し、火山性地震分析に関する機材

供与と技術指導（専門家派遣、研修員受入）の要請がなされた。これを受けて、2004 年 5 月、独立行政法人

国際協力機構（JICA）は、国立理工科大学地球物理研究所をカウンターパートとして「火山監視能力強化プ

ロジェクト」を開始した。 

2007 年 4 月 30 日にプロジェクトが終了するにあたり、JICA では、これまでの実績を確認し残るプロジェ

クト期間の対応を協議するため、2006 年 11 月 5日から 11月 25 日にわたり、終了時評価調査団を派遣した。 

 

1-2 協力内容 
(1) 上位目標：エクアドルにおける火山災害軽減能力が向上する。 

(2) プロジェクト目標：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山における火山監視能力が向上する。 

(3) アウトプット： 

アウトプット 1 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波データを含む火山活動に関するデー

タがリアルタイムで取得できるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

 アウトプット 2 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波のデータを含む火山活動データが適

正に処理、蓄積されるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

  アウトプット 3 

   地球物理研究所の噴火活動に関連する火山活動の解析能力が高まる。 

  アウトプット 4 

   解析結果が適切に火山活動レポートに反映される。 

  アウトプット 5 

   地球物理研究所が発信する火山情報が防災関係機関に理解され効率的に利用される。 

 

1-3 投入（2006 年 11 月現在） 

＜日本側＞ 
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1) 短期専門家派遣 

地震解析、地震観測、観測網構築の分野で延べ 8名の日本人専門家を派遣した。 

2) 研修員受入 

地球物理研究所の 2 名を対象に、火山観測及びデータ解析の分野でカウンターパート研修を

実施した。 

3) 機材供与 

観測用機材、車両等総額 181,985 千円の機材供与を行った。機材供与に伴う技師派遣費用を

負担した。 

4) プロジェクト関係費用 

日本人専門家の活動に必要な経費の一部を支出した。日本人専門家派遣、カウンターパート

研修、機材供与・技師派遣を含め、本プロジェクトに支出した費用の合計は、217,296 千円で

ある。 

 

＜エクアドル側＞ 

1) カウンターパート配置 

プロジェクト・ディレクターのほか、25 名のカウンターパートを配置した。うち、火山学・

地震学担当 10名、機材担当 15名である。 

2) ローカルコスト 

IG のスペースをプロジェクト活動のために改装した。観測点・中継点の設置に必要な土地を

購入し、観測点・中継点の設置に必要な人件費及び車両・馬・ラバを提供した。その他プロ

ジェクトのために負担した費用の合計は 138,605.94 ドルに上る。 

2. 終了時評価調査団の概要 

調査者 1. 三村悟（総括） 国際協力機構地球環境部第三グループ（水資源・防災）防災チーム長 

2. 藤原真吾（協力企画）国際協力機構地球環境部第三グループ（水資源・防災）防災チーム 

3. 田中恵理香（評価分析） グローバルリンクマネージメント社会開発部研究員 

4. 吉川敦子（通訳） 財団法人日本国際協力センター 

調査期間 2006 年 11 月 5日～2006 年 11 月 25日 評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績 

プロジェクト目標 
プロジェクト目標であるコトパキシ・トゥングラワ火山における火山監視能力の向上に関しては一定の成

果をあげつつあるものの、主としてトゥングラワ火山の噴火活動と機材設置の遅れにより活動が遅れたため、

当初期待していた火山監視能力向上を達成するためには、さらに若干の時間が必要である。 

本プロジェクトで設置した観測網が機能しており、データがリアルタイムで取得され解析されている結果、

IGの火山情報レポートが、プロジェクト開始当初に比べより正確な内容となり関係機関にタイムリーに発信

されている。特に、2006 年 7月と 8月に起こったトゥングラワ火山の噴火の際には、プロジェクトで設置し

た機材によりリアルタイムに正確なデータが取得でき、適切な解析が行われ、IGから関係防災機関やマスコ

ミに対して的確な情報がタイムリーに発信された。 

ただし、十分な火山監視能力の向上にはまだ課題が残されている。噴火活動が続いているため、トゥング

ラワ火山に設置予定の 5観測点のうち 1観測点が未設置であり、2観測点の機材が噴火で一部破損したため、

現在プロジェクトにおいては 2観測点のみで観測を行っている状況である。また、無線の通信障害が発生し

ており、IGにおける観測データのリアルタイム監視の障害となっている。観測点が予定より少ないことと通

信障害により、当初目指していた質の高いデータの取得が十分にできていない。データ取得が予定通りでき

ている観測点においても、機材設置が遅れたことによりデータの取得開始が遅れた。このため、IGにおいて

新しい機材によるデータを使っての観測の経験が十分にできておらず、適切な解析システムの改善・適用が

遅れており、また、プロジェクトの観測網により取得したデータを用いて関係機関に発信する情報を十分に

改善するに至っていない。 

 

各アウトプット 
アウトプット 1：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波データを含む火山活動に関する

データがリアルタイムで取得できるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

指標 1-1：長周期地震波データを含む火山活動に関するデータが地球物理研究所においてリアルタイムで取得

されている。 

エクアドル側カウンターパートが観測点設置に必要となる技術を習得し、エクアドル側のみで

観測点の設置が可能になった。カウンターパートはリアルタイムデータ受信システムの取扱い

を習得し、観測のトラブルに迅速に対応できるようになった。コトパキシ火山の 5点の観測点

のうち 4点については、ほぼデータの欠落なくリアルタイムで IGでデータを取得している。1
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点については通信の過密による無線データ受信の途切れにより、データの欠落が平日の日中に

発生する。トゥングラワ火山から来る信号については、2006年 8月 17日の噴火の影響による

機材の破損や設置の遅れのため、2か所のみでデータ受信を行っているが、無線データ受信の

途切れにより、データの欠落が平日の日中にしばしば発生する。 
 

アウトプット 2：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山については長周期地震波のデータを含む火山活動デー

タが適正に処理、蓄積されるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

指標 2-1：収集されたデータが連続的に受け取られているかどうか系統的に監視され、地震波の到来方向が決

定される。 

コトパキシ・トゥングラワ火山とも、取得されているデータについては、データ受信サーバと波形

表示用 PCに導入されている波形表示システムを用いて波形モニタリングが行われている。コトパ

キシ火山については、自動処理による震源決定が行われている。トゥングラワは観測点数が少ない

ため取得データのみでは震源決定はできないが、既存短周期地震計のデータを用いて震源決定が行

われている。コトパキシ・トゥングラワ火山とも、IGによるこれまでの震源決定に比較し、震源

決定の精度が格段に高まった。 

指標 2-2：連続データが活用可能な形で蓄積され地震の波形データがデータベース化される。 

コトパキシ・トゥングラワ火山とも、取得されているデータについて、連続データは系統的に

保存されている。イベントデータについては、データベース化のためのシステムが構築されつ

つある。 

 
アウトプット 3：地球物理研究所の噴火活動に関連する火山活動の解析能力が高まる。 

指標 3-1：長周期地震波や関連事象の解析についてより高度な定量解析が可能な研究員が 2人育成される。2

人の指導の下長周期地震波の解析が可能となる研究員が 2人育成される。 

地球物理研究所の研究員 2名の解析能力が向上した。現在は両名とも個人的事情により研究所から

離れているが、両名から指導を受けた 2名と、さらにこの 2名から指導を受けた１名が、ほぼ支障

なく火山活動の基本的な解析を行っている。 

指標 3-2：その他の観測データの解析能力が高まる。 

定量的な地震波形解析手法の能力が高まり、トゥングラワ及びコトパキシ火山のマグマシステムの

理解が向上した。これら解析手法を本プロジェクトのデータへ適用する解析システムの導入は、ま

だ十分に完了していない。 

 
アウトプット 4：解析結果が適切に火山活動レポートに反映される。 

指標 4：長周期地震波を含む解析結果が火山活動レポートに記載されている。 

火山活動レポートは、短周期地震計によって取得されたデータに基づいた解析結果を記載してい

る。さらに、プロジェクトで設置された機材を活用して得られた一部の解析結果が徐々に記載され

るようになっている。 

 
アウトプット 5：地球物理研究所が発信する火山情報が防災関係機関に理解され効率的に利用される。 

指標 5：改善した火山活動レポートを防災関係機関が理解している。 

IG からの火山活動レポートは定期的に防災局や自治体等の関係機関に発信され、これら関係機関

から、時宜を得た明確な情報であると高く評価されている。2006 年 7 月から 8 月にかけてのトゥ

ングラワ火山の噴火活動では、今回設置した広帯域地震計と空振計のデータがモニタリングに大き

く貢献するとともに、マスコミや防災機関への情報発信に大きく活用された。活動の遅れから、長

周期地震波を含むデータの解析結果は、火山活動レポートに十分に反映されていない。そのため、

こうした情報については、まだ防災関係機関が十分に活用するに至っていない。 

 

3-2 実施のプロセス 
プロジェクトでは、所期の成果を挙げつつあるものの、全体的な進捗は、当初の予定より若干遅れ気味で

ある。 

その要因として、プロジェクト活動を進めるにあたって必要な機材設置にやや時間を要したことが挙げら

れる。この理由として、機材設置の準備に時間を要し、また、機材準備後にも、現地のストによる交通止め

や悪天候などにより設置が遅れた。2006 年 7月から 8月にかけてのトゥングラワ火山の噴火により、2か所

の観測点において機材の一部が破損したほか、噴火により現場に近づけないため設置を行っていない観測点

が 1か所あり、観測点を移す可能性を検討している。その他、無線の通信障害によりデータの取得が継続的

に行われないことがある。以上の理由により、当初の予定よりは、データの取得・解析がやや遅れているが、

IGの既存のデータを利用するなどして活動を進め、成果を挙げてきた。 

プロジェクト実施にあたっては、適宜 PDM を参照し、概ね計画に基づいた適切な運営を行ってきたと言え
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る。PDMの改訂は行っていない。課題としては、日本側とエクアドル側で、プロジェクトの進捗・成果を確認

して共有するシステムを明確化し改善することが挙げられる。 

日本側・エクアドル側とも、高いイニシアティブを持ってプロジェクトを遂行した。また、日本側専門家

とエクアドル側カウンターパートのコミュニケーションは、良好であった。日本から機材設置のために派遣

した一部技師は、主として言語の問題によりコミュニケーションに困難をきたす場合があったが、カウンタ

ーパートは必要な技術を吸収することができた。 

 

3-3 評価結果の要約 
(1) 妥当性 

エクアドル国のニーズと政策、及び日本の対エクアドル国 ODA 政策に照らし、妥当性は高い。 

エクアドル国において、火山災害は、エルニーニョに伴う気象災害、地震、洪水、土砂崩れと並んで自

然災害の中でも大きな脅威となっている。火山災害においては、被害の前に必要なアクションをとれるよ

うにするリスクマネージメントの強化が課題であり、リスクマネージメントで重要な鍵となる火山監視能

力の向上をプロジェクト目標とした本プロジェクトは妥当性が高いと言える。また、コトパキシ火山、ト

ゥングラワ火山は、エクアドルの数多い火山の中でも現在最も災害リスクの高い火山である。 

エクアドル国における 2003年から2007年においての国家開発計画では、冒頭に掲げられた 6つの基本

方針のひとつが「国民の安全、治安、司法の保障、食糧保障および環境保全」となっており、このなかに

火山の脅威に関することも含めた自然災害防災が含まれている。この基本方針に基づく「活動方針 3」の

中で、環境保全に対する政策として「さまざまな災害（自然災害、人災、技術災害）の防止」が挙げられ

ている。 

日本の対エクアドル国 ODA政策における重点分野は、2005年 7月の政策協議により「貧困対策」「環境

保全」「防災」の 3点となっており、「防災」においては、「自然災害に対する脆弱性の緩和」となっている。 

 

(2) 有効性 

実施した活動に対しては十分なアウトプットが達成されており、コトパキシ火山、トゥングラワ火山に

おける火山監視能力の向上が見られる。しかしながら、活動が遅れた分だけ、監視能力の向上が十分では

ない。 

観測機材の導入により、コトパキシ、トゥングラワ火山について、以前の地震計では測定できなかった

データが IGにおいてリアルタイムで取得できるようになり、このデータを含む適切な火山情報を関係機関

に 24時間体制で発信できるようになっている。IGからの情報に対しては、関係機関も以前より信頼性が

高まったと評価している。ただし、トゥングラワ火山では、観測点の設置が全て終わっておらず、また噴

火による破損で機能していない観測点があることから、プロジェクト開始前よりはデータの質が上がった

ものの、的確にマグマの動きを理解するに至る科学的解析を行うだけの十分なデータがとれていない。ま

た、機材の設置が遅れていることで、IGのカウンターパートは、JICA が供与した機材を使ってデータを解

析する訓練が十分にできておらず、プロジェクトの観測網によるデータを使って総合的に判断できる能力

をさらに高めることが課題となっている。解析した結果を関係機関が効率的に活用することについては、

トゥングラワ火山噴火の際には、IG及び関連機関の尽力により、適切に対応できたと評価される。しかし

ながら、観測点設置の遅れにより、プロジェクトの観測網によるデータの解析結果を使って関係機関に対

して行う研修はまだ実施しておらず、今後緊急事態に対応したより総合的な火山監視能力を向上させてい

くためには、プロジェクトの観測網によるデータの解析結果を取入れて、火山活動レポートの改善や関係

機関に対する活動を行っていく必要がある。 

5つのアウトプットは、いずれも火山監視に必要なものであり、プロジェクト目標である火山監視能力

向上に貢献するものである。 

外部条件を受けたこととして、トゥングラワ火山の噴火により、観測点の設置が遅れたこと、また機材

の一部が破損したことが挙げられる。またプロジェクトの初期に技術移転を受けたカウンターパート 2名

が IGを離職したが、この 2名の指導を受けた IGの職員の努力により、当初めざしていたアウトプットを

達成しつつある。 

 

(3) 効率性 

予定していた投入が計画より遅れたこと、火山の噴火による機材の破損があったこと等により、終了時

評価時点では、効率性にはやや課題を残すものの、実行された投入は概ね有効に活用されている。 

派遣された日本人専門家は、高い専門性を持つ適切な人材であり、期待されていた技術移転を遂行した。

機材設置の技師に関しては、派遣時期に関しIGの通常業務との調整ができれば、より効果的な活動ができ

たと考えられる。 

日本で研修を実施した IGのカウンターパート 2名がいずれも研修終了後に IGを離職し、観測点の設置

後に活動できなくなったことは、投入の効率性という点では残念なことであったが、この 2名は、IGの他

の職員に技術指導を行っており、カウンターパート研修の成果は IG内で引き継がれていると判断される。 

供与機材は、火山監視能力の向上に不可欠なものであり、機材の投入により従来より技術的に高度な観
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測点・中継点が設置され、以前にはできなかった情報把握・解析ができるようになった。トゥングラワ火

山噴火における際の前兆となった地震と空振は、プロジェクトの供与機材によって正確に記録され、IG及

び日本の専門家によって解析され、大規模な噴火の予測をすることができた。一部の機材は、噴火で破損

したりしたが、それ以外の機材は、概ね適切に活用され、火山監視に貢献していると言える。機材の維持

管理も良好である。 

ただし、機材供与に関しては、設置のタイミングが遅れたことが、プロジェクト全体の効率的な実施に

影響を与えた。また、テレメーターについては、用いた周波数帯での外部通信が多いため、設置場所によ

っては電波の相互干渉によりデータ受信に支障をきたしている。これについては、今後周波数帯域の詳細

な調査を行い、火山データの伝送に支障をきたさないようにシステムを改修し、対応する予定である。さ

らに、外部条件ではあるが、トゥングラワ火山の噴火により、設置した機材の一部が破損し、現在使用不

能になっている。被害を受けた観測点については、今後も火砕流・土石流の影響を受ける可能性があるが、

設置場所を再検討し、破損した機材を交換すれば、再び機能するものと推測されている。 

エクアドル側の投入では、適切な専門性を持つ十分な数のカウンターパートを配置したことが、プロジ

ェクトのアウトプット達成に貢献した。また、事務管理部門の職員もプロジェクトを支援した。中継点・

観測点の設置にあたり、エクアドル側が負担した技能労働者や荷役は、迅速・適切な設置に効果的であっ

た。 

 

(4) インパクト 

トゥングラワ火山噴火の際に犠牲者の数を最小限に抑えた IG及び関係機関の対応から見ても、上位目標

達成の見込みは高い。 

プロジェクトでは、コトパキシ、トゥングラワの 2火山の観測網を設置したにとどまるが、この 2火山

に関する活動により IGの火山監視能力は向上しており、プロジェクトで習得した解析能力は他の火山にも

応用できるものであり、エクアドル全体の火山に関する監視能力の向上が期待できる。火山災害の軽減は

監視能力の向上だけでは実現できないが、IGと関係機関は長年にわたり良好な協力関係を築いており、自

治体や各地域の防災局同士の間でも情報交換を行っていることから、プロジェクトの効果はエクアドル国

の他地域にも波及していくものと考えられる。将来的なインパクトの発現には、プロジェクトで発信する

情報を関係機関がより適切に理解すること、関係機関がそれぞれ防災に対する措置を強化していくことが

鍵となる。 

予期されなかった正のインパクトとしては、IGからの火山情報の質が高まったことで、IG全体の組織と

しての信頼性が高まったこと、トゥングラワ火山噴火の際の情報発信を通じ、関係者の間で火山に対する

関心や理解が深まったことが挙げられる。また、日本とエクアドル国の協力が一般の人々に知られるよう

になった。負のインパクトは、特に認められない。 

 

(5) 自立発展性 

自立発展性は概ね高いと判断されるが、活動が遅れていたことから、自立発展性を十分に高めるには、

今後さらなる対応をとることが効果的であると考えられる。 

技術的自立発展性に関しては、終了時評価時点で IGは持続可能な十分な能力をある程度有していると判

断される。ただし、機材の設置の遅れにより、プロジェクトの観測網により取得されたデータを使って情

報を解析する時間が十分にとれなかったため、IGの職員の総合的な解析能力をさらに高めていく必要があ

る。また、技術的持続性を高めるためのシステムを構築するには至っていない。例えば、ルーティン業務

の中で自動的にデータを取り込み解析結果を出せるようなシステムを構築できれば、技術的自立発展性が

高まると考えられる。技術的自立発展性においては、IGの人材が現在のそれぞれのポジションにとどまる

ことと、スペアパーツの安定的な供給が、鍵である。 

制度的自立発展性は概ね高い。エクアドル政府は防災を重要課題と考えている。また、大統領令におい

て規定された火山防災における IGの位置づけに変化はないと考えられる。今後制度的自立発展性を阻害す

る可能性のある要因としては、現在の防災に関する枠組みが変わること、国及び自治体の防災責任者の一

部の防災に対する関与が弱いことである。 

財政的自立発展性も概ね見込める。現在のところ、IGには国家からは十分な予算が配分されていないも

のの、IGでは独自に資金調達の仕組みを開発していることから、財政的自立発展性がほぼ見込める。政権

交代や大学の組織再編に伴う将来的な予算削減の可能性は、皆無ではないものの、現在のところ、その可

能性は小さいと見られている。 

 

3-4 効果発現に関する貢献・阻害要因 
プロジェクトの効果発現を促進した要因として、日本人専門家、エクアドル側カウンターパートの専門性

と熱意が挙げられる。トゥングラワ火山噴火における対応では、プロジェクトにより IGの監視能力が向上し

ていたことのほかに、かねてより IGと市民防災局や自治体等防災関係機関との関係が緊密であったことが、

効果発現の促進要因となった。一方、プロジェクトの成果発現を阻害した要因として、機材の設置が遅れた

ことなどが挙げられる。トゥングラワ火山の噴火は、機材の一部を破損しすでに設置した観測点を使用不能
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な状態にし、現在も噴火のため予定していた観測点の設置ができていないなど、プロジェクト実施プロセス

における阻害要因となったが、一方で、プロジェクトの観測網を使って取得したデータの解析を行い関係機

関に必要な情報を発信する機会ともなった。 

 

3-5 結論 
プロジェクトは、順調に成果を発現しつつあるものの、いくらかの遅れが見られる。実施プロセスについ

ては、機材の設置が遅れ、また火山の噴火により一部機材が破損したため、予定されていた活動の一部が完

全には実施されていない。アウトプットは達成されつつあるが、実施プロセスが遅れたため、プロジェクト

で導入された機材により取得された観測データを使って火山監視能力を十分向上させるためには、まだ課題

が残っている。したがって、プロジェクト目標の達成には、まだ時間がかかると考えられるが、トゥングラ

ワ火山噴火の際の対応は高く評価されるなど、残された課題が解決されれば、将来的な上位目標の達成見込

みは高い。 

 

3-6 提言 
1. 期間の延長 

プロジェクト目標を期間内に達成することは困難であるが、プロジェクト期間を延長すれば、目標を完

全に達成できると思われるところ、プロジェクト実施期間を2年間延長する。 

 

2. 今後のプロジェクト運営方針 

(1) 火山噴火の影響を受けた機材の復旧 

1) 既存の機材設置地点とは異なるサイトを含めて、適切な機材設置場所を検討する。 

2) 破損した機材の修復、もしくは交換を行う。 

(2) 無線通信の通信状況の改善 

1) 観測データの通信・伝達経路（中継地点の場所）を改めて確認する。 

2) データ伝送時に混線の生じない周波数帯を明らかにする。 

3) データ伝送に必要な機材計画を立て、次の作業を行う。 

a) 周波数帯の使用許可を関係機関に申請する。 

b) 上記周波数帯の許可取得後、機材調達及び設置を行う。 

(3) 技術移転の実施 

上記の機材に関係する状況を改善させると共に、データの解析にかかる技術移転を行う。 

(4) 防災関係機関との連携の強化 

災害対応に責任を持つ国家防災局や自治体に対して、火山情報（火山データの定量的な解析結果の解釈

を含む）の活用方法を理解してもらうための普及活動を行う。 

 

3. プロジェクトの運営、進捗管理について 

日本側、エクアドル側による、プロジェクト運営に関する調整と進捗管理のためのメカニズムの導入を

検討する。ここには IG、JICA、専門家が参加する他、国際協力庁（INECI）、日本大使館などを必要に応じ

てオブザーバーとする。 

 

4. PDMの見直しについて 

プロジェクト期間を延長する場合、延長 R/Dの締結時あるいは調査団派遣などの機会を捉えて PDM を修

正し、指標の整理や表現の修正を行うことが望ましい。 

 

3-7 教訓 
・ 機材供与が大きな役割を果たすプロジェクトにおいては、機材の準備は時間をかけて慎重に行うべき

である。可能であればプロジェクト開始前に、機材仕様書作成を目的とする専門調査団や専門家を派

遣することも一案である。また、機材設置に付随する土地取得及び無線に関する機器や周波数使用許

可の手続き等は、設置作業を円滑に進める重要な要素であり、また国によって事情が異なるため、入

念な調査及びフォローが望ましい。 

・ 自然現象を対象とするプロジェクトでは、緊急性を要する場合もあり、入札から納入・設置までの機

材に関する手続きの効率化・時間の短縮が望まれる。 

・ 防災に関するプロジェクトでは、プロジェクト期間中に災害の被害を受ける可能性も考慮し、スペア

パーツに関しては柔軟な対応をする。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 
１－１ 終了時評価調査の経緯 

エクアドル共和国は、アンデス山脈の山麓に位置し、トゥングラワ火山、コトパキシ火

山をはじめ、現在も噴火を続ける活動的火山が多く存在する。こうした火山の麓地域には

多くの人々が生活しており、火山災害の軽減はこの国の重要な課題の一つである。 

活動的火山のモニタリングは、国立理工科大学の地球物理研究所（Geophysical 

Institute/Instituto Geofísico：IG）により実施されている。モニタリングは主に短周期

の地震計ネットワークを用いて進められ、このネットワークで噴火の前兆的現象と密接に

関連した地震波が観測されるなど、防災のためのデータが取得され、その得られたデータ

をもとに同研究所が防災レポートを作成し、防災局、自治体等の関係機関へ定期的に発信

されるという体制が組まれている。 

しかしながら、IG に設置されている地震計は短周期のみをとらえるものであり、火山活

動の初期に見られるゆっくりとした振動（微動）を観測することができず、噴火の予兆を

十分に把握することができなかった。そのため、火山内部の活動状況を十分に反映した火

山活動レポートを作成することができず、IG においては、各防災関係機関がより適切な災

害軽減対策を取れるよう、火山活動レポートを改善し発信することが必要となっていた。

こうした理由から、火山活動を正確に把握するため、長周期の地震波を観測することので

きる地震計と空振計の導入と、リアルタイムのデータの収集システム、それによって得ら

れる定量的なデータの分析、解析技術の導入が急務となっていた。 

こうした状況のもと、2002 年 7 月、エクアドル国政府から日本政府に対し、火山性地震

分析に関する機材供与と技術指導（専門家派遣、研修員受入）の要請がなされた。これを

受けて、2004 年 5 月、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation 

Agency：JICA）は、国立理工科大学地球物理研究所をカウンターパートとして「火山監視

能力強化プロジェクト」を開始した。 

2007 年 4 月 30 日にプロジェクトが終了するにあたり、JICA では、これまでの実績を確

認し、残るプロジェクト期間の対応を協議するため、2006 年 11 月 5 日から 11 月 25日にわ

たり、三村悟国際協力機構地球環境部第三グループ（水資源・防災）防災チーム長を団長

とする終了時評価調査団を派遣した。 

 

１－２ 終了時評価の目的 

終了時評価の目的は以下の通りである。 

１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動

計画に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、成果達成度、プロジェクト目

標達成の見込みを確認する（投入：人材・資材等プロジェクトに対し外部から来る

あらゆるものを指す）。 

２）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、プ

ロジェクトの評価を行う。 
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３）プロジェクト終了時までの対応方針等について提言を行うとともに、類似の技術協

力案件への教訓を抽出する。 

 

１－３ 調査団の構成と調査期間 

本終了時評価団のメンバーは以下の通りである。 

日本側： 
終了時評価調査団 

 三村悟（総括）   国際協力機構地球環境部第三グループ（水資源・防災） 

  防災チーム長 

 藤原真吾（協力企画）   国際協力機構地球環境部第三グループ（水資源・防災） 

  防災チーム 

田中恵理香（評価分析） グローバルリンクマネージメント社会開発部研究員 

吉川敦子（通訳）   財団法人日本国際協力センター 

プロジェクト専門家1 

熊谷博之  防災科学技術研究所地震研究部主任研究員 

エクアドル側： 

 Emb. Carlos Játiva Naranjo 国際協力庁長官 

 Ing. Alfonso Espinosa Ramón 国立理工科大学学長 

 Ing. Hugo Yepes    国立理工科大学地球物理研究所所長 

 

調査団の日程については添付資料 1 を参照されたい。また面会者リストは添付資料２の

通りである。 

 

１－４ 対象プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は以下の通りである。詳細は添付資料 3「ミニッツ及び合同評価レポ

ート」の別添（ANEXO）1 の PDM を参照。なお、調査中にこの PDM について議論を行い、議

論した PDM改定案（未決定）を別添９として添付する。 

 

上位目標： 
エクアドルにおける火山災害軽減能力が向上する。 

 
プロジェクト目標： 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山における火山監視能力が向上する。 

 
アウトプット： 

アウトプット 1 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波データを含む火山活

                                                   
1 終了時評価団員ではないが、技術移転業務で短期専門家として派遣中のところ、終了時評価の協議に参

加した。 
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動に関するデータがリアルタイムで取得できるよう地球物理研究所の能力が改善

する。 

アウトプット 2 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波のデータを含む火山

活動データが適正に処理、蓄積されるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

アウトプット 3 

地球物理研究所の噴火活動に関連する火山活動の解析能力が高まる。 

アウトプット 4 

解析結果が適切に火山活動レポートに反映される。 

アウトプット 5 

地球物理研究所が発信する火山情報が防災関係機関に理解され効率的に利用され

る。 

 
１－５ 調査結果概要 

プロジェクト目標である火山監視能力の強化は進んでいるが、外部条件などの要因によ

り、プロジェクトの実施プロセスにおいて、遅延が生じていることが明らかになった。そ

のため、火山観測機器を完全に設置すること、観測データの解析技術にかかる技術移転な

どについては、今後も継続した協力が必要であり、当初予定していた期間内ではプロジェ

クト目標の達成が困難である。 

・ 実施プロセスについては、機材の設置が遅れ、また、火山の噴火により一部機材が

破損したため、予定されていた活動の一部が実施されていない。そのため、アウト

プットは達成されつつあるが、設置された機材を使っての火山監視能力の向上のた

めの活動が十分に行われておらず、この部分での改善が望まれる。 

・ プロジェクト目標、上位目標の達成見込みは高いが、予定されていた活動をすべて

終えておらず、アウトプットが不完全であるため、現段階でのプロジェクト目標の

達成度は限定的である。今後、プロジェクトの効果を持続性のあるものにするため

には、予定されている火山観測網を完成させ、実際の火山データを用いて、データ

処理・解析の技術をさらに完成度の高いものとし、災害に関係する関係機関に発信

する火山情報の質を高めつつこれら機関との連携を密にして、総合的な火山監視能

力を強化していくことが必要である。 
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第２章 評価の方法 

 
２－１ 評価の手法 

本評価調査は、JICA のプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle 

Management： PCM）の評価手法を用いて実施した。PCM を用いた評価は、①プロジェクトの

諸要素を論理的に配置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいた評価

のデザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」「有効性」

「効率性」「インパクト」「自立発展性」の 5 つの評価の観点（評価 5 項目）からの収集デ

ータの分析、④分析結果からの提言・教訓の導出、という流れからなっている。 

PDM の概要については、表 2-1 の通りである。 

 

表 2-1：PDMの概要 

上位目標 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待される長期の開発目標 

プロジェクト目標 
プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される中期的な目標

であり、「ターゲットグループ」への具体的な便益やインパクト 

アウトプット 
プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければなら

ない、短期的かつ直接的な目標 

活動 
アウトプットの目標を達成するために投入を効果的に用いて行う具体的

な行為 

指標 
プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測るもので、

客観的に検証できる基準 
指標データ入手手段 指標を検証するためのデータ・ソース 

外部条件 
各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクトでは

コントロールできない条件 
前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 
投入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など 
 

調査にあたっては、プロジェクト専門家、機材設置技師、エクアドル側カウンターパー

ト（counterpart：CP）及び市民防災局、自治体等防災関連機関担当者に対する質問票によ

るサーベイとインタビューを行った。また、プロジェクトで設置した施設の視察を行った。 

 

２－２ 評価基準 

本評価調査における評価 5項目の定義は次の通りである。 

 

表 2-2：評価 5項目 

妥当性 評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうか

を、エクアドル政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合性

の観点から検討する。 
有効性 プロジェクト目標の達成の度合い、及びアウトプットがプロジェクト目標

の達成度にどの程度結びついているかを検討する。 
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効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量

の観点から妥当であったかどうかを分析する。 
インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、

当初予期しなかった効果も含め検討する。 
自立発展性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続される

か、あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、制

度的（政策的）側面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの自立発

展性の見込みを考察する。 
 
２－３ 評価のデザイン 

評価のデザインを策定するにあたり、討議議事録（Record of Discussions: R/D）、PDM、

調査団報告書、専門家報告書、その他プロジェクト関連文書等に基づき、評価項目案を作

成した。評価項目は、評価分析団員が、評価調査団及びプロジェクト関係者との協議を経

て確定されたものである。主な評価項目は、表 2-3 に示すとおりである。評価グリッドの

詳細は添付資料 4の通り。 

 

表 2-3：主な評価項目 

評価設問 5項目その他

の基準 大項目 小項目 

エクアドル側 

CP とスタッフの配置 

資機材の提供 

ローカルコスト 

日本側 

専門家派遣 

資機材の供与 

カウンターパート研修 

投入の実績は予定通りか。 

ローカルコスト支援 

アウトプット１：コトパキシ火山及びトゥン

グラワ火山において長周期地震波データを

含む火山活動に関するデータがリアルタイ

ムで取得できるよう地球物理研究所の能力

が改善する。 

アウトプット２：長周期地震波のデータを含

む火山活動データが適正に処理、蓄積される

よう地球物理研究所の能力が改善する。 

アウトプット３：地球物理研究所の噴火活動

に関連する火山活動の解析能力が高まる。 

アウトプット４：解析結果が適切に火山活動

レポートに反映される。 

実績の検証 

アウトプットは達成されている

か。 

アウトプット５：地球物理研究所が発信する

火山情報が防災関係機関に理解され効率的

に利用される。 
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プロジェクト目標は達成される

か。 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山にお

ける火山監視能力が向上する。 

上位目標の達成の見込みはある

か。 

エクアドルにおける火山災害軽減能力が向

上する。 

活動は予定通り行われたか。 活動の進捗状況は予定通りか。 

活動の進捗に影響を与えた要因は何か。 

実施・運営体制は適切か。 

モニタリングの仕組みは適切か。 

PDM の修正は適切に行われたか。 

外部条件の変化に応じた対応は行われたか。 

モニタリングは適切に実施されて

いるか。 

JICA 本部・在外事務所はモニタリング機能

を適切に果たしたか。 

専門家と CP のコミュニケーションは円滑に

行われたか。 

専門家とカウンターパートとの関

係は適切か。 

問題が生じた際に適切な解決方法がとられ

たか。 

CP のイニシアティブは高いか。 

地球物理研究所はプロジェクトに対しどの

ような関わり方をしたか。 

プロジェクト実施に際し十分な予算配分を

行っているか。 

実施プロセス

の検証 

相手国実施機関のオーナーシップ

は高いか。 

プロジェクト実施に際し適切な人員配置を

行っているか。 

1.1エクアドル国の開発計画に照らした上位

目標とプロジェクト目標の妥当性 

1.2 エクアドル国のニーズに照らした上位

目標とプロジェクト目標の妥当性 

1.妥当性 上位目標とプロジェクト目標は日

本と相手国の政策及びターゲット

グループのニーズと整合している

か。 

1.3 日本の ODA 政策に照らした上位目標と

プロジェクト目標の妥当性 

2.1 プロジェクト目標の達成度 

  

2.2 各アウトプットのプロジェクト目標達

成との関連性 

2.3 活動・アウトプット・プロジェクト目標

の関係の適切性・論理性 

2.有効性 プロジェクトの実施により、期待

される効果が得られているか。プ

ロジェクトは有効であるか。 

2.4 外部条件の影響 

3.1 日本側投入の適切性 投入の規模、時期、コスト、効果

は適切であったか。 3.2 エクアドル国側投入の適切性 

3.3 投入の活用度 投入はどのように活用され管理さ

れたか。 3.4 プロジェクト運営管理体制 

3.5 アウトプットの達成度 

3.効率性 

アウトプットは十分達成されてい

るか。 3.6 外部条件の影響 

4.1 上位目標達成の見込み 4.インパクト プロジェクト実施の効果はある

か。 4.2 上位目標の達成に対するプロジェクト

の貢献度 
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4.3 予期しなかった正のインパクト 予期しないインパクトが見られた

か。 

 

4.4 予期しなかった負のインパクト 

外部条件の影響を受けたか。 4.5 外部条件の影響 

5.1 制度的（政策的）側面 

5.2 財政的側面 

プロジェクトの便益は今後も持続

するか。 

5.3 技術的側面 

5.自立発展性 

自立発展性に関する貢献要因・阻

害要因は何か。 

5.4 貢献要因・阻害要因 

 

上記評価グリッドにもとづき、アンケートを作成しインタビューを行った。評価グリッ

ドの各項目に対する結果を添付資料 5に、アンケートの結果を添付資料 6に示す。 
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第３章 プロジェクト実績 

 
３－１ 投入実績 

日本側、エクアドル側は、R/D 及び PDM に基づき、以下の投入を行った。 

 

日本側 

（１）専門家派遣 

地震解析、地震観測、観測網構築の分野で日本人専門家を派遣した。詳細は合同評価

レポート別添 2の通り。R/D で予定されていた火山防災の専門家は、観測網構築終了後派

遣することになっていたため、観測点設置の遅れにより、終了時評価時点では派遣され

ていない。 

 

（２）カウンターパート研修 

地球物理研究所の 2 名を対象にカウンターパート研修を実施した。詳細は合同評価レ

ポート別添 3の通り。 

 

（３）機材供与・技師派遣 

観測用機材、車両等総額 181,985,000 円の機材供与を行った。概要は合同評価レポー

ト別添 4 の通り。また、設置場所を含む詳細については、添付資料 7 を参照。機材に関

連し、設置に伴う技師派遣費用を負担した。 

 

（４）プロジェクト関係費用 

日本人専門家の活動に必要な経費の一部を支出した。なお、日本人専門家派遣、カウ

ンターパート研修、機材供与・技師派遣を含め、本プロジェクトに支出した費用の合計

は合同評価レポート別添 5の通り。 

 

エクアドル側 

（１）カウンターパート 

プロジェクト・ディレクターのほか、25 名のカウンターパートを配置した。うち、火

山学・地震学担当 10 名、機材担当 15 名である。詳細は合同評価レポート別添 6の通り。 

 

（２）ローカルコスト 

IG のスペースをプロジェクト活動のために改装した。観測点・中継点の設置に必要な

土地を購入し、観測点・中継点の設置に必要な人件費及び車両・馬・ラバを提供した。

その他プロジェクトのために負担した費用の合計は 138,605.94 ドルに上る。詳細は合同

評価レポート別添 5の通り。 

 

３－２ 活動の実績 
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PDM 及び活動計画（Plan of Operation：PO）に基づき活動を実施したことが確認された。

終了時評価時点で、予定より遅れて実施された活動、予定通りに完了していない活動、さ

らに継続して支援が必要な活動がいくつかある。 

 

活動 1-1：観測機材を設置する。 

2006年7月に、コトパキシ火山については5点すべての観測点の設置が完了した。

トゥングラワ火山については、予定していた 5 点のうち 3 点の観測点を設置した

あと、同年７月 14 日の噴火により 3点のうち 2点が影響を受けたため、IG が復旧

を行った。この 2 点は、8 月 16 日に発生した噴火で一部破損した。その後新たに

エクアドル側で 1点の観測点を設置した。 

活動 1-2：観測機材を適正に維持する。 

IG だけで適切な維持管理をほぼ行っている。コトパキシ火山の 5 点の観測点につ

いては 4 点は問題なく維持している。コトパキシ火山の 1 点からは、使用した無

線周波数帯の一部の設定が適切でなかったため、周辺地域の電波通信による干渉

を受け、通信が混雑する時間帯には観測データの継続的受信ができないことがあ

る。トゥングラワ火山でも、同じ理由により、現在稼働中の 2 点で同様の問題が

起こっている。噴火による影響を受けたトゥングラワ火山の 2 点では、機材が一

部破損したあと、データ取得ができるように修復されていない。 

活動 1-3：観測機材を適正に操作する。 

観測機材の操作を適切に行っている。ただし、上記活動 1-2 で述べた通り、コト

パキシ火山の 5 点の観測点のうち１点、及びトゥングラワ火山の 2 点の観測点で

は、無線機材の問題により時間帯によってはデータの継続的受信ができないこと

がある。 

活動 2-1：長周期地震波を含むデータ処理が可能なソフトを開発する。 

予定より遅れたものの、既存のプログラムを改良して震源決定プログラム（トモ

グラフィー、波形インバージョン等）を導入した。 

活動 2-2：データ処理ソフトを運用する訓練を行う。 

予定より遅れてはいるが、トモグラフィー、波形インバージョンのプログラムの

原理及び使用法について、IGの 2 名を対象に訓練を行った。 

活動 2-3：処理されたデータの集計、蓄積を行う。 

機材設置の遅れにより、予定より遅れてはいるが、コトパキシ・トゥングラワ火

山とも、データの集計・蓄積を行っている。 

活動 3-1：データ解析の訓練を行う。 

機材設置の遅れにより、地球物理研究所でこれまで取得されてきた地震データを

用いて、2名の研究員を対象に定量解析技術（震源決定、3次元構造推定、波形イ

ンバージョン）の技術移転訓練を行った。2 名の研究員は、さらに 2 名の IG の研

究員を訓練し、訓練を受けたIGの2名の研究員がさらに1名の研究員を訓練した。 

活動 3-2：データ解析に基づき火山活動の解釈をする。 

訓練を受けた研究員及びその研究員から技術移転を受けた研究員が、データ解析

に基づき火山活動の解釈を行っている。予定より遅れて実施中である。 
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活動 4-1：火山活動レポートの改善点を明らかにする。 

IG の既存のデータに基づいて火山活動レポートの改善点を明らかにした。 

活動 4-2：火山活動レポートを改善する。 

IG から定期的に発信される火山活動レポートの結果に本プロジェクトにより導入

されたトゥングラワ火山の精密震源決定等の解析手法を適用し、実施中である。 

活動 5-1：火山活動レポートを受信する防災関係機関に対して理解促進を目的とした研修

を行う。 

既存のデータとともにプロジェクトで設置した機材により取得した新しい観測デ

ータについて、IG が関係機関に対して研修を行っている。全体工程が遅れたため、

プロジェクト成果を待って行う予定であった火山防災の日本人専門家による活動

は実施できていない。 

活動 5-2：火山災害軽減の改善点を明らかにする。 

機材設置の遅れにより、プロジェクトの観測データを使って具体的に改善点を明

らかにするには至っていない。 

 

３－３ アウトプットの実績 

アウトプットの実績は以下の通りである。 

 

アウトプット１：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波データを含む

火山活動に関するデータがリアルタイムで取得できるよう地球物理研究所の能力が改善

する。 

指標 1-1：長周期地震波データを含む火山活動に関するデータが地球物理研究所において

リアルタイムで取得されている。 

エクアドル側カウンターパートが観測点設置に必要となる技術を習得し、エクア

ドル側のみで観測点の設置が可能になった。実際に、トゥングラワの 1 観測点の

設置は CP だけで成功している。カウンターパートはリアルタイムデータ受信シス

テムの取扱いを習得し、観測のトラブルに迅速に対応できるようになった。コト

パキシ火山の 5 点の観測点のうち 4 点については、ほぼデータの欠落なくリアル

タイムで IG でデータを取得している。1 点については周辺地域の通信からの干渉

による無線データ受信の途切れにより、データの欠落が平日の日中に発生する。

トゥングラワ火山から来る信号については、2006 年 8 月 17 日の噴火の影響による

機材の破損や設置の遅れのため、2箇所のみでデータ受信を行っているが、無線デ

ータ受信の途切れにより、データの欠落が平日の日中にしばしば発生する。 

 

アウトプット 2：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波のデータを含む火山

活動データが適正に処理、蓄積されるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

指標 2-1：収集されたデータが連続的に受け取られているかどうか系統的に監視され、地

震波の到来方向が決定される。 

コトパキシ・トゥングラワ火山とも、取得されているデータについては、データ
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受信サーバと波形表示用 PCに導入されている波形表示システムを用いて波形モニ

タリングが行われている。コトパキシ火山については、自動処理による震源決定

が行われている。トゥングラワは観測点数が少ないため取得データのみでは震源

決定はできないが、既存短周期地震計のデータを用いて震源決定が行われている。

コトパキシ・トゥングラワ火山とも、IG によるこれまでの震源決定に比較し、震

源決定の精度が格段に高まった。震源決定の精度に関するデータを添付資料 8 に

示す。 

指標 2-2：連続データが活用可能な形で蓄積され地震の波形データがデータベース化され

る。 

コトパキシ・トゥングラワ火山とも、取得されているデータについて、連続デー

タは系統的に保存されている。イベントデータについては、データベース化のた

めのシステムが構築されつつある。 

 

アウトプット 3：地球物理研究所の噴火活動に関連する火山活動の解析能力が高まる。 

指標 3-1：長周期地震波や関連事象の解析についてより高度な定量解析が可能な研究員が

2人育成される。2人の指導の下長周期地震波の解析が可能となる研究員が 2人育成され

る。 

地球物理研究所の研究員 2 名の解析能力が向上した。地震解析に必要な物理・数

学の基本的能力が向上し 先端のプログラム解析手法を理解し、自分たちで使え

るようになった。現在は両名とも個人的事情により研究所から離れているが、両

名から指導を受けた 2 名と、さらにこの 2 名から指導を受けた１名が、ほぼ支障

なく火山活動の基本的な解析を行っている。なお、本プロジェクトに関連する成

果として、合同評価レポート別添７の通りの論文・学会発表を行っている。 

指標 3-2：その他の観測データの解析能力が高まる。 

定量的な地震波形解析手法の能力が高まり、トゥングラワ及びコトパキシ火山の

マグマシステムの理解が向上した。以前は行っていなかったトモグラフィー、イ

ンバージョンを活用した解析ができるようになり、LINUX をプログラミングできる

能力が身についた。これら解析手法を本プロジェクトのデータへ適用する解析シ

ステムの導入は、まだ十分に完了していない。 

 

アウトプット 4：解析結果が適切に火山活動レポートに反映される。 

指標 4：長周期地震波を含む解析結果が火山活動レポートに記載されている。 

火山活動レポートは、短周期地震計によって取得されたデータに基づいた解析結

果を記載している。さらに、プロジェクトで設置された機材を活用して得られた

一部の解析結果が徐々に記載されるようになっている。 

 

アウトプット 5：地球物理研究所が発信する火山情報が防災関係機関に理解され効率的に利用

される。 

指標 5：改善した火山活動レポートを防災関係機関が理解している。 

IG からの火山活動レポートは定期的に防災局や自治体等の関係機関に発信され、
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これら関係機関から、時宜を得た明確な情報であると高く評価されている。2006

年 7 月から 8 月にかけてのトゥングラワ火山の噴火活動では、今回設置した広帯

域地震計と空振計のデータがモニタリングに大きく貢献するとともに、マスコミ

や防災機関への情報発信に大きく活用された。活動の遅れから、長周期地震波を

含むデータの解析結果は、火山活動レポートに十分に反映されていない。そのた

め、こうした情報については、まだ防災関係機関が十分に活用するに至っていな

い。 

 

３－４ 実施プロセス 

プロジェクトでは、所期の成果を挙げつつあるものの、全体的な進捗は、当初の予定よ

り若干遅れ気味である。 

その要因として、プロジェクト活動を進めるにあたって必要な機材の設置に時間がかか

ったことが挙げられる。これには複数の理由がある。まず、日本側では、供与機材の仕様

の決定が遅れたことから、必要な手続きに順次遅れをきたし、機材の納入が遅れた。エク

アドル側では、日本側から求められていた土地取得手続きや無線周波数使用許可の手続き

等、機材設置の準備に時間を要した2。また、機材納入後にも、現地のストによる交通止め

や悪天候により設置が遅れた。設置中に、無線機器に不具合があること及び仕様が適切で

ないことが判明したため、ファームウェアを変更し、また、一部のアンテナを交換した。

2006 年 7 月から 8 月にかけてのトゥングラワ火山の噴火により、2 箇所の観測点において

機材の一部が破損したほか、噴火により現場に近づけないため設置を行っていない観測点

が 1 箇所あり、観測点を移す可能性を検討している。その他、無線の通信障害により通信

の混雑する時間帯にはデータの取得が継続的に行われないことがあり、プロジェクトの進

捗に支障をきたしている。 

以上のような理由により、観測点の設置が遅れたこと、また機能していない観測点があ

ることから、当初の予定どおりには、データの取得・解析が十分には進んでいないが、IG

の既存のデータを利用するなどして活動を進め、ある程度の成果を挙げてきた。 

プロジェクト実施にあたっては、適宜 PDM を参照し、概ね計画に基づいた適切な運営を

行ってきたと言える。課題としては、日本側とエクアドル側で、プロジェクトの進捗・成

果を確認して共有するシステムを明確化し改善することが挙げられる。本プロジェクトで

は、通常 JICA の技術協力プロジェクトで設置される合同調整委員会（Joint Coordinating 

Committee：JCC）が設置されておらず、それに替わる会議の場などの調整メカニズムも存

在していなかった。技術移転にあたっては、短期専門家を適宜派遣することで対応し成果

を挙げてきたが、プロジェクト全体の進捗・成果を確認するモニタリングシステムが明確

でなかったことが、インタビューした数名から指摘されている。また、JICA 本部の担当者

が人事異動により頻繁に変わったこと、JICA の現地事務所はボランティア調整員事務所で

あったため、技術協力プロジェクトに対する関わり方が明確でなかったことも、プロジェ

クトの明確なモニタリングシステムの確立に影響したと考えられる。外部条件に関しては、

                                                   
2 こうした手続きに関し、IG側では、土地取得手続きに関しエクアドルでは慣行として必ずしも書類を用

意せずに進める場合があり、今回のプロジェクトで JICA から要求される通りの書類を整えることには困難

があったとしている。 
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トゥングラワ火山の大規模な噴火の発生が特筆すべきことであるが、これは機材の破損や

観測点の設置の遅れなどの影響を及ぼした反面、実際の噴火によるデータの取得・解析を

行い関係機関に報告し適切な対応を実践する機会ともなった。また、IG の担当者 2 名が離

職したが、この 2 名から指導を受けた研究員が中心となってほぼ業務を遂行できるように

なっており、離職した 2名は必要に応じ海外から支援を行っている。なお、PDM の改訂は行

っていない。 

日本側・エクアドル側とも、高いイニシアティブを持ってプロジェクトを遂行した。ま

た、日本側専門家とエクアドル側カウンターパートのコミュニケーションは、良好であっ

た。日本から機材設置のために派遣した一部技師は、主として言語の問題によりコミュニ

ケーションに支障をきたす場合があったが3、双方で図を用いたりカウンターパート側で自

習するなどの努力を行った結果、カウンターパートは機材設置・動作に必要な技術をほぼ

習得した。なお、エクアドル側 CP の中には、プロジェクト全体に係る決定事項に自分があ

まり関われなかった、また、機材の選定などにエクアドル側ももっと積極的に関わるべき

であった4、といったコメントをした者が複数あり、こうした点につき双方で十分協議のう

え情報共有がなされていれば、コミュニケーションはより円滑になっていたと考えられる。 

 

３－５ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標であるコトパキシ・トゥングラワ火山における火山監視能力の向上に

関しては一定の成果をあげつつあるものの、主として機材設置の遅れとトゥングラワ火山

の噴火活動により活動が遅れていたため、当初期待していた火山監視能力を達成するため

には、さらに若干の時間が必要である。 

本プロジェクトで設置した観測網が機能しており、データがリアルタイムで取得され解

析されている結果、IG の火山情報レポートが、プロジェクト開始当初に比べより正確な内

容となり関係機関にタイムリーに発信されている。特に、2006 年 7 月と 8 月に起こったト

ゥングラワ火山の噴火の際には、プロジェクトで設置した機材によりリアルタイムに正確

なデータが取得でき、適切な解析が行われ、IG から関係防災機関やマスコミに対して的確

な情報がタイムリーに発信された。 

ただし、十分な火山監視能力の向上にはまだ課題が残されている。噴火活動が続いてい

るため、トゥングラワ火山に設置予定の 5観測点のうち 1観測点が未設置であり、2観測点

の機材が一部破損したため、現在プロジェクトにおいては 2 観測点のみで観測を行ってい

る状況である。また、無線の通信障害が発生しており、IG における観測データのリアルタ

イム監視の障害となっている。観測点が予定より少ないことと通信障害により、当初めざ

                                                   
3 機材設置の技師に関しては、機材納入にあたって、技師が設置とそれに伴う技術指導を行うことが契約

に入っており、技師の派遣元では、IGの負担で 1週間程度通訳をつけることを IGに提案していたが、予

算上の問題等から、通訳を介さずに設置と指導を行った。 
4 機材の選定は、事前評価調査のミニッツに「各年の供与機材は、原則として、派遣された日本人専門家

とエクアドル CPで POに基づき協議すること」とあり、エクアドル側の何人かは、これに基づき機材選定

により関与するべきであったとコメントしているようであるが、実際は、調達手続き等の事情により、細

かい仕様は日本側で決定することで合意を得ており、ある程度の情報をエクアドル側と共有したうえ、プ

ロジェクト開始前に日本側で選定を行った。こうした事情について、エクアドル側関係者の一部に正確な

情報が伝わっていなかった可能性がある。 
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していた質の高いデータの取得が十分にできていない。データ取得が予定通りできている

観測点においても、機材設置が遅れたことによりデータの取得開始が遅れた。このため、

IG において新しい機材によるデータを使っての観測の経験が十分にできておらず、適切な

解析システムの改善・適用が遅れていること、プロジェクトの観測網により取得したデー

タを用いて関係機関に発信する情報を十分に改善することが遅れていること、などが見ら

れる。 

 

３－６ 上位目標の達成の見込み 

現時点では、当初の計画より進捗が遅れているものの、上記プロジェクト目標の達成に

おいて課題となっている点が解決され、その後の進捗が順調であれば、上位目標が達成さ

れる見込みは高い。 

すでに IG のカウンターパートは火山監視に必要な知識・技術を十分に習得しており、今

後プロジェクトの観測網により取得されたデータを用いて経験を積めば、IG の火山監視能

力はプロジェクトで対象としたコトパキシ、トゥングラワ火山以外でも、エクアドル全体

の火山監視に適用できるものになると予想される。また、IG と防災局、自治体等火山防災

に関わる機関は、日々緊密な情報交換を行い良好な協力関係を築いており、IG から発信さ

れる火山情報がこれら防災機関で適切に活用され火山災害軽減能力が向上する見込みは高

い。 

実際に、2006 年 7月から 8月にかけてのトゥングラワ火山の噴火における IG 及び地元の

関係機関の対応は、上位目標達成の見込みが高いことを示している。7 月 14 日の噴火は、

観測地点の機材の設置作業中に起こったが、すでにプロジェクトで設置していた機材が効

果を発揮し、IG の職員が火砕流発生に伴うシグナルをとらえることができた。この経験を

活かし、8 月 16 日から 17 日に大規模な噴火が起きた際に、IG は噴火活動の前兆現象をと

らえ、2度にわたり現地の関係機関に警戒警報を発出し、2回目の警戒警報により、危険地

域の住民のほぼ全員を避難させることができた。避難勧告に従わなかった住民 6 名が死亡

したが、関係機関では、IG による正確な情報把握とこれに基づく避難勧告がなければ、数

百名から数千名の死者が出ていた可能性があると見積もっている。この事実は、IG の火山

監視能力の向上と関係機関の協力により火山災害軽減に貢献できたことを示すものである。 

一方で、前述した通り、プロジェクト目標である火山監視能力の向上が当初期待してい

た水準に達していないため、IG の監視能力をより確固たるものにし、関係防災機関との関

係をより緊密にしていくことにより、まず、コトパキシ火山、トゥングラワ火山において、

必要な際に適切な対応をとることで火山災害を軽減することが必要である。さらに本プロ

ジェクトで得られた成果をエクアドルの他の火山にも適用していくことが求められている。
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第４章 評価 5 項目に基づく評価結果 

 

４－１ 妥当性 

エクアドル国のニーズと政策、及び日本の対エクアドル国 ODA（Official Development 

Assistance：政府開発援助）政策に照らし、妥当性は高い。 

エクアドル国において、火山災害は、エルニーニョに伴う気象災害、地震、洪水、土砂

崩れと並んで自然災害の中でも大きな脅威となっている。火山災害においては、被害の前

に必要なアクションをとれるようにするリスクマネージメントの強化が課題であり、リス

クマネージメントで重要な鍵となる火山監視能力の向上をプロジェクト目標とした本プロ

ジェクトは妥当性が高いと言える。コトパキシ火山、トゥングラワ火山は、エクアドルの

数多い火山の中でも現在 も災害リスクの高い火山である。特にトゥングラワ火山では

近実際に大規模な噴火が起こったこと、コトパキシ火山は、過去の記録によれば現在噴火

の起きる周期にあたっていることで、これら 2 つの火山を対象に選んだことの妥当性は、

明らかである。 

エクアドル国における 2003 年から 2007 年においての国家開発計画では、冒頭に掲げら

れた 6 つの基本方針のひとつが「国民の安全、治安、司法の保障、食糧保障および環境保

全」となっており、このなかに火山の脅威に関することも含めた自然災害防災が含まれて

いる。この基本方針に基づく「活動方針 3」の中で、環境保全に対する政策として「さまざ

まな災害（自然災害、人災、技術災害）の防止」が挙げられている。自然災害防止に関し

明確に規定した政策・法律は現在のところまだ十分整備されていないものの5、前記国家開

発計画の「活動方針 3」の中で、活動として「全国、地方および地域レベルでの災害防止・

緩和計画の策定と導入」が挙げられており、自然災害の防止を重視している姿勢が窺われ

る。 

日本の対エクアドル国 ODA 政策における重点分野は、2005 年 7 月の政策協議により「貧

困対策」「環境保全」「防災」の 3 点となっており、「防災」においては、「自然災害に対す

る脆弱性の緩和」となっている。火山防災は日本の対エクアドル国 ODA 政策と合致してい

る。 

 

４－２ 有効性 

実施した活動に対しては十分なアウトプットが達成されている。また、アウトプットの

達成はプロジェクト目標であるコトパキシ火山、トゥングラワ火山における火山監視能力

の向上に貢献しており、実際にかなりの程度の火山監視能力の向上が見られる。しかしな

がら、遅れている活動があるため、十分な監視能力の向上には至っていない。有効性は高

いものの、十分なプロジェクト目標の達成にはまだ時間が必要と言える。 

観測機材の導入により、コトパキシ、トゥングラワ火山について、以前の地震計では測

                                                   
5 防災に関する関係機関の役割等を規定した「国家安全保障法」、IGにエクアドル国土の地震・火山の危険

診断と監視の役割を付与することを規定した大統領令等があるが、調査中にインタビューした自治体や防

災関係機関の複数の関係者から、火山防災に関する明確な規定はないと認識している旨のコメントが聞か

れた。 
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定できなかったデータが IG においてリアルタイムで取得できるようになり、このデータを

含む適切な火山情報を関係機関に 24 時間体制で発信できるようになっている。IG からの情

報に対しては、関係機関も以前より信頼性が高まったと評価している。ただし、トゥング

ラワ火山では、観測点の設置が全て終わっておらず、また噴火による破損で機能していな

い観測点があることから、プロジェクト開始前よりはデータの質が上がったものの、的確

にマグマの動きを理解するに至る科学的解析を行うだけの十分なデータがとれていない。

また、機材の設置が遅れていることで、IG のカウンターパートは、JICAが供与した機材を

使ってデータを解析する訓練が十分にできておらず、プロジェクトの観測網によるデータ

を使って総合的に判断できる能力をさらに高めることが課題となっている。解析した結果

を関係機関が効率的に活用することについては、トゥングラワ火山噴火の際には、IG 及び

関連機関の努力により、適切に対応できたと評価される。しかしながら、観測点設置の遅

れにより、プロジェクトの観測網によるデータの解析結果を使って関係機関に対して行う

研修はまだ実施しておらず、今後緊急事態に対応したより総合的な火山監視能力を向上さ

せていくためには、プロジェクトの観測網によるデータの解析結果を取入れて、火山活動

レポートの改善や関係機関に対する活動を行っていく必要がある。 

5 つのアウトプットは、いずれも火山監視に必要なものであり、プロジェクト目標である

火山監視能力向上に貢献するものである。現行の PDM では、アウトプットの 5が、「IGが発

信する火山情報が防災関係機関に理解され効率的に利用される」となっており、プロジェ

クト目標である火山監視能力とは直接結びつかず、むしろ上位目標の火山災害軽減能力に

貢献するものではないかとする意見が IG から出された。厳密には、関係機関による火山情

報の効率的利用は、火山監視能力には必ずしも含まれないものであり、このアウトプット 5

については、表現を整理することで IG 側と合意した（詳細後述）。しかしながら、関係機

関が理解できるような情報を発信することは、IG の責任としての火山監視能力に含まれる

ということで、エクアドル側と日本側の認識は一致しており、アウトプット 5 もプロジェ

クト目標に貢献するものであると判断される。 

外部条件を受けたこととして、トゥングラワ火山の噴火により、観測点の設置が遅れた

こと、また機材の一部が破損したことが挙げられる。またプロジェクトの初期に技術移転

を受けたカウンターパート 2 名が IG を離職したが、この 2 名の指導を受けた IG の職員の

努力により、当初めざしていたアウトプットを達成しつつある。 

 

４－３ 効率性 

予定していた投入が計画より遅れたこと、火山の噴火による機材の破損があったこと等

により、終了時評価時点では、効率性にはやや課題を残すものの、実行された投入は概ね

有効に活用されている。 

派遣された日本人専門家は、高い専門性を持つ適切な人材であり、期待されていた技術

移転を遂行した。機材設置の技師に関しては、派遣時期に関し IG の通常業務との調整がで

きれば、より効果的な活動ができたと考えられる。また、設置にあたってカウンターパー

トとのより効果的なコミュニケーションを図る具体的な方策を講じていれば望ましかった。 

日本で研修を実施したIGのカウンターパート2名がいずれも研修終了後にIGを離職し、
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観測点の設置後に活動できなくなったことは、当人のやむをえない事情ではあったにせよ、

投入の効率性という点では残念なことであった。しかしながら、この 2 名は、研修により

十分な知識・技術を習得し、IG の他の職員に技術指導を行っており、また指導を受けた職

員らが努力したこともあって、カウンターパート研修の成果は IG 内で引き継がれていると

判断される。 

供与機材は、火山監視能力の向上に不可欠なものであり、機材の投入により従来より技

術的に高度な観測点・中継点が設置され、以前にはできなかった情報把握・解析ができる

ようになった。例えば、トゥングラワ火山噴火における際の前兆となった地震と空振は、

プロジェクトの供与機材によって正確に記録され、IG 及び日本の専門家によって解析され、

大規模な噴火の予測をすることができた。後述する通り、一部の機材は適切でなく、また

噴火で破損したが、それ以外の機材は、概ね適切に活用され、火山監視に貢献していると

言える。機材の維持管理も良好で、問題があった際には IG の機材担当者が適切に対応して

いる。破損した機材は、噴火で被害を受けるまで正常に機能しており、避難警報の発出に

貢献した。 

ただし、機材供与に関しては、いくつかの問題点が指摘されている。まず、諸手続きの

遅れにより投入のタイミングが遅れたことが、プロジェクト全体の効率的な実施に影響を

与えた。また、機材の一部が現地の事情に合わなかった。例えば、テレメーターについて

は、利用した通信の周波数帯が周辺地域でも多く使われていたため、設置場所によっては

電波の相互干渉によりデータ受信に支障をきたしている6。さらに、プロジェクトでコント

ロールできない外部条件ではあるが、トゥングラワ火山の噴火により、設置した機材の一

部が破損し、現在使用不能になっている。地上に出ていたアンテナ、モデム等が被害を受

けた（地中に埋まっていた地震計等高価なものは無事であった）。被害を受けた観測点につ

いては、今後も火砕流・土石流の影響を受ける可能性があるので、設置場所を再検討し、

破損した機材を交換すれば、再び機能するものと推測されている。なお、終了時評価時点

で、中継点の設置が当初の予定より 1 箇所少なくなっており、適切な設置場所を選定中で

ある。そのため、合同評価レポート別添 4 の機材供与実績では、一部の機材で供与数量と

設置数量に差異が生じている。設置しなかった機材については、IG で保管しており、保管

状況は良好である。これら設置しなかった中継点用の機材は、噴火で破損した一部の機材

と交換することや今後の噴火等に備え予備として保管することが可能であるが、現在のと

ころ、引続き適切な中継点を選定し設置したうえ、破損した機材については、必要に応じ、

別途交換する方向で検討している。 

エクアドル側の投入では、適切な専門性を持つ十分な数のカウンターパートを配置した

ことが、プロジェクトのアウトプット達成に貢献した。また、事務管理部門の職員もプロ

ジェクトを支援した。中継点・観測点の設置にあたり、エクアドル側が負担した技能労働

者や荷役は、迅速・適切な設置に効果的であった。 

 

４－４ インパクト 

                                                   
6 調査中に訪問したロマグランデ中継点では、プロジェクトで設置した鉄塔の付近に、別の鉄塔が数本設

置されており、通信の過密状態が窺われた。 
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先に３－６で述べた通り、トゥングラワ火山噴火の際に犠牲者の数を 小限に抑えた IG

及び関係機関の対応から見ても、上位目標達成の見込みは高い。トゥングラワ火山噴火の

際の IG 及び関係機関の対応は、本プロジェクトによる明確なインパクトと言える。プロジ

ェクトで導入した広帯域の地震計がなければ、正確な予測は不可能であり、人命が救えな

かった可能性が指摘されている。 

プロジェクトでは、コトパキシ、トゥングラワの 2 火山の観測網を設置したにとどまる

が、この 2火山に関する活動により IG の火山監視能力は向上しており、プロジェクトで習

得した解析能力は他の火山にも応用できるものであり、エクアドル全体の火山に関する監

視能力の向上が期待できる。火山災害の軽減は監視能力の向上だけでは実現できないが、

IG と関係機関は長年にわたり良好な協力関係を築いており、自治体や各地域の防災局同士

の間でも情報交換を行っていることから、プロジェクトの効果はエクアドル国の他地域に

も波及していくものと考えられる。将来的なインパクトの発現には、プロジェクトで発信

する情報を関係機関がより適切に理解すること、関係機関がそれぞれ防災に対する措置を

強化していくことが鍵となる。 

予期されなかった正のインパクトとしては、IG からの火山情報の質が高まったことで、

IG 全体の組織としての信頼性が高まったこと、トゥングラワ火山噴火の際の情報発信を通

じ、関係者の間で火山に対する関心や理解が深まったことが挙げられる。また、日本とエ

クアドル国の協力が一般の人々に知られるようになった。負のインパクトは、特に認めら

れない。 

 

４－５ 自立発展性 

自立発展性は概ね高いと判断されるが、活動が遅れていたことから、自立発展性を十分

に高めるには、今後さらなる対応をとることが効果的であると考えられる。 

技術的自立発展性に関しては、終了時評価時点で IG は持続可能な十分な能力をある程度

有していると判断される。これは、トゥングラワ火山の 1点の観測点は IG 側だけで設置を

完了し、通常のデータ取得・解析についても IG の職員のみでほぼ滞りなく遂行しているこ

とから、プロジェクト終了後も概ね業務を実施できるものと考えられるためである。ただ

し、機材の納入・設置の遅れにより、プロジェクトの観測網により取得されたデータを使

って情報を解析する時間が十分にとれなかったため、IG の職員の総合的な解析能力をさら

に高めていく必要がある。また、技術的持続性を高めるためのシステムを構築するには至

っていない。例えば、ルーティン業務の中で自動的にデータを取り込み解析結果を出せる

ようなシステムを構築できれば、技術的自立発展性が高まると考えられる。技術的自立発

展性の確保においては、まず、IG の人材が現在のそれぞれのポジションにとどまることが

重要である。また、監視活動を継続するためには、機材が常に整備された状態にあること

が必要であるが、プロジェクト終了後に IG で独自にスペアパーツを調達することについて

懸念する声がインタビューで聞かれた。機材のスペアパーツの安定的供給は、技術的自立

発展性の鍵になると思われる。 

制度的自立発展性は概ね高い。エクアドル政府は防災を重要課題と考えている。また、

大統領令において規定された火山防災における IG の位置づけに変化はないと考えられる。
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今後制度的自立発展性を阻害する可能性のある要因としては、現在の防災に関する枠組み

が変わること、国及び自治体の防災責任者の一部の防災に対する関与が弱いことである7。 

財政的自立発展性も概ね見込める。現在のところ、IG には国家からは十分な予算が配分

されていないものの、IG では独自に資金調達の仕組みを開発していることから、財政的自

立発展性がほぼ見込める。IG の資金調達方法とは、すなわち、国立理工科大学からの予算

配分のほか、民間企業からの寄付、国際協力による支援、コンサルティング業務による収

入などを含むものである。政権交代や大学の組織再編に伴う将来的な予算削減の可能性は、

皆無ではないものの、現在のところ、その可能性は小さいと見られている。 

 

４－６ 結論 

プロジェクトは、順調に成果を発現しつつあるものの、いくらかの遅れが見られる。実

施プロセスについては、機材の設置が遅れ、また火山の噴火により一部機材が破損したた

め、予定されていた活動の一部が完全に実施されていない。アウトプットは達成されつつ

あるが、設置された機材を使っての火山監視能力の向上をより進めていく必要がある。プ

ロジェクト目標も達成されつつあり、有効性は高いものの、当初めざしていたプロジェク

ト目標の水準に達するにはまだ時間を要すると考えられる。プロジェクト目標が達成され

た際には、すでに、トゥングラワ火山噴火の際の対応が高く評価されていることから、近

い将来における上位目標の達成見込みは高い。実施プロセスが遅れたため、プロジェクト

で導入された機材により取得された観測データを使って火山監視能力を十分向上し、ひい

ては火山災害軽減能力を向上するには、まだ課題が残っている。プロジェクトの効果を持

続性あるものにするためには、予定されていた火山観測網を完成させ、それによって得ら

れた観測データを使ったデータ処理・解析の技術を高めることで、さらに IG の火山監視能

力を強化し、また、それを防災局や自治体等関係機関に発信する情報の質に反映させ、こ

れら機関との関係をより緊密にする必要がある。 

                                                   
7 終了時評価中に、ラタクンガ市で開催された一般市民向け火山会議（IGからも参加）に調査団から同席

したところ、複数の出席者から、「当局のトップレベル」の関心が低いことを憂慮する声が聞かれた。 
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第５章 提言と教訓 

 
５－１ 提言 

以上の評価結果に基づき、本プロジェクトに対する提言は以下の通りである。 

 

５－１－１ プロジェクトの延長と今後の方針 

上記の評価結果から、プロジェクト目標を達成するためには、以下の対応を行うことが

必要であると判断される。 

（１）期間の延長 

プロジェクト目標を期間内に達成することは困難であるが、これまでの進捗状況、成

果達成状況に鑑み、プロジェクト期間を延長すれば、目標を完全に達成できると思われ

るところ、プロジェクト実施期間を 2 年間延長する。プロジェクトの延長は、JICA 本部

の承認後、エクアドル側と日本側により締結されるプロジェクト延長のための R/D によ

り効力を発揮するものとする。 

 

（２）今後のプロジェクト実施における活動の方針 

上記のプロジェクト延長が決定した場合、次の措置を検討する。 

１）火山噴火の影響を受けた機材の復旧 

① 既存の機材設置地点とは異なるサイトを含めて、適切な機材設置場所を検討する。 

② 破損した機材の修復、もしくは交換を行う。 

２）無線通信の通信状況の改善 

① 観測データの通信・伝達経路（中継地点の場所）を改めて確認する。 

② データ伝送時に混線の生じない周波数帯を明らかにする。 

③ データ伝送に必要な機材計画を立て、次の作業を行う。 

a) 周波数帯の使用許可を関係機関に申請する。 

b) 上記周波数帯の許可取得後、機材調達及び設置を行う。 

３）技術移転の実施 

上記の機材に関係する状況を改善させると共に、データの解析にかかる技術移転を

行う。特に、データの取得から処理、関係機関への情報発信までの一連の作業のルー

ティン化等が、火山監視能力を向上させる上で効果的と考えられる。 

４）防災関係機関との連携の強化 

災害対応に責任を持つ国家防災局や自治体に対して、火山情報（火山データの定量

的な解析結果の解釈を含む）の活用方法を理解してもらうための普及活動を行う。こ

れら関係機関との有機的な連携を深めることで、より効果的に災害軽減を進めていく。 

 

（３）プロジェクトの運営・進捗管理体制について 

日本側、エクアドル側による、プロジェクト運営に関する調整と進捗管理のためのメ

カニズムの導入を検討する。 
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ここには IG、JICA、専門家が参加する他、国際協力庁（Instituto Ecuatoriano de 

Cooperación Internacional：INECI）、日本大使館などを必要に応じてオブザーバーと

する。 

 

（４）PDM の見直しについて 

プロジェクト期間を延長する場合、延長 R/D の締結時あるいは調査団派遣などの機会

を捉えて PDM を修正し、指標の整理や表現の修正を行うことが望ましい。その際、指標

については、より具体的なものとなるよう検討する。 

 

５－１－２ PDM 改訂 

上記提言の 4 を踏まえ、調査期間中に CP と PDM 改訂に関する協議を行った。現行の PDM

から全体の枠組みに変更はないものの、アウトプット 5 の内容と表現の若干の修正、上位

目標を含めた指標の整理、外部要因の整理を行った。主な変更点は以下の通りである。調

査期間中に IG 側と合意した PDM 改訂案を添付資料の 9に示す。 

 

表 5－1：PDM 改訂（案）における主な変更点 

項目 変更内容 
対象地域 「コトパキシ・トゥングラワ火山噴火の影響を受ける地域」と記載。 
ターゲットグループ 「IGの専門家と技術者及びコトパキシ・トゥングラワ火山地域の防

災関係機関の職員」と記載。 
上位目標の指標 指標を整理。これに伴い指標の入手手段を変更。また、プロジェクト

目標達成から上位目標達成へ到達するための外部条件を整理。 
アウトプット アウトプット 5を「向上した火山活動レポートと補足情報が防災関係

機関で適切に受領される」と変更。これに伴い指標を変更。 
投入 延長時に追加的に必要になる投入であらかじめ明確になっているも

のを記載。 

 

PDM 改訂案作成にあたっては、プロジェクト目標の表現における「火山監視能力」の定義

について、「火山の動きに関するデータを取得・解析し、これを IG が火山情報レポート及

びその他の追加的情報として関係機関が理解しやすい形でまとめたうえ発信し、関係機関

が火山情報レポート及びその他の追加的情報を適切に受取ること」とすることで、調査団

と IG 側で合意した。 

これを踏まえ、アウトプットについて、これまでの PDM では、アウトプット 5は、「地球

物理研究所が発信する火山情報が防災関係機関に理解され効率的に利用される」となって

いたが、IG が発信する火山情報を関係機関が効率的に利用することは、上記「火山監視能

力」の範囲を越えると考えた。ただし、IG が発信する火山活動レポートその他補足的な情

報が関係機関が理解しやすいようにまとめられ、また関係機関がそれを確実に受取るとこ

ろまでは、「火山監視能力」の一環であると考え、表 5-1 の表現に改めることで調査団と IG

で合意した。これに伴い、アウトプット 5の指標と活動を変更した。 

上位目標については、火山が噴火した際の関係機関の火山防災軽減能力を見るための指

標として、「指標 1-1：トゥングラワ・コトパキシ火山の危機的状況における適切な対応策

のガイドラインが関係機関の間で策定される」「指標 1-2：防災関係機関がガイドラインに
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基づいた対応をとれる」、「指標 1-3：住民が火山の潜在的リスクに対する意識を持ち適切な

行動をとれる」とした。これらの指標はいずれもプロジェクト目標である「火山監視能力

の向上」だけからは達成できないものであるため、プロジェクト目標達成から上位目標達

成への外部条件として、「防災関係機関が IG から発信する火山レポート・情報を活用する、

防災関係機関が火山の潜在的リスクに対する住民の意識を高めるための活動を行う」を加

え、プロジェクトの枠外で、防災関係機関が独自にこれらの活動を行うことを想定してい

る。なお、指標 1-1 の「ガイドライン」とは、必ずしも「ガイドライン」の名の下に明文

化されたものでなくても、関係者で合意された火山噴火時の対応に関する手順及びそれに

関連する文書等をさすこととした。その他これまでの PDM にあった上位目標に対する指標

を再検討し、整理した。 

PDM 改訂案については、調査団派遣終了後にさらに関係者で検討を加え、延長分の R/D 協

議の際に関係者の合意の下、確定することとなった。 

 

５－２ 教訓 

本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用されると考えられる教訓は以下の

通りである。 

・ 機材供与が大きな役割を果たすプロジェクトにおいては、機材の準備は時間をかけ

て慎重に行うべきである。可能であればプロジェクト開始前に機材のための調査団

や専門家を派遣することも一案である。機材仕様書の作成は、当該機材の専門性を

持つ者が行う。また、機材設置に付随する土地取得及び無線に関する機器や周波数

使用許可の手続き等は、設置作業を円滑に進める重要な要素であり、また国によっ

て事情が異なるため、入念な調査及びフォローが望ましい。 

・ 自然現象を対象とするプロジェクトでは、緊急性を要する場合もあり、入札から納

入・設置までの機材に関する手続きの効率化・時間の短縮が望まれる。 

・ 防災に関するプロジェクトでは、プロジェクト期間中に災害の被害を受ける可能性

も考慮し、スペアパーツに関しては柔軟な対応をする。 
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SCHEDULE  : 

Date Schedule 
Accommod

ations 

1 5-Nov-06 Sun 
Consultant Team (Ms Tanaka and Ms. Yoshikawa ) 
1710 Tokyo – 1350 Houston (CO006)  
1600 Houston – 2215 Quito (CO 653) 

Quito 

2 6-Nov-06 Mon 

0900 Meeting with Mr. Hanada  (Re-Confirming schedule etc. ) 
 花田企画調査員と本調査にかかるスケジュール等の確認 

1000 Courtesy call to and meeting with Instituto Geofisco (IG) 
 地球物理研究所表敬、打合せ  

1500 Courtesy call to the President of National Polytechnic University and meeting with 
Instituto Geofisco (IG) 

 国立理工科大学学長表敬、地球物理研究所打合せ 

Dr. Kumagai 
1710 Tokyo – 1350 Houston (CO006)  
1600 Houston – 2215 Quito (CO 653) 

Quito 

3 7-Nov-06 Tue 

1000 Courtesy call to INECI 
 国際協力庁表敬 

1100 Courtesy call to Embassy of Japan 
 大使館表敬 

1300 Departure Quito 
    キト発、移動 

1600 Conference of Volcanoes 
    火山会議出席 

Quito 

4 8-Nov-06 Wed 
 Meeting with related organizations concerned with disasters  

関係機関の聞き取り（セバージョス市長、ペニペ市長、カサ・コトパキシ） 
Quito 

5 9-Nov-06 Thu 
Meeting with IG and related organizations concerned with disasters  

IG 及び関係機関の聞き取り（市民防災局） 

Quito 

6 10-Nov-06 Fri 
 Interview with related organizations in Chimborazo and Tungurahua and site survey 
(Guadalupe)  

関係機関の聞き取り（チンボラソ、トゥングラワ）及びサイト調査（ガダルーペ観測所） 
Banos 

7 11-Nov-06 Sat 
Site survey (Loma Grande) 
   サイト調査（ロマグランデ中継点） 

Quito 

8 12-Nov-06 Sun 
Document analysis 

資料整理 
Quito 

9 13-Nov-06 Mon 
 Interview with IG  

IG からの聞き取り 

Quito 

10 14-Nov-06 Tue 
 Interview with IG  

IG からの聞き取り 

Quito 

11 15-Nov-06 Wed 

1030 Interview with Toyota Tsusho  
   豊田通商からの聞き取り 

Making draft evaluation report  
評価レポート草案作成 

Quito 

12 16-Nov-06 Thu 

Making draft evaluation report  
評価レポート草案作成 

Collecting additional information 
追加情報収集 

Quito 

13 17-Nov-06 Fri    -Ditto- Quito 
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14 18-Nov-06 Sat 

Analyzing information and materials, evaluating project and making draft report 
評価分析及び評価レポート（ミニッツ添付資料となる）草案作成 

Drafting Minutes of Meetings 
 ミニッツドラフト 

Starting to translate from Japanese into Spanish 
 通訳打合せ（スペイン語訳開始） 
 
Mr. Mimura 
  1425 San Salvador – 1810 Panama City 
 1955 Panama City – 2145 Quito 
Mr. Fujiwara 

0540 NY - 1340 Quito (LR661) 
 
Team Meetings 

Quito 

15 19-Nov-06 Sun 
Site visiting to Volcano 
Data Analysis and making report 

Quito 

16 20-Nov-06 Mon 

0845 Hotel Hilton Colon発 0900 JICA事務所 
1000  Courtesy call to INECI 
    国際協力庁表敬 

1100 Courtesy call to National Polytechnic University, Instituto Geofisico (IG) 
    理工科大学学長、地球物理研究所表敬 
1400 Meeting with Instituto Geofisco (IG) 
 地球物理研究所ミニッツ作成作業  

Quito 

17 21-Nov-06 Tue 

Meeting with Joint Evaluation Committee (IG) to discuss the indicators of outputs, project 
purpose, and etc. for evaluation of the project from the view of efficiency, effectiveness, 
impact, relevance, and sustainability. 
 評価５項目の観点から、プロジェクト内容について IG と協議 

Quito 

18 22-Nov-06 Wed -Ditto- Quito 

19 23-Nov-06 Thu 

AM: Submission of draft final of Minutes of Meetings to IG and INECI 
 ミニッツ草案を IG と INECI に提出 

PM: Discussion with IG about PDM for the next phase 
 PDM の修正について IG と協議 

Quito 

20 24-Nov-06 Fri 
1000 Signing on Minutes of Meetings ミニッツ署名 

1600 Report to ODA task force at EOJ ODA タスクフォース（大使館）報告 

1900 Participation for IG banquet at the suburbs of Quito IG 所長宅での夕食会 

Quito 

21 25-Nov-06 Sat 

Mr. Mimura and Ms. Tanaka 
1130 Quito – 1830 Los Angeles (AV 048) 

*Ms. Yoshikawa 
 2030 Quito (LP 581) Leaving for Chili via Peru （別件のため移動） 
The Other members 
 Site survey of Volcano observatory in cooperation with IG 

(Quito) 

22 26-Nov-06 Sun 

Mr. Mimura and consultant team 
1135 Los Angeles – 1625+1day Tokyo (NH 005)  

*Mr. Fujiwara 
0720 Quito (CO654) Leaving for Tajikistan via Houston, USA （別件のため移動） 

(Quito) 

23 27-Nov-06 Mon 

Official Team and Ms. Tanaka 
1635 Tokyo (NH 005) 

 
Kumagai Expert 
 Technical Transfer Activities 

(Quito) 

24 28-Nov-06 Tue 
Kumagai Expert 
 Technical Transfer Activities 

(Quito) 

25 29-Nov-06 Wed 
Kumagai Expert 
2311 Quito – 0712 Atlanta (DL195) 

 

26 30-Nov-06 Thu 
Kumagai Expert 
1000 Atlanta – 1425+1day Tokyo (DL055)  

 

27 1-Dec-06 Fri 
Kumagai Expert 
1425 Tokyo (DL055) 
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添付資料 2：面会者リスト 

 

国際協力庁 

Carlos Jativa Naranjo  長官 

花田眞人  JICA 援助調整専門家 

 

国立理工科大学 

Alfonso Espinosa Ramon 学長 

 

国立理工科大学付属地球物理研究所 

Hugo Yepes  所長 

Alexandra Alvarado 地震学部門チーフ 

Patricia Mothes  火山学者 

Monica Segovia  国内ネットワーク責任者 

Pablo Palacios  地震学担当 

Mayla Vaca  技術部門責任者 

Santiago Arrais  技術部門 

María Cristina Ramos フィールドエンジニア 

Jorge Bustillo  中継点技師 

 

市民防災局 

Aníbal Salazar  市民防災局技術部長 

Marco Rivera  市民防災局火山部門責任者 

Oswald Navas Ramos コトパキシ市民防災局コーディネーター 

Mauro Rodríguez   トゥングラワ市民防災局コーディネーター 

Marcelo Espinel  トゥングラワ県バーニョス市民防災局コーディネーター 

 

自治体 

Jessy Tovar de Naranjo  ラタクンガ市助役 

Bayardo Constante Espinoza トゥングラワ県セバージョス市長 

Juan Salazar  チンボラソ県ペニペ市長 

Carlos Antonio Puente チンボラソ県知事 

 

カサ・コトパキシ 

Ximena Jijón  市民安全保障ゾーンチーフ 

Miguel Arias  コトパキシ火山防災プロモーター 
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Franklin Espin  市民安全保障プロモーター 

Marcelo Campana  カサ・コトパキシ・コーディネーター 

Adriana de Villota  コミュニティ代表 

Liconaudo Meneses コミュニティ代表 

Elsa Cevallos  市民リーダー 

Fabiola Villaviceneio 市民リーダー 

Blanca S. de Vuia  市民リーダー 

Maria Maldoroda  コトパキシプロジェクトプロモーター 

 

豊田通商エクアドル 

María Paulina Tin Tin Marketing Assistant 

 

日本大使館 

Shigehiro Takeuchi  公使 

 

JICA 事務所（JOCV 事務所） 

山口三郎  所長（11 月 15 日～） 

加藤進   所長 

森内華奈子  Secretary 
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エクアドル国で実施された 

日本の技術協力「火山監視能力向上計画プロジェクト」に関する 

日本側終了時評価調査団とエクアドル国関係機関との協議議事録 

 

  

 

 独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」という）が組織した三村悟を団長とする終了時評価調査

団（以下「調査団」という）は、火山監視能力強化プロジェクト（以下「プロジェクト」という）の

進捗を確認・評価し、残る協力期間の協力方針について意見を交わす目的で、2006 年 11 月 5 日から

11 月 25 日までエクアドル共和国（以下「エクアドル」という）において調査を行った。 

 

 調査期間中、調査団は、上記プロジェクトの有効な実施のために両国関係者がとるべき必要な措置

についてエクアドル国側関係者（以下「エクアドル関係者」という）と意見を交換し、一連の協議を

行った。 

協議の結果、調査団とエクアドル関係者は、付属文書に記載する諸事項について合意した。 

  

キト, 2006 年 11 月 24 日 

 

 

Mr. MIMURA Satoru 
Leader, Project Terminal Evaluation Team 
Japan International Cooperation Agency 
JAPAN 

 Ing. Alfonso ESPINOSA 
President                                   
National Polytechnic University, 
Republic of Ecuador 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
                       witnessed by 

 M.Sc. Hugo YEPES A 
Director, 
Geophysical Institute/Department of Geophysics, 
National Polytechnic University, 
Republic of Ecuador 
 
 
 
 
 

   
 Emb. Carlos JATIVA  

Executive Director, 
Ecuadorian Institute of International Cooperation,
Ministry of Foreign Affaires, 
Republic of Ecuador 
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ATTACHMENT 
１．プロジェクトの評価結果 

プロジェクト目標である火山監視能力の強化は進んでいるが、外部条件などの要因により、プロジェクトの実施プ

ロセスにおいて、遅延が生じていることが明らかになった。そのため、火山観測機器を完全に設置すること、観測デ

ータの解析技術にかかる技術移転などについては、今後も継続した協力が必要であり、当初予定していた期間内

ではプロジェクト目標の達成が困難である。 
  

２．期間の延長 
上記の評価結果から、プロジェクト目標を期間内に達成することは困難であると考えられる。しかし、プロジェクト

期間を延長すれば、目標を完全に達成できると思われるところ、プロジェクト実施期間の 2 年間延長が妥当であるこ

とで双方合意した。なお、プロジェクトの延長は、JICA 本部の承認後、エクアドル側と日本側により締結されるプロジ

ェクト延長のための R/D により効力を発揮するものとする。 
 
３．今後のプロジェクト運営方針 

上記のプロジェクト延長が決定した場合、次の措置を検討する。 
(1) 火山噴火の影響を受けた機材の復旧 

1) 既存の機材設置地点とは異なるサイトを含めて、適切な機材設置場所を検討する。 

2) 破損した機材の修復、もしくは交換を行う。 

(2) 無線通信の通信状況の改善 

1) 観測データの通信・伝達経路（中継地点の場所）を改めて確認する。 

2) データ伝送時に混線の生じない周波数帯を明らかにする。 

3) データ伝送に必要な機材計画を立て、次の作業を行う。 

a) 周波数帯の使用許可を関係機関に申請する。 

b) 上記周波数帯の許可取得後、機材調達及び設置を行う。 

(3) 技術移転の実施 

上記の機材に関係する状況を改善させると共に、データの解析にかかる技術移転を行う。 

(4) 防災関係機関との連携の強化 

火山災害対応に責任を持つ国家防災局や自治体に対して、本プロジェクトの成果である火山レポート（火山デ

ータの定量的な解析結果）の活用方法を理解してもらうための普及活動を行う。これら関係機関との有機的な連

携を深めることで、より効果的に災害軽減を進めていく。 
 
４．プロジェクトの運営、進捗管理について 

日本側、エクアドル側による、プロジェクト運営に関する調整と進捗管理のためのメカニズムの導入を検討する。 
ここには IG、JICA、専門家が参加する他、INECI、日本大使館などを必要に応じてオブザーバーとする。 
 

５. PDM の見直しについて 

プロジェクト期間を延長する場合、延長 R/D の締結時あるいは調査団派遣などの機会を捉えて PDM を修正し、

指標の整理や表現の修正を行うことが望ましい。 
 

６．終了時評価について 
上記 2 年間のプロジェクト延長した場合、終了の半年前に再度終了時評価を行う。 
 

 
以上 
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第１章 評価調査の概要 

1-1 終了時評価調査の背景 

エクアドル共和国では、火山災害の軽減が重要な課題の一つであり、2002 年 7 月、エクア

ドル国政府から日本政府に対し、火山性地震分析に関する機材供与と技術指導（専門家派遣、

研修員受入）の要請がなされた。これを受けて、2004 年 5 月、独立行政法人国際協力機構（以

下 JICA）は、国立理工科大学地球物理研究所（以下 IG）をカウンターパートとして「火山

監視能力強化プロジェクト（以下プロジェクト）」を開始した。 

2007 年 4 月 30 日にプロジェクトが終了するにあたり、JICA では、これまでの実績を確認

し残るプロジェクト期間の対応を協議するため、2006 年 11 月 5 日から 11 月 25 日にわたり、

三村悟国際協力機構地球環境部第三グループ（水資源・防災）防災チーム長を団長とする終

了時評価調査団を派遣した。 

 

1-2 終了時評価の目的 

終了時評価の目的は以下の通りである。 

1) PDM 及び活動計画に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、成果達成度、プロジ

ェクト目標達成の見込みを確認する（投入：人材・資材等プロジェクトに対し外部から

来るあらゆるものを指す）。 

2) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、プロジ

ェクトの評価を行う。 

3) プロジェクト終了時までの対応方針等について提言を行うとともに、類似の技術協力案

件への教訓を抽出する。 

 

1-3 終了時評価メンバー 

本終了時評価団のメンバーは以下の通りである。 

日本側： 

終了時評価調査団 

 三村悟（総括）    国際協力機構地球環境部第三グループ（水資源・防災） 

  防災チーム長 

 藤原真吾（協力企画）   国際協力機構地球環境部第三グループ（水資源・防災） 

  防災チーム 

田中恵理香（評価分析） グローバルリンクマネージメント社会開発部研究員 

吉川敦子（通訳）   財団法人日本国際協力センター 

プロジェクト専門家 

熊谷博之  防災科学技術研究所地震研究部主任研究員 

 

エクアドル側： 
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 Emb. Carlos Jativa Naranjo 国際協力庁長官 

 Ing. Alfonso Espinosa Ramon 国立理工科大学学長 

 Ing. Hugo Yepes    国立理工科大学地球物理研究所所長 

 

1-4 対象プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は以下の通りである。詳細は別添 1 の PDM を参照。 

 

上位目標： 

  エクアドルにおける火山災害軽減能力が向上する。 

 

プロジェクト目標： 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山における火山監視能力が向上する。 

 

アウトプット： 

 アウトプット 1 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波データを含む火山活

動に関するデータがリアルタイムで取得できるよう地球物理研究所の能力が改善

する。 

 アウトプット 2 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波のデータを含む火山

活動データが適正に処理、蓄積されるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

  アウトプット 3 

   地球物理研究所の噴火活動に関連する火山活動の解析能力が高まる。 

  アウトプット 4 

   解析結果が適切に火山活動レポートに反映される。 

  アウトプット 5 

   地球物理研究所が発信する火山情報が防災関係機関に理解され効率的に利用され 

   る。 

 

第 2 章 評価の方法 

2-1 評価の手法 

本評価調査は、JICA のプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management: 

PCM）の評価手法を用いて実施した。PCM を用いた評価は、①プロジェクトの諸要素を論

理的に配置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）に基

づいた評価のデザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」

「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の 5 つの評価の観点（評価 5 項目）から
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の収集データの分析、④分析結果からの提言・教訓の導出、という流れからなっている。 

調査にあたっては、プロジェクト専門家、機材設置技師、エクアドル側カウンターパート

及び関連機関担当者に対する質問票によるサーベイとインタビューを行った。また、プロジ

ェクトで設置した施設の視察を行った。 

 

2-2 評価基準 

本評価調査における評価 5 項目の定義は次の通りである。 

 

妥当性 評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうかを、

エクアドル政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合性の観点

から検討する。 
有効性 プロジェクト目標の達成の度合い、及びアウトプットがプロジェクト目標の

達成度にどの程度結びついているかを検討する。 
効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量の

観点から妥当であったかどうかを分析する。 
インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、当

初予期しなかった効果も含め検討する。 
自立発展性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続される

か、あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、制度

的（政策的）側面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの自立発展性

の見込みを考察する。 

 

第 3 章 プロジェクト実績 

3-1 投入実績 

日本側、エクアドル側は、R/D 及び PDM に基づき、以下の投入を行った。 

 

日本側 

(1) 専門家派遣 

地震解析、地震観測、観測網構築の分野で日本人専門家を派遣した。詳細は別添2の通り。

R/D で予定されていた火山防災の専門家は、観測網構築終了後派遣することになっていたた

め、観測点設置の遅れにより、終了時評価時点では派遣されていない。 

 

(2) カウンターパート研修 

地球物理研究所の 2 名を対象にカウンターパート研修を実施した。詳細は別添 3 の通り。 

 

(3) 機材供与・技師派遣 

観測用機材、車両等総額 181,985,000 円の機材供与を行った。詳細は別添 4 の通り。また、

機材設置に伴う技師派遣費用を負担した。 
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(4) 現地業務費 

日本人専門家の活動に必要な経費の一部を支出した。なお、日本人専門家派遣、カウンタ

ーパート研修、機材供与・技師派遣を含め、本プロジェクトに支出した費用の合計は別添 5 の

通り。 

 

エクアドル側 

(1) カウンターパート 

プロジェクト・ディレクターのほか、25 名のカウンターパートを配置した。うち、火山学・地震学

担当 10 名、機材担当 15 名である。詳細は別添 6 の通り。 

 

(2) ローカルコスト 

IG のスペースをプロジェクト活動のために改装した。観測点・中継点の設置に必要な土地を

購入し、観測点・中継点の設置に必要な人件費及び車両・馬・ラバを提供した。その他プロジ

ェクトのために負担した費用の合計は 138,605.94 ドルに上る。詳細は別添 5 の通り。 

 

3-2 活動の実績 

PDM 及び活動計画（Plan of Operation：PO）に基づき活動を実施したことが確認された。終了

時評価時点で、予定より遅れて実施された活動、予定通りに完了していない活動、さらに継続し

て支援が必要な活動がいくつかある。 

 

活動 1-1：観測機材を設置する。 

2006 年 7 月に、コトパキシ火山については 5 点すべての観測点の設置が完了した。トゥン

グラワ火山については、予定していた 5 点のうち 3 点の観測点を設置したあと、同年７月

14 日の噴火により 3 点のうち 2 点が影響を受けたため、IG が復旧を行った。この 2 点は、

8 月 16 日に発生した噴火で一部破損した。その後新たにエクアドル側で 1 点の観測点を

設置した。 

活動 1-2：観測機材を適正に維持する。 

IG だけで適切な維持管理をほぼ行っている。しかしながら、使用した無線機材の一部が

適切でなかったため、コトパキシ火山の 1 点からは、無線データの継続的受信ができない

ことがある。トゥングラワ火山でも、同じ理由により、現在稼働中の 2 点で同様の問題が起

こっている。噴火による影響を受けた 2 点では、機材が一部破損したあと、データ取得が

できるように修復されていない。 

活動 1-3：観測機材を適正に操作する。 

予定通り実施された。 

活動 2-1：長周期地震波を含むデータ処理が可能なソフトを開発する。 

予定より遅れて実施中である。 
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活動 2-2：データ処理ソフトを運用する訓練を行う。 

予定より遅れて実施中である。 

活動 2-3：処理されたデータの集計、蓄積を行う。 

予定より遅れて実施中である。 

活動 3-1：データ解析の訓練を行う。 

予定より遅れて実施中である。 

活動 3-2：データ解析に基づき火山活動の解釈をする。 

予定より遅れて実施中である。 

活動 4-1：火山活動レポートの改善点を明らかにする。 

研究所の既存のデータに基づいて火山活動レポートの改善点を明らかにした。 

活動 4-2：火山活動レポートを改善する。 

実施中である。 

活動 5-1：火山活動レポートを受信する防災関係機関に対して理解促進を目的とした研修を 

行う。 

既存のデータとともにプロジェクトで設置した機材により取得した新しい観測データについ

て、IG が関係機関に対して研修を行っている。全体工程が遅れたため、プロジェクト成果

を待って行う予定であった火山防災の日本人専門家による活動は実施できていない。 

活動 5-2：火山災害軽減の改善点を明らかにする。 

機材設置の遅れにより、プロジェクトの観測データを使って具体的に改善点を明らかにす

るには至っていない。 

 

3-3 アウトプットの実績 

アウトプットの実績は以下の通りである。 

 

アウトプット 1：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期地震波データを含む火

山活動に関するデータがリアルタイムで取得できるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

指標 1-1：長周期地震波データを含む火山活動に関するデータが地球物理研究所においてリ

アルタイムで取得されている。 

エクアドル側カウンターパートが観測点設置に必要となる技術を取得し、エクアドル側の

みで観測点の設置が可能になった。カウンターパートはリアルタイムデータ受信システム

の取扱いを習得し、観測のトラブルに迅速に対応できるようになった。コトパキシ火山の 5

点の観測点のうち 4 点については、ほぼデータの欠落なくリアルタイムで IG でデータを取

得している。1 点については通信障害による無線データ受信の途切れにより、データの欠

落が平日の日中に発生する。トゥングラワ火山から来る信号については、2006 年 8 月 17

日の噴火の影響による機材の破損や設置の遅れのため、2 箇所のみでデータ受信を行

っているが、無線データ受信の途切れにより、データの欠落が平日の日中にしばしば発
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生する。 

 

アウトプット 2：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山については長周期地震波のデータを含む火山

活動データが適正に処理、蓄積されるよう地球物理研究所の能力が改善する。 

指標 2-1：収集されたデータが連続的に受け取られているかどうか系統的に監視され、地震

波の到来方向が決定される。 

コトパキシ・トゥングラワ火山とも、取得されているデータについては、データ受信サーバと

波形表示用 PC に導入されている波形表示システムを用いて波形モニタリングが行われ

ている。コトパキシ火山については、自動処理による震源決定が行われている。トゥングラ

ワは観測点数が少ないため取得データのみでは震源決定はできないが、既存短周期地

震計のデータを用いて震源決定が行われている。 

指標 2-2：連続データが活用可能な形で蓄積され地震の波形データがデータベース化される。 

コトパキシ・トゥングラワ火山とも、取得されているデータについて、連続データ

は系統的に保存されている。イベントデータについては、データベース化のための

システムが構築されつつある。 

 

アウトプット 3：地球物理研究所の噴火活動に関連する火山活動の解析能力が高まる。 

指標 3-1：長周期地震波や関連事象の解析についてより高度な定量解析が可能な研究員が 2

人育成される。2 人の指導の下長周期地震波の解析が可能となる研究員が 2 人育成される。 

地球物理研究所の研究員2名の解析能力が向上した。現在は両名とも個人的事情により

研究所から離れているが、両名から指導を受けた 2 名と、さらにこの 2 名から指導を受け

た１名が、ほぼ支障なく火山活動の基本的な解析を行っている。なお、本プロジェクトに

関連する成果として、別添７の通りの論文・学会発表を行っている。 

指標 3-2：その他の観測データの解析能力が高まる。 

定量的な地震波形解析手法の能力が高まり、コトパキシ・トゥングラワ火山のマグ

マシステムの理解が向上した。 

 

アウトプット 4：解析結果が適切に火山活動レポートに反映される。 

指標 4 ：長周期地震波を含む解析結果が火山活動レポートに記載されている。 

火山活動レポートは、短周期地震計によって取得されたデータに基づいた解析結果を記

載している。さらに、プロジェクトで設置された機材を活用して得られた一部の解析結果が

徐々に記載されるようになっている。 

 

アウトプット 5：地球物理研究所が発信する火山情報が防災関係機関に理解され効率的に利

用される。 

指標 5 ：改善した火山活動レポートを防災関係機関が理解している。 
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IG からの火山活動レポートは定期的に防災局や自治体等の関係機関に発信され、これ

ら関係機関から、時宜を得た明確な情報であると高く評価されている。活動の遅れから、

長周期地震波を含むデータの解析結果は、火山活動レポートに十分に反映されていな

い。そのため、こうした情報については、まだ防災関係機関が十分に活用するに至ってい

ない。 

 

3-4 実施プロセス 

プロジェクトでは、所期の成果を挙げつつあるものの、全体的な進捗は、当初の予定より若干遅

れ気味である。 

その要因として、プロジェクト活動を進めるにあたって必要な機材の納入・設置に時間がかかった

ことが挙げられる。これには複数の理由がある。まず、日本側では、供与機材の仕様の決定が遅れ

たことから、必要な手続きに順次遅れをきたし、機材の納入が遅れた。エクアドル側では、土地取得

手続きや無線周波数使用許可の手続き等、機材設置の準備に時間を要した。また、機材納入後に

も、現地のストによる交通止めや悪天候により設置が遅れた。設置中に、無線機器に不具合がある

こと及び仕様が適切でないことが判明したため、ファームウェアを変更し、また、一部のアンテナを

交換した。2006 年 7 月から 8 月にかけてのトゥングラワ火山の噴火により、2 箇所の観測点において

機材の一部が破損したほか、噴火により現場に近づけないため設置を行っていない観測点が 1 箇

所あり、観測点を移す可能性を検討している。その他、無線の通信断によりデータの取得が継続的

に行われないことがあり、プロジェクトの進捗に支障をきたしている。 

以上のような理由により、観測点の設置が遅れたこと、また機能していない観測点があることから、

当初の予定どおりには、データの取得・解析が十分には進んでいないが、IG の既存のデータを利

用するなどして活動を進め、ある程度の成果を挙げてきた。 

プロジェクト実施にあたっては、適宜 PDMを参照し、概ね計画に基づいた適切な運営を行ってき

たと言える。課題としては、日本側とエクアドル側で、プロジェクトの進捗・成果を確認して共有する

システムを明確化し改善することが挙げられる。外部条件に関しては、トゥングラワ火山の大規模な

噴火の発生が特筆すべきことであるが、これは機材の破損や観測点の設置の遅れなどの影響を及

ぼした反面、実際の噴火によるデータの取得・解析を行い関係機関に報告し適切な対応を実践す

る機会ともなった。また、IG の担当者 2 名が離職したが、この 2 名から指導を受けた研究員が中心と

なってほぼ業務を遂行できるようになっており、離職した 2 名は必要に応じ海外から支援を行ってい

る。なお、PDM の改訂は行っていない。 

日本側・エクアドル側とも、高いイニシアティブを持ってプロジェクトを遂行した。また、日本側専

門家とエクアドル側カウンターパートのコミュニケーションは、良好であった。日本から機材設置のた

めに派遣した一部技師は、主として言語の問題によりコミュニケーションに困難をきたす場合があっ

たが、双方で図を用いたりカウンターパート側で自習するなどの努力を行った結果、カウンターパー

トは機材設置・動作に必要な技術をほぼ吸収した。 
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3-5 プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標であるコトパキシ・トゥングラワ火山における火山監視能力の向上に関

しては一定の成果をあげつつあるものの、主として機材設置の遅れにより活動が遅れていた

ため、当初期待していた火山監視能力を達成するためには、さらに若干の時間が必要である。 

本プロジェクトで設置した観測網が機能しており、データがリアルタイムで取得され解析

されている結果、IG の火山情報レポートが、プロジェクト開始当初に比べより正確な内容

となり関係機関にタイムリーに発信されている。特に 2006 年 7 月と 8 月に起こったトゥン

グラワ火山の噴火の際には、プロジェクトで設置した機材によりリアルタイムに正確なデー

タが取得でき、適切な解析が行われ、IG から関係防災機関やマスコミに対して的確な情報

がタイムリーに発信された。 

ただし、十分な火山監視能力の向上にはまだ課題が残されている。噴火活動が続いている

ため、トゥングラワ火山に設置予定の 5 観測点のうち 1 観測点が未設置であり、2 観測点の

機材が一部破損したため、現在プロジェクトにおいては 2 観測点のみで観測を行っている状

況である。また、無線の通信断が発生しており、IG における観測データのリアルタイム監

視の障害となっている。観測点が予定より少ないことと通信断により、当初めざしていた質

の高いデータの取得が十分にできていない。データ取得が予定通りできている観測点におい

ても、機材設置が遅れたことによりデータの取得開始が遅れた。このため、IG において新

しい機材によるデータを使っての観測の経験が十分にできておらず、適切な解析システムの

改善・適用が遅れていること、プロジェクトの観測網により取得したデータを用いて関係機

関に発信する情報を十分に改善することが遅れていること、などが見られる。 

 

3-6 上位目標の達成の見込み 

現時点では、当初の計画より進捗が遅れているものの、上記プロジェクト目標の達成にお

いて課題となっている点が解決され、その後の進捗が順調であれば、上位目標が達成される

見込みは高い。 

すでに IG のカウンターパートは火山監視に必要な知識・技術を十分に習得しており、今

後プロジェクトの観測網により取得されたデータを用いて経験を積めば、IG の火山監視能

力はプロジェクトで対象としたコトパキシ、トゥングラワ火山以外でも、エクアドル全体の

火山監視に適用できるものになると予想される。また、IG と防災局、自治体等火山防災に

関わる機関は、日々緊密な情報交換を行い良好な協力関係を築いており、IG から発信され

る火山情報がこれら防災機関で適切に活用され火山災害軽減能力が向上する見込みは高い。 

実際に、2006 年 7 月から 8 月にかけてのトゥングラワ火山の噴火における IG 及び地元の

関係機関の対応は、上位目標達成の見込みが高いことを示している。7 月 14 日の噴火は、観

測地点の機材の設置作業中に起こったが、すでにプロジェクトで設置した機材が効果を発揮

し、IG の職員が火砕流発生に伴うシグナルをとらえることができた。この経験を活かし、8

月 16 日から 17 日に大規模な噴火が起きた際に、IG は噴火活動の前兆現象をとらえ 2 度に
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わたり現地の関係機関に警戒警報を発出し、2 回目の警戒警報により、危険地域の住民のほ

ぼ全員を避難させることができた。避難勧告に従わなかった住民 6 名が死亡したが、関係機

関では、IG による正確な情報把握とこれに基づく避難勧告がなければ、数百名から数千名

の死者が出ていた可能性があると見積もっている。この事実は、IG の火山監視能力の向上

と関係機関の協力により火山災害軽減に貢献できたことを示すものである。 

一方で、前述した通り、プロジェクト目標である火山監視能力の向上が当初期待していた

水準に達していないため、IG の監視能力をより確固たるものにし、関係防災機関との関係

をより緊密にしていくことにより、火山災害を軽減することが必要である。さらに本プロジ

ェクトで得られた成果をエクアドルの他の火山にも適用していくことが求められている。 

 

第 4 章 評価 5 項目に基づく評価結果 

4-1 妥当性 

エクアドル国のニーズと政策、及び日本の対エクアドル国 ODA 政策に照らし、妥当性は

高い。 

エクアドル国において、火山災害は、エルニーニョに伴う気象災害、地震、洪水、土砂崩

れと並んで自然災害の中でも大きな脅威となっている。火山災害においては、被害の前に必

要なアクションをとれるようにするリスクマネージメントの強化が課題であり、リスクマネ

ージメントで重要な鍵となる火山監視能力の向上をプロジェクト目標とした本プロジェク

トは妥当性が高いと言える。コトパキシ火山、トゥングラワ火山は、エクアドルの数多い火

山の中でも現在最も災害リスクの高い火山である。特にトゥングラワ火山では最近実際に大

規模な噴火が起こったこと、コトパキシ火山は、過去の記録によれば現在噴火の起きる周期

にあたっていることで、これら 2 つの火山を対象に選んだことの妥当性は、明らかである。 

エクアドル国における 2003 年から 2007 年においての国家開発計画では、冒頭に掲げられ

た 6 つの基本方針のひとつが「国民の安全、治安、司法の保障、食糧保障および環境保全」

となっており、このなかに火山の脅威に関することも含めた自然災害防災が含まれている。

この基本方針に基づく「活動方針 3」の中で、環境保全に対する政策として「さまざまな災

害（自然災害、人災、技術災害）の防止」が挙げられている。自然災害防止に関し明確に規

定した政策・法律は現在のところまだ整備されていないものの、前記国家開発計画の「活動

方針 3」の中で、活動として「全国、地方および地域レベルでの災害防止・緩和計画の策定

と導入」が挙げられており、自然災害の防止を重視している姿勢が窺われる。 

日本の対エクアドル国 ODA 政策における重点分野は、2005 年 7 月の政策協議により「貧

困対策」「環境保全」「防災」の 3 点となっており、「防災」においては、「自然災害に対する

脆弱性の緩和」となっている。火山防災は日本の対エクアドル国 ODA 政策と合致している。 

 

4-2 有効性 

実施した活動に対しては十分なアウトプットが達成されており、コトパキシ火山、トゥングラワ火山
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における火山監視能力の向上が見られる。しかしながら、遅れている活動があるため、十分な監視

能力の向上には至っていない。 

観測機材の導入により、コトパキシ、トゥングラワ火山について以前の地震計では測定できなかっ

たデータが IG においてリアルタイムで取得できるようになり、このデータを含む適切な火山情報を

関係機関に 24 時間体制で発信できるようになっている。IG からの情報に対しては、関係機関も以

前より信頼性が高まったと評価している。ただし、トゥングラワ火山では、観測点の設置が全て終わ

っておらず、また噴火による破損で機能していない観測点があることから、プロジェクト開始前よりは

データの質が上がったものの、的確にマグマの動きを理解するに至る科学的解析を行うだけの十

分なデータがとれていない。また、機材の設置が遅れていることで、IG のカウンターパートは、JICA

が供与した機材を使ってデータを解析する訓練が十分にできておらず、プロジェクトの観測データ

を使って総合的に判断できる能力をさらに高めることが課題となっている。解析した結果を関係機

関が効率的に活用することについては、トゥングラワ火山噴火の際には、IG 及び関連機関の尽力

により、適切に対応できたと評価される。しかしながら、観測点設置の遅れにより、プロジェクトの観

測データの解析結果を使って関係機関に対して行う研修はまだ実施しておらず、今後緊急事態に

対応したより総合的な火山監視能力を向上させていくためには、火山活動レポートの改善や関係

機関に対する活動を行っていく必要がある。 

5 つのアウトプットは、いずれも火山監視に必要なものであり、プロジェクト目標である火山監視能

力向上に貢献するものである。 

外部条件を受けたこととして、トゥングラワ火山の噴火により、観測点の設置が遅れたこと、また機

材の一部が破損したことが挙げられる。またプロジェクトの初期に技術移転を受けたカウンターパー

ト 2 名が IG を離職したが、この 2 名の指導を受けた IG の職員の努力により、当初めざしていたアウ

トプットを達成しつつある。 

 

4-3 効率性 

予定していた投入が計画より遅れたこと、火山の噴火による機材の破損があったこと等により、終

了時評価時点では、効率性にはやや課題を残すものの、実行された投入は概ね有効に活用され

ている。 

派遣された日本人専門家は、高い専門性を持つ適切な人材であり、期待されていた技術移転を

行った。機材設置の技師に関しては、派遣時期に関し IG の通常業務との調整ができれば、より効

果的な活動ができたと考えられる。また、設置にあたってカウンターパートとのより効果的なコミュニ

ケーションを図る具体的な方策を講じていれば望ましかったと思料される。 

日本で研修を実施した IG のカウンターパート 2 名がいずれも研修終了後に IG を離職し、観測

点の設置後に活動できなくなったことは、当人のやむをえない事情ではあったにせよ、投入の効率

性という点では残念なことであった。しかしながら、この 2 名は、研修により十分な知識・技術を習得

し、IG の他の職員に技術指導を行っており、また指導を受けた職員らが努力したこともあって、カウ

ンターパート研修の成果は IG 内で引き継がれていると判断される。 
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供与機材は、火山監視能力の向上に不可欠なものであり、機材の投入により従来より技術的に

高度な観測点・中継点が設置され、以前にはできなかった情報把握・解析ができるようになった。例

えば、トゥングラワ火山噴火における際の前兆となった地震と空振は、プロジェクトの供与機材によ

って正確に記録され、現地及び日本の専門家によって解析され、大規模な噴火の予測をすること

ができた。後述する通り、一部の機材は適切でなく、また噴火で破損したが、それ以外の機材は、

概ね適切に活用され、火山監視に貢献していると言える。機材の維持管理も良好で、問題があった

際には IG の機材担当者が適切に対応している。破損した機材は、噴火で被害を受けるまで正常に

機能しており、避難警報の発出に貢献した。 

ただし、機材供与に関しては、いくつかの問題点が指摘されている。まず、諸手続きの遅れにより

投入のタイミングが遅れたことが、プロジェクト全体の効率的な実施に影響を与えた。また、機材の

一部が現地の事情に合わなかった。例えば、テレメーターについては、用いた周波数帯での通信

が過密であったため、設置場所によっては電波の相互干渉によりデータ受信に支障をきたしている。

さらに、プロジェクトでコントロールできない外部条件ではあるが、トゥングラワ火山の噴火により、設

置した機材の一部が破損し、現在使用不能になっている。地上に出ていたアンテナ、モデム等が

被害を受けた（地中に埋まっていた地震計等高価なものは無事であった）。被害を受けた観測点に

ついては、今後も火砕流・土石流の影響を受ける可能性があるので、設置場所を再検討し、破損し

た機材を交換すれば、再び機能するものと推測されている。 

エクアドル側の投入では、適切な専門性を持つ十分な数のカウンターパートを配置したことが、

プロジェクトのアウトプット達成に貢献した。また、事務管理部門の職員もプロジェクトを支援した。中

継点・観測点の設置にあたり、エクアドル側が負担した技能労働者や荷役は、迅速・適切な設置に

効果的であった。 

 

4-4 インパクト 

先に 3-6 で述べた通り、トゥングラワ火山噴火の際に犠牲者の数を最小限に抑えた IG 及び関係

機関の対応から見ても、上位目標達成の見込みは高い。プロジェクトでは、コトパキシ、トゥングラワ

の 2 火山の観測網を設置したにとどまるが、この 2 火山に関する活動により IG の火山監視能力は

向上しており、プロジェクトで習得した解析能力は他の火山にも応用できるものであり、エクアドル全

体の火山に関する監視能力の向上が期待できる。火山災害の軽減は監視能力の向上だけでは実

現できないが、IG と関係機関は長年にわたり良好な協力関係を築いており、自治体や各地域の防

災局同士の間でも情報交換を行っていることから、プロジェクトのアウトプットはエクアドル国の他地

域にも波及していくものと考えられる。将来的なインパクトの発現には、プロジェクトで発信する情報

を関係機関がより適切に理解すること、関係機関がそれぞれ防災に対する措置を強化していくこと

が鍵となる。 

予期されなかった正のインパクトとしては、IG からの火山情報の質が高まったことで、IG 全体の

組織としての信頼性が高まったこと、トゥングラワ火山噴火の際の情報発信を通じ、関係者の間で火

山に対する関心や理解が深まったことが挙げられる。また、日本とエクアドル国の協力が一般の
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人々に知られるようになった。負のインパクトは、特に認められない。 

 

4-5 自立発展性 

自立発展性は概ね高いと判断されるが、活動が遅れていたことから、自立発展性を十分に高め

るには、今後さらなる対応をとることが効果的であると考えられる。 

技術的自立発展性に関しては、現時点で IG は持続可能な十分な能力を有していると判断され

る。トゥングラワ火山の 1 点の観測点は IG 側だけで設置を完了し、通常のデータ取得・解析につい

ても IG の職員のみでほぼ滞りなく遂行しており、プロジェクト終了後も概ね業務を実施できるものと

思料される。ただし、機材の納入・設置の遅れにより、プロジェクトの観測網により取得されたデータ

を使って情報を解析する時間が十分にとれなかったため、IG の職員の総合的な解析能力をさらに

高めていく必要がある。また、技術的持続性を高めるためのシステムを構築するには至っていない。

例えば、ルーティン業務の中で自動的にデータを取り込み解析結果を出せるようなシステムを構築

できれば、技術的自立発展性が高まると考えられる。技術的自立発展性においては、IG の人材が

現在のそれぞれのポジションにとどまること、監視活動を継続するための機材のスペアパーツが供

給されることが、鍵である。 

制度的自立発展性は概ね高い。エクアドル政府は防災を重要課題と考えている。また、大統領

令において規定された火山防災における IG の位置づけに変化はないと考えられる。今後制度的

自立発展性を阻害する可能性のある要因としては、現在の防災に関する枠組みが変わること、国

及び自治体の防災責任者の一部の防災に対する関与が弱いことである。 

財政的自立発展性も概ね見込める。現在のところ、IG には国家からは十分な予算が配分されて

いないものの、IG では独自に資金調達の仕組みを開発していることから、財政的自立発展性がほ

ぼ見込める。IG の資金調達は、国立理工科大学からの支援、民間企業からの寄付、国際協力、コ

ンサルティング業務による収入などを含むものである。政権交代や大学の組織再編に伴う将来的な

予算削減の可能性は、皆無ではないものの、現在のところ、その可能性は小さいと見られている。 

 

4-6 結論 

実施プロセスについては、機材の納入・設置が遅れ、また火山の噴火により一部機材が破損した

ため、予定されていた活動の一部が完全に実施されていない。アウトプットは達成されつつあるが、

設置された機材を使っての火山監視能力の向上をより進めていく必要がある。プロジェクト目標、

上位目標の達成見込みは高く、トゥングラワ火山噴火の際の対応は高く評価されるが、実施

プロセスが遅れたため、プロジェクトで導入された機材により取得された観測データを使っ

ての活動がまだ十分にできていない。プロジェクトの効果を持続性あるものにするためには、

予定されていた火山の観測網を完成させ、それによって得られた観測データを使ったデータ

処理・解析の技術を高めることで、さらに IG の火山監視能力を強化し、また、それを防災

局や自治体等関係機関に発信する情報の質に反映させ、これら機関との関係をより緊密にす

る必要がある。 
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第 5 章 提言と教訓 

5-1 提言 

上記の評価結果から、プロジェクト目標を達成するためには、以下の対応を行うことが必

要であると判断される。 

1. 期間の延長 

プロジェクト目標を期間内に達成することは困難であるが、プロジェクト期間を延長す

れば、目標を完全に達成できると思われるところ、プロジェクト実施期間を 2 年間延長す

る。 

 

2. 今後のプロジェクト運営方針 

上記のプロジェクト延長が決定した場合、次の措置を検討する。 

(1) 火山噴火の影響を受けた機材の復旧 

1) 既存の機材設置地点とは異なるサイトを含めて、適切な機材設置場所を検討する。 

2) 破損した機材の修復、もしくは交換を行う。 

(2) 無線通信の通信状況の改善 

1) 観測データの通信・伝達経路（中継地点の場所）を改めて確認する。 

2) データ伝送時に混線の生じない周波数帯を明らかにする。 

3) データ伝送に必要な機材計画を立て、次の作業を行う。 

a) 周波数帯の使用許可を関係機関に申請する。 

b) 上記周波数帯の許可取得後、機材調達及び設置を行う。 

(3) 技術移転の実施 

上記の機材に関係する状況を改善させると共に、データの解析にかかる技術移転を行う。

特に、データの取得から処理、関係機関への情報発信までの一連の作業のルーティン化等

が、火山監視能力を向上させる上で効果的と考えられる。 

(4) 防災関係機関との連携の強化 

災害対応に責任を持つ国家防災局や自治体に対して、火山情報（火山データの定量的な

解析結果の解釈を含む）の活用方法を理解してもらうための普及活動を行う。これら関係

機関との有機的な連携を深めることで、より効果的に災害軽減を進めていく。 

 

3. プロジェクトの運営、進捗管理について 

日本側、エクアドル側による、プロジェクト運営に関する調整と進捗管理のためのメカ

ニズムの導入を検討する。 

ここには IG、JICA、専門家が参加する他、INECI、日本大使館などを必要に応じてオブ

ザーバーとする。 
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4. PDM の見直しについて 

プロジェクト期間を延長する場合、延長 R/D の締結時あるいは調査団派遣などの機会を

捉えて PDM を修正し、指標の整理や表現の修正を行うことが望ましい。その際、指標に

ついては、より具体的なものとなるよう検討する。 

 

5-2 教訓 

本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用されると考えられる教訓は以下の通りであ

る。 

・ 機材供与が大きな役割を果たすプロジェクトにおいては、機材の準備は時間をかけて慎

重に行うべきである。可能であればプロジェクト開始前に機材のための調査団や専門家を

派遣することも一案である。機材仕様書の作成は、当該機材の専門性を持つ者が行う。ま

た、機材設置に付随する土地取得及び無線に関する機器や周波数使用許可の手続き等

は、設置作業を円滑に進める重要な要素であり、また国によって事情が異なるため、入念

な調査及びフォローが望ましい。 

・ 自然現象を対象とするプロジェクトでは、緊急性を要する場合もあり、入札から納

入・設置までの機材に関する手続きの効率化・時間の短縮が望まれる。 

・ 防災に関するプロジェクトでは、プロジェクト期間中に災害の被害を受ける可能性

も考慮し、スペアパーツに関しては柔軟な対応をする。 
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氏名 派遣期間 指導科目
熊谷博之 2004.5.24-7.10 地震解析１
熊谷博之 2004.10.18-12.3 地震解析２
熊谷博之 2005.2.21-4.1 地震解析３
熊谷博之 2005.11.16-12.23 観測網構築総括1
宮川幸治 2006.6.19-7.24 地震観測１
熊谷博之 2006.6.19-7.31 観測網構築総括2
山品匡史 2006.6.25-7.31 地震観測２
熊谷博之 2006.11.6-2006.12.1 地震解析4

未派遣 火山防災

別添２：専門家派遣実績
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別添３：CP研修

氏名 研修期間 研修科目
Alexander Garcia-Aristi 2005.1.22-2.11 火山観測及びデータ解析
Indira Molina 2005.7.2-7.30 火山観測及びデータ解析
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別添４：供与機材

機材名
供与数

量
設置数

量
メーカー名 製品名

*
ﾊｰﾄﾞｳｪｱ 2 2 HP ProLiant ML350 G4

UPS：1.5kVA 2 2 APC BR1500

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 GEOTECH SMARTGeoHub（TM） Data Server

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 GEOTECH SMARTGeoViewer（TM）

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 GEOTECH SMARTConfig

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 GEOTECH SMARTSOH State-of-Health

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 GEOTECH SMARTQuake（TM）

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 GEOTECH SeisPlus

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ 2 2 HP Workstation xw6200

UPS：1.5kVA 2 2 APC SUA1000RMI1U

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ 2 2 Logitec LHD-PBA80FU2

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 Red Hat Red Hat Linux 9.0

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 富士通 Parallel Fortran & C Package

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 MathWorks MATLAB, Signal Processing Toolbox

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ 2 2 HP Workstation xw6200

UPS：1.5kVA 2 2 APC SUA1000RMI1U

ｿﾌﾄｳｪｱ 2 2 Red Hat Red Hat Linux 9.0

ﾙｰﾀｰ 1 1 LINKSYS BEFSX41

ｲｰｻﾈｯﾄｹｰﾌﾞﾙ 16 16 コムフォース RJ-45、L10m

ｽｲｯﾁﾝｸﾞﾊﾌﾞ 1 1 LINKSYS SD216

ﾈｯﾄﾜｰｸﾀｲﾑｻｰﾊﾞｰ 1 1 Masterclock NTP100-GPS

ﾓﾉｸﾛﾚｰｻﾞﾌﾟﾘﾝﾀ 1 1 HP LaserJet 5100dtn

ｶﾗｰｲﾝｸｼﾞｪｯﾄﾌﾟﾘﾝﾀ 1 1 HP Business Inkjet 2600dn

ｶﾗｰｲﾝｸｼﾞｪｯﾄﾌﾟﾘﾝﾀ 1 1 HP Business Inkjet 2300n

送受信装置 45 39 CISCO SYSTEMS AIR-BR1310G-A-K9-R

基地局用AC/DCｺﾝﾊﾞｰﾀｰ 2 2 ASTRON LS3A 

ｽｲｯﾁﾝｸﾞﾊﾌﾞ等 6 6 LINKSYS ETX-SH5

屋外ﾕﾆｯﾄ；（防水ｹｰｽ） 23 21 タカチ OPCP306018G

耐雷ｻｰｼﾞ 44 39 HUBER & SUHNER 3402.17K, 73Z0-0-48　Gas Capsule

電源ｹｰﾌﾞﾙ 2 2 コムフォース 同軸 L20m　（基地局用）

電源ｹｰﾌﾞﾙ 43 37 コムフォース 同軸 L20m　（観測点・中継点用）

ｲｰｻﾈｯﾄｹｰﾌﾞﾙ 45 39 コムフォース 同軸 L20m

ｱﾝﾃﾅ装置 45 39 ｸﾘｴｲﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ 2X2427M-SS

ｱﾝﾃﾅｹｰﾌﾞﾙ；同軸ｹｰﾌﾞﾙ 45 39 TIMS MICROWAVES LMR900

ｱﾝﾃﾅｹｰﾌﾞﾙ；同軸ｹｰﾌﾞﾙ 45 39 WIRELESS SOLUTIONS FLEXJUMPER-N0, with NJ-SMAP

ｱﾝﾃﾅﾏｽﾄ（基地局用） 1 1 ｸﾘｴｲﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ CR-30

ｱﾝﾃﾅﾏｽﾄ（中継点用） 12 11 ｸﾘｴｲﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ KT8C-SS

ｱﾝﾃﾅﾏｽﾄ（観測点用） 10 10 ｸﾘｴｲﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ KT6N-SS

避雷装置 23 21 汎用品 避雷突針、支持管、取付金具
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別添４：供与機材

機材名
供与数

量
設置数

量
メーカー名 製品名

*
接地銅棒 23 21 汎用品 φ10～14mm x L1.5m（8本／1式）

接地抵抗低減材 22 21 昭和電線電纜 ﾀﾞｳﾝｱｰｽ（50kg）

ｱｰｽｹｰﾌﾞﾙ（基地局用） 1 1 汎用品 8mmsq、L50m

ｱｰｽｹｰﾌﾞﾙ（観測点・中継点） 22 21 汎用品 8mmsq、L20m

電圧安定装置 1 1 松永製作所 SVC-10000MN-SS

ｻｰｼﾞﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ 1 1 ｻﾝｺｰｼｬ RP-100

絶縁ﾄﾗﾝｽ 1 1 松永製作所 WTC-5K

配電盤 1 1 デンヨー ATS100XRC1

発電機 1 1 デンヨー DCA-6ESX 

ｺﾝﾄﾛｰﾙｹｰﾌﾞﾙ 1 1 コムフォース ｼｰﾙﾄﾞ線、6芯、L45m

電源ｹｰﾌﾞﾙ 1 1 コムフォース 2芯、L150m

電源ｺﾝﾄﾛｰﾗ 23 21 SUNWISE SIGMA

ﾊﾞｯﾃﾘｰ 57 44 ｼﾞｰｴｽﾕｱｻ SEB100

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙ 75 64 SHELL SQ-80-P

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙ設置架台（2枚用） 10 10 ｸﾘｴｲﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ 観測点用、地上設置ﾀｲﾌﾟ

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙ設置架台（4枚用） 10 8 ｸﾘｴｲﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ 中継点用、鉄塔取付ﾀｲﾌﾟ

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙ設置架台（6枚用） 2 2 ｸﾘｴｲﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ 中継点用、鉄塔取付ﾀｲﾌﾟ

電源ｹｰﾌﾞﾙ 22 22 コムフォース ｺﾞﾑｷｬﾌﾟﾀｲﾔｹｰﾌﾞﾙ、2芯、8mm sq、L20m

広帯域地震計 11 10 GURALUP CMG-40T

空振計 ﾏｲｸﾛﾎﾝ 10 10 アコー TYPE 7144

空振計 ｱﾝﾌﾟ 10 10 アコー TYPE 3348

空振計 DC／DCｺﾝﾊﾞｰﾀｰ 10 10 TDK RDM-12-2R5　（DC／DCｺﾝﾊﾞｰﾀｰ）

ﾃﾞｼﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞﾚｺｰﾀﾞｰ 11 10 GEOTECH SMART-24

防水ｹｰｽ 32 31 ダイライト #200

ﾏﾙﾁﾒｰﾀｰ 1 1 フルーク 83-5

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ 1 1 フルーク 199B

ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ 1 1 HP nx7010

工具セット 1 1 ホーザン S-56

ﾊﾝﾃﾞｨGPS 1 1 ガーミン GPS V

車両 1 1 トヨタ Casabaca

機材合計：181,985,000（円）

＊中継点1か所が選定中であるため、供与数量と設置数量に差異のある機材が一部ある。
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日本側
（千円）

項目 2004年度 2005年度 2006年度 合計
CP研修 842 746 2,278 3,866
専門家派遣 5,007 1,658 7,554 14,219
機材供与 177,450 4,535 0 181,985

調査団派遣＊ 9,867 7,262 17,129
現地業務費 97 0 0 97
合計 217,296

エクアドル側
（ドル）

支出金額
57,627.71
21,207.94
1,306.60

985.04

5,500.00
10,789.44
8,498.95

25,000.00
7,690.26

138,605.94

項目
IGスペース改装費
家具類
電気工事

別添５：プロジェクト関係費用

観測点維持費（人件費、車両燃料費、建設

宿泊日当

合計

*　調査団派遣費用には機材設置に伴う技師派遣費用を含む。

電話網敷設費
観測点土地代（２箇所）
観測小屋建設代
関税負担分
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氏名 役職 担当 備考
Hugo Yepes 国立理工科大学地球物理研究所所長 プロジェクト・

ディレクター
Patricio Ramon 地球物理研究所火山学者 全体調整
Patricia Mothes 地球物理研究所火山学者 全体調整
Alexandra Alvarado 地球物理研究所地震学責任者 全体調整
Indira Molina 地球物理研究所 全体調整 2006年8月まで
Alexander Garcia-Aristizabal 地球物理研究所研究員 解析担当 2006年5月まで
Pablo Palacios 地球物理研究所研究員 解析担当
Liliana Troncoso 地球物理研究所国内網担当 解析担当
Monica Sagovia 地球物理研究所火山学者 解析担当
Mayra Vaca 地球物理研究所技術部門責任者 機材担当
Maria Cristina Ramos 地球物理研究所フィールドエンジニア 機材担当
Lorena Gomezjurado フィールド補助員 機材担当
Santiago Arrais フィールドアシスタント 機材担当
Christian Cisneros フィールドアシスタント 機材担当
Eddy Pinajota フィールドアシスタント 機材担当
Freddy Vásconez フィールドアシスタント 機材担当
Pablo Marcillo フィールドアシスタント 機材担当
Andrés Cadena フィールドアシスタント 機材担当
Miryam Paredes フィールド補助員 機材担当
Ethelwoldo Jua フィールドアシスタント 機材担当
Wilson Enríquez 主任教授 機材担当
Carlos Ayol 総務 機材担当
Diego Barba フィールドアシスタント 機材担当
Pablo Cobacango フィールドアシスタント 機材担当
Pablo Palacios フィールドアシスタント 機材担当
Vinicio Cáceres 主任技術者 機材担当

別添６：カウンターパート リスト
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別添７：論文・学会発表一覧 
 
 
１．誌上発表 
 
<<プロジェクトの成果>> 
Molina, I, H. Kumagai, J.-L. Le Pennec, and M. Hall, 2005, Three-dimensional P-wave 

velocity structure of Tungurahua Volcano, Ecuador, Journal of Volcanology and 
Geothermal Research, 147, 144-156. 

 
<<プロジェクトに関連する成果>> 
Molina, I, H. Kumagai and H. Yepes, 2004, Resonances of a volcanic conduit triggered 
by repetitive injections of an ash-laden gas, Geophysical Research Letters, 31, 
L03603, doi:10.1029/2003GL018934. 

 
Nakano, M. and H. Kumagai, 2005, Waveform inversion of volcano-seismic signals 
assuming possible source geometries, Geophysical Research Letters, 32, L12302, 
doi:10.1029/2005GL022666. 

 
 
２．口頭発表 
 
Garcia-Aristizabal, A, H. Kumagai and M. Nakano, 2004, Mecanismo de la fuente de tremor 
volcanico inferidos a partir de la inversion, First Latin American Congress of 
Seismology, 81. 

 
Molina, I, H. Kumagai and H. Yepes, 2004, Resonancias de un conducto volcanico 
disparadas por inyecciones repetitivas de un gas cargado de ceniza, First Latin 
American Congress of Seismology, 83. 

 
Molina, I, H. Kumagai and J. Le Pennec, M. Hall, 2004, Three-dimensional P-wave 
velocity structure of Tungurahua Volcano, Ecuador, IAVCEI General Assebmly 2004, 
s08b_o_10. 

 
Garcia-Aristizabal, A, H. Kumagai and M. Nakano, 2004, Source process of tremor at 
Guagua Pichincha Volcano, Ecuador, inferred from waveform inversion, IAVCEI 
General Assebmly 2004, s08b_o_14. 

 
Molina, I, H. Kumagai and J. Le Pennec, M. Hall, 2004, Three-dimensional P-wave 
velocity structure of Tungurahua Volcano, Ecuador, EOS, transactions, V11B-1427. 

 
Garcia-Aristizabal, A, H. Kumagai and M. Nakano, 2004, Source process of tremor 
inferred from waveform inversion, EOS, transactions, V14B-03. 

 
Molina, I., H. Kumagai and A. Garcia-Aristizabal, M. Nakano, P. Mothes, 2006, Source 
process of very-long-period events accompanying long-period signals at Cotopaxi 
Volcano, Ecuador, Cities on Volcanoes 4. 

 
Garcia-Aristizabal, A, H. Kumagai and P. Samaniego, P. Mothes, H. Yepes, M. Monzier, 
2006, Seismic, petrologic, geodetic analyses of the 1999-2001 dome-forming eruption 
of Guagua Pichincha volcano, Ecuador, Cities on Volcanoes 4. 
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績

の
検

証

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
２
：
長

周
期

地
震

波
の

デ
ー

タ
を
含

む
火

山
活

動
デ
ー
タ
が

適
正

に
処

理
、
蓄

積
さ
れ

る
よ
う
地

球
物

理
研

究
所

の
能

力
が

改
善

す
る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
３
：
地

球
物

理
研

究
所

の
噴

火
活

動
に
関

連
す
る
火

山
活

動
の

解
析

能
力

が
高

ま
る
。
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大
項

目
小

項
目

デ
ー
タ
収

集
方

法
情

報
源

必
要

な
情

報
・
デ
ー
タ

5
項

目
そ
の

他
の

基
準

評
価

設
問

判
断

基
準

・
方

法

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は

達
成

さ
れ

る
か

。
コ
ト
パ

キ
シ
火

山
及

び
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
に
お
け
る
火

山
監

視
能

力
が

向
上

す
る
。

地
球

物
理

学
研

究
所

が
各

防
災

関
係

機
関

に
提

供
す
る
火

山
活

動
レ
ポ
ー
ト
の

質
が

向
上

す
る
。

火
山
活
動
レ
ポ
ー
ト
（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
フ
ァ
ッ
ク
ス
、
e
メ
ー

ル
等

）
火

山
活

動
レ
ポ
ー
ト
（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
フ
ァ
ッ
ク
ス
、
e
メ
ー
ル

等
）
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

上
位

目
標

の
達

成
の

見
込

み
は

あ
る
か

。
１
．
コ
ト
パ
キ
シ
火
山
及
び
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火
山
の

火
山

活
動

に
変

化
が

発
見

さ
れ

た
際

、
よ
り
適

切
な
対

応
策

が
取

ら
れ

る
。

１
．
防
災
局
の
行
動
記
録
、
報
道
記
事
や
番
組

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
関
係
機
関
担
当
者
、
専
門
家

文
献
レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

２
．
早
期
警
戒
シ
ス
テ
ム
が
改
善
さ
れ
る
。

２
．
防
災
局
や
地
方
自
治
体
の
災
害
軽
減
計
画

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
関
係
機
関
担
当
者
、
専
門
家

文
献
レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

３
．
地
球
物
理
研
究
所
に
よ
る
火
山
活
動
監
視

体
制

が
一

層
強

化
さ
れ

る
。

３
．
地
球
物
理
研
究
所
の
概
要
レ
ポ
ー
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
専
門
家

文
献
レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

４
．
州
開
発
計
画
に
火
山
災
害
予
防
の
概
念
が

取
り
入

れ
ら
れ

る
４
．
州
開
発
計
画

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
関
係
機
関
担
当
者
、
専
門
家

文
献
レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

活
動

の
進

捗
状

況
は

予
定

通
り
か

。
活

動
は

予
定

通
り
行

わ
れ

た
か

。
各

活
動

の
進

捗
状

況
、
詳

細
活

動
の

修
正

状
況

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、

C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

活
動

の
進

捗
に
影

響
を
与

え
た
要

因
は

何
か

。
各

活
動

の
進

捗
状

況
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

実
施

・
運

営
体

制
は

適
切

か
。

実
施

・
運

営
体

制
の

実
際

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、

C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

仕
組

み
は

適
切

か
。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
方

法
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

P
D
M
の

修
正

は
適

切
に
行

わ
れ

た
か

。
P

D
M
の

修
正

状
況

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、

C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

外
部

条
件

の
変

化
に
応

じ
た
対

応
は

行
わ

れ
た
か

。
外

部
条

件
の

変
化

に
応

じ
た
対

応
の

経
験

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、

C
P
、
関
連
機
関
担
当
者
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

J
IC
A
本

部
・
在

外
事

務
所

は
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
機

能
を
適

切
に
果

た
し
た
か

。
J
IC
A
本

部
・
在

外
事

務
所

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ

の
関

わ
り

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
専
門
家
、
在
外
事
務
所
担
当
、

本
部
担
当

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門

家
と
C
P
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は

円
滑

に
行

わ
れ

た
か

。
専

門
家

と
C

P
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
方

法
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C

P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

問
題

が
生

じ
た
際

に
適

切
な
解

決
方

法
が

と
ら
れ

た
か

。
問

題
解

決
プ
ロ
セ
ス

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、

C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

C
P
の

イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
は

高
い
か

。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対

す
る
C
P
の

認
識

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、

C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

地
球

物
理

研
究

所
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対

し
ど
の

よ
う
な
関

わ
り
方

を
し
た
か

。
関

係
者

の
認

識
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、

C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
際

し
十

分
な
予

算
配

分
を
行

っ
て
い
る
か

。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
際

し
て
の

相
手

国
側

（
地

球
物

理
研

究
所

）
の

予
算

措
置

実
績

・
予

定
関

係
機

関
の

予
算

に
関

す
る
文

書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C

P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
際

し
適

切
な
人

員
配

置
を
行

っ
て
い
る
か

。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
際

し
て
の

相
手

国
側

の
人

員
配

置
実

績
・
予

定
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、

C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

実
施

プ
ロ
セ
ス

の
検

証
専

門
家

と
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト
と
の

関
係

は
適

切
か

。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は

適
切

に
実

施
さ
れ

て
い
る
か

。

エ
ク
ア
ド
ル
に
お
け
る
火
山
災
害
軽
減
能

力
が

向
上

す
る
。

相
手

国
実

施
機

関
の

オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
は

高
い

か
。
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大
項

目
小

項
目

1.
妥

当
性

1.
1 
エ
ク
ア
ド
ル

国
の

開
発

計
画

に
照

ら
し
た
上

位
目

標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

政
府
の
開
発
計
画
と
の
比
較

エ
ク
ア
ド
ル
国
に
お
け
る
開
発
計
画
、
防
災
計
画

エ
ク
ア
ド
ル
国
政
府
開
発
計
画
、
防
災
計
画

文
献
レ
ビ
ュ
ー

1.
2 
エ
ク
ア
ド
ル

国
の

ニ
ー
ズ
に
照

ら
し
た
上

位
目

標
と

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

エ
ク
ア
ド
ル
国
の
ニ
ー
ズ
と
の
比
較
、

エ
ク
ア
ド
ル
国
に
お
け
る
防
災
対
策
・

火
山

災
害

予
防

の
位

置
づ
け
の

確
認

エ
ク
ア
ド
ル
国
に
お
け
る
防
災
対
策
・
火
山
災
害
予
防
の

実
態

に
関

す
る
文

書
・
統

計
エ
ク
ア
ド
ル
国
政
府
開
発
計
画
、
防
災
計
画
、
C
P
、

専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

1.
3 
日

本
の

Ｏ
Ｄ
Ａ
政

策
に
照

ら
し
た
上

位
目

標
と
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

日
本
の
対
エ
ク
ア
ド
ル
Ｏ
Ｄ
Ａ
政
策
と

の
比

較
日

本
の

対
エ
ク
ア
ド
ル

Ｏ
Ｄ
Ａ
方

針
外

務
省

、
Ｊ
ＩＣ

Ａ
資

料
文

献
レ
ビ
ュ
ー

2.
 有

効
性

2.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

達
成

度
実

績
の

検
証

結
果

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
に
関

す
る
実

績
火

山
活

動
に
関

す
る
レ
ポ
ー
ト
・
記

録
、
地

球
物

理
研

究
所

及
び
関

連
機

関
の

記
録

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、

2.
2 
各

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達

成
と
の

関
連

性

P
D
M
上

の
ロ
ジ
ッ
ク

P
D
M
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
記

録
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

2.
3 
活

動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

関
係

の
適

切
性

・
論

理
性

P
D
M
上

の
ロ
ジ
ッ
ク

P
D
M
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
記

録
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

2.
4 
外

部
条

件
の

影
響

外
部

条
件

の
状

況
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進

捗
を
妨

げ
る
事

例
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3.
  効

率
性

専
門

家
派

遣
実

績
（
派

遣
時

期
、
専

門
分

野
、
人

数
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

資
機

材
の

供
与

実
績

（
供

与
時

期
、
仕

様
、
数

量
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト
研

修
実

績
(時

期
、
専
門
性
、
人
数

 )
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

ロ
ー
カ
ル

コ
ス
ト
支

援
実

績
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
専
門
家

文
献
レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

Ｃ
Ｐ
の

配
置

実
績

（
時

期
、
専

門
性

、
人

数
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運

営
費

負
担

実
績

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

資
機

材
の

提
供

実
績

（
土

地
、
施

設
、
資

機
材

）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

人
的

投
入

（
専

門
家

、
Ｃ
Ｐ
）
の

活
用

状
況

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

施
設

、
資

機
材

の
活

用
状

況
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

予
算

の
活

用
状

況
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3.
4 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運

営
管

理
体

制
合

同
調

整
委

員
会

の
活

動
プ
ロ
セ
ス
と
機

能
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3.
5 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の

達
成

度
実

績
の

検
証

結
果

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
に
関

す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

実
績

地
球

物
理

研
究

所
及

び
関

連
機

関
の

記
録

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3.
6 
外

部
条

件
の

影
響

外
部

条
件

の
状

況
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進

捗
を
妨

げ
た
事

例
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
関

連
機

関
担

当
者

、
専

門
文

献
レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

4.
  イ

ン
パ

ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
の

効
果

は
あ

る
か

。
4.

1 
上

位
目

標
達

成
の

見
込

み
実

績
の

検
証

結
果

上
位

目
標

の
指

標
達

成
の

見
込

み
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

4.
2 
上

位
目

標
の

達
成

に
対

す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

貢

献
度

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
と
上

位
目

標
の

関
係
、
関
係
者
の
認

識
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
関
係
機
関
担
当
者
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

4.
3 
予

期
し
な
か

っ
た
正

の
イ
ン
パ

ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
間

接
的

効
果

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

4.
4 
予

期
し
な
か

っ
た
負

の
イ
ン
パ

ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
間

接
的

影
響

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

外
部

条
件

の
影

響
を
受

け
た

か
。

4.
5 
外

部
条

件
の

影
響

外
部

条
件

の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
績

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
C
P
、
専

門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

5.
1 
制

度
的

（
政

策
的

）
側

面
政

府
の

方
針

と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

関
連

防
災

に
関

す
る
エ
ク
ア
ド
ル

国
の

政
策

エ
ク
ア
ド
ル

国
の

防
災

政
策

に
関

す
る
文

書
Ｃ
Ｐ
、
関
連
機
関
担
当
者
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

5.
2 
財

政
的

側
面

関
連

機
関

の
財

政
状

況
地

球
物

理
研

究
所

の
財

政
状

況
、
今
後
の
政
府
の
人

員
配

置
計

画
及

び
そ
の

他
の

支
援

計
画

地
球
物
理
研
究
所
等
関
連
機
関
の
政
策
・
予
算
に

関
す
る
文
書

Ｃ
Ｐ
、
関
連
機
関
担
当
者
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

5.
3 
技

術
的

側
面

技
術

移
転

と
活

用
の

状
況

、
普

及
の

仕
組

み
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

、
Ｃ
Ｐ
、
専

門
家

、
ド
ナ
ー

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

自
立

発
展

性
に
関

す
る
貢

献
要

因
・
阻

害
要

因
は

何
か

。
5.

4 
貢

献
要

因
・
阻

害
要

因
こ
れ

ま
で
の

貢
献

要
因

・
阻

害
要

因
の

状
況

地
球

物
理

研
究

所
及

び
関

連
機

関
の

記
録

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
C
P
、
専
門
家

文
献

レ
ビ
ュ
ー
、
ア
ン
ケ
ー
ト
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は

十
分

達
成

さ
れ

て
い
る
か

評
価

グ
リ
ッ
ド
：
エ
ク
ア
ド
ル

国
火

山
監

視
能

力
強

化
計

画
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

エ
ク
ア
ド
ル
国
側
投
入
の
規
模
、
時

期
、
コ
ス
ト
、
便

益
の

適
切

性

日
本

側
投

入
の

規
模

、
時

期
、
コ
ス

ト
、
便

益
の

適
切

性

5
項

目
そ
の

他
の

基
準

判
断

基
準

・
方

法
必

要
な
デ
ー
タ

情
報

源
評

価
設

問

上
位

目
標

と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は

日
本

と
相

手
国

の
政

策
及

び
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル

ー
プ
の

ニ
ー
ズ

と
整

合
し
て
い
る
か

。

投
入

は
ど
の

よ
う
に
活

用
さ
れ

管
理

さ
れ

た
か

。

3.
1 
日

本
側

投
入

の
適

切
性

3.
2 
エ
ク
ア
ド
ル

国
側

投
入

の
適

切
性

3.
3 
投

入
の

活
用

度

デ
ー
タ
収

集
方

法

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

実
施

に
よ
り
、
期

待
さ
れ

る
効

果
が

得
ら
れ

て
い
る

か
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

有
効

で
あ

る
か

。

5.
  自

立
発

展
性

予
期

し
な
い
イ
ン
パ

ク
ト
が

見
ら

れ
た
か

。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

便
益

は
今

後
も

持
続

す
る
か

。

投
入

の
規

模
、
時

期
、
コ
ス
ト
、

効
果

は
適

切
で
あ
っ
た
か

。

添付資料４





大
項

目
小

項
目

エ
ク
ア
ド
ル

側

C
P
と
ス
タ
ッ
フ
の

配
置

資
機

材
の

提
供

ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト

日
本

側

専
門

家
派

遣

資
機

材
の

供
与

カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト
研

修

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関

係
費

用
支
援

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
１
：
コ
ト
パ

キ
シ
火

山
及

び
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ

火
山

に
お
い
て
長

周
期

地
震

波
デ
ー
タ
を
含

む
火
山

活
動

に
関

す
る
デ
ー
タ
が

リ
ア
ル

タ
イ
ム
で
取

得
で
き

る
よ
う
地

球
物

理
研

究
所

の
能

力
が

改
善

す
る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
４
：
解

析
結

果
が

適
切

に
火

山
活

動
レ

ポ
ー
ト
に
反

映
さ
れ

る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
５
：
地

球
物

理
研

究
所

が
発

信
す
る
火

山
情

報
が

防
災

関
係

機
関

に
理

解
さ
れ

効
率

的
に
利

用
さ
れ

る
。

中
継

点
・
観

測
点

設
置

の
た
め
の

土
地

購
入

、
技

能
労

働
者

・
荷

役
、
車

両
・
馬
・
ラ
バ

2
名

。
火

山
観

測
及

び
デ
ー
タ
解

析
。

専
門

家
派

遣
に
伴

う
現

地
業

務
費

。
機

材
設

置
の

技
師

。
専

門
家

派
遣

、
機
材
供
与
、
C
P
研
修
を
含
む
計
2
1
7
,2
9
6
千
円
。

延
べ
８
名
。
地
震
解
析
、
地
震
観
測
、
観
測
網
構
築
。

観
測

用
機

材
、
車

両
。
計

1
8
1
,9
8
5
千

円
。

結
果

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
、
C
P
2
3
名

（
解

析
担

当
、
機

材
担

当
）
、
事

務
管

理
職

員

執
務

室
の

改
装

評
価

グ
リ
ッ
ド
（
結

果
）
：
エ
ク
ア
ド
ル

国
火

山
監

視
能

力
強

化
計

画
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

5
項

目
そ
の

他
の

基
準

投
入

の
実

績
は

予
定

通
り

か
。

評
価

設
問

実
績

の
検

証

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は

達
成

さ
れ

て
い
る
か

。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
２
：
コ
ト
パ

キ
シ
火

山
及

び
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ

火
山

に
つ
い
て
長

周
期

地
震

波
の

デ
ー
タ
を
含

む
火

山
活

動
デ
ー
タ
が

適
正

に
処

理
、
蓄

積
さ
れ

る
よ
う
地

球
物

理
研

究
所

の
能

力
が

改
善

す
る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
３
：
地

球
物
理

研
究

所
の

噴
火

活
動

に
関

連
す
る
火

山
活

動
の

解
析

能
力

が
高

ま
る
。

指
標

1
-
1
：
長

周
期

地
震

波
デ
ー
タ
を
含

む
火

山
活

動
に
関

す
る
デ
ー
タ
が

地
球

物
理

研
究

所
に
お
い
て
リ
ア
ル

タ
イ
ム
で
取

得
さ
れ

て
い
る
。

エ
ク
ア
ド
ル
側
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
が
観
測
点
設
置
に
必
要
と
な
る
技
術
を
取
得
し
、
エ
ク
ア
ド
ル
側
の
み
で
観
測
点
の
設
置
が
可
能
に
な
っ
た
。
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
は

リ
ア
ル

タ
イ
ム
デ
ー
タ
受

信
シ

ス
テ
ム
の

取
扱

い
を
習

得
し
、
観

測
の

ト
ラ
ブ
ル

に
迅

速
に
対

応
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
コ
ト
パ

キ
シ
火

山
の

5
点

の
観

測
点

の
う
ち
４
点

に
つ
い
て
は

、
ほ

ぼ
デ
ー
タ
の

欠
落

な
く
リ
ア
ル

タ
イ
ム
で

デ
ー
タ
を
取

得
し
て
い
る
。
1
点

に
つ
い
て
は
、
通

信
の

過
密

に
よ
る
無

線
デ
ー
タ
受

信
の

途
切

れ
に
よ
り
、
デ
ー
タ
の

欠
落

が
平

日
の

日
中

に
し
ば
し
ば

発
生

す
る
。
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火
山
で
は
、
噴
火

の
影

響
に
よ
る
機

材
の

破
損

や
設

置
の

遅
れ

の
た
め
、
2
箇

所
の

み
で
デ
ー
タ
受

信
を
行

っ
て
い
る
が
、
無

線
デ
ー
タ
受

信
の

途
切

れ
に
よ
り
、
デ
ー
タ
の

欠
落

が
平

日
の
日
中
に
し
ば
し
ば
発
生
す

る
。

指
標

2
-
1
：
収

集
さ
れ

た
デ
ー
タ
が

連
続

的
に
受

け
取

ら
れ

て
い
る
か

ど
う
か

系
統

的
に
監

視
さ
れ

、
地

震
波

の
到

来
方

向
が

決
定

さ
れ

る
。

コ
ト
パ

キ
シ
・
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
と
も
、
取

得
さ
れ

て
い
る
デ
ー
タ
に
つ
い
て
は

、
デ
ー
タ
受

信
サ

ー
バ

と
波

形
表

示
用

P
C
に
導

入
さ
れ

て
い
る
波

形
表

示
シ
ス
テ
ム
を
用

い
て
波

形
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が

行
わ

れ
て
い
る
。
コ
ト
パ

キ
シ
火

山
に
つ
い
て
は

、
自

動
処

理
に
よ
る
震

源
決

定
が

行
わ

れ
て
い
る
。
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
は

観
測

点
数

が
少

な
い
た
め
取

得
デ
ー
タ
の

み
で
は
震
源
決
定
は
で
き
な
い

が
、
既

存
短

周
期

地
震

計
の

デ
ー
タ
を
用

い
て
震

源
決

定
が

行
わ

れ
て
い
る
。

指
標

2
-
2
：
連

続
デ
ー
タ
が

活
用

可
能

な
形

で
蓄

積
さ
れ

地
震

の
波

形
デ
ー
タ
が

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
さ
れ
る
。

コ
ト
パ

キ
シ
・
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
と
も
、
取

得
さ
れ

て
い
る
デ
ー
タ
に
つ
い
て
、
連

続
デ
ー
タ
は

系
統

的
に
保

存
さ
れ

て
い
る
。
イ
ベ
ン
ト
デ
ー
タ
に
つ
い
て
は

、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化

の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
が

構
築

さ
れ

つ
つ
あ
る
。

指
標

3
-
1
：
長

周
期

地
震

波
や

関
連

事
象

の
解

析
に
つ
い
て
よ
り
高

度
な
定
量
解
析
が
可
能
な
研
究
員
が
２
人
育
成
さ
れ
る
。
２
人
の
指
導
の
下
長
周
期
地
震
波
の

解
析
が
可
能
と
な
る
研
究
員
が

２
人
育
成
さ
れ
る
。

地
球

物
理

研
究

所
の

研
究

員
2
名

の
解

析
能

力
が

向
上

し
た
。
地

震
解

析
に
必
要
な
物
理
・
数
学
の
基
本
的
能
力
が
向
上
し

先
端
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
解
析
手
法
を
理
解

し
、
自
分
た
ち
で
使
え
る
よ

う
に
な
っ
た
。
現

在
は

両
名

と
も
個

人
的

事
情

に
よ
り
研

究
所

か
ら
離

れ
て
い
る
が
、
両
名
か
ら
指
導
を
受
け
た
2
名
と
、
さ
ら
に
こ
の
２
名
か
ら
指
導
を
受
け
た
１
名
が
、
ほ
ぼ
支
障
な
く
火
山
活
動
の

解
析

を
行

っ
て
い
る
。

指
標

3
-
2
：
そ
の

他
の

観
測

デ
ー
タ
の

解
析

能
力

が
高

ま
る

定
量

的
な
地

震
波

形
解

析
手

法
の

能
力

が
高

ま
り
、
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
及

び
コ
ト
パ

キ
シ
火

山
の

マ
グ
マ
シ
ス
テ
ム
の

理
解

が
向

上
し
た
。
以

前
は

行
っ
て
い
な
か

っ
た
ト
モ
グ
ラ
フ
ィ
ー
、
イ
ン
バ

ー
ジ
ョ

ン
を
活

用
し
た
解

析
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
で
き
る
能

力
が

身
に
つ
い
た
。
コ
ト
パ

キ
シ
・
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
と
も
、
IG
に
よ
る
震

源
決

定
に
新

し
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
い
れ

た
と
こ
ろ
、
震

源
決

定
の

精
度

が
格

段
に
高

ま
っ
た
。

指
標

4
：
長

周
期

地
震

波
を
含

む
解

析
結

果
が

火
山

活
動

レ
ポ
ー
ト
に
反

映
さ
れ

て
い
る
。

火
山
活
動
レ
ポ
ー
ト
の
改
善
に
よ
り
、
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火
山
の
地
震
の
震
源
決
定
結
果
は
火
山
レ
ポ
ー
ト
に
定
期
的
に
報
告
さ
れ
て
い
る
。
機
材
の
設
置
が
遅
れ
た
た
め
、
観

測
し
た
デ
ー
タ
を
も
と
に

し
た
レ
ポ
ー
ト
の

改
善

に
つ
い
て
は

、
今

後
さ
ら
に
進

め
て
い
く
必

要
が

あ
る
。

指
標

5
：
改

善
し
た
火

山
活

動
レ
ポ
ー
ト
を
防

災
関

係
機

関
が

理
解

し
て
い
る
。

IG
か

ら
の

火
山

活
動

レ
ポ
ー
ト
は

定
期

的
に
防

災
局

や
自

治
体

等
の

関
係

機
関

に
発

信
さ
れ

、
こ
れ

ら
関

係
機

関
か

ら
、
時

宜
を
得

た
明

確
な
情

報
で
あ
る
と
高

く
評
価
さ
れ
て
い
る
。
2
0
0
6
年
7
月

か
ら
8
月

に
か

け
て
の
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
の

噴
火

活
動

で
は

、
今

回
設

置
し
た
広

帯
域

地
震

計
と
空

振
計

の
デ
ー
タ
が

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
大
き
く
貢

献
す
る
と
と
も
に
、
マ
ス
コ
ミ
や
防
災
機
関
へ
の
情

報
発

信
に
大

き
く
活

用
さ
れ

た
。
活

動
の

遅
れ

か
ら
、
長

周
期

地
震

波
を
含

む
デ
ー
タ
の

解
析

結
果

は
、
火

山
活

動
レ
ポ
ー
ト
に
十

分
に
反

映
さ
れ

て
い
な
い
。
そ
の

た
め
、
こ
う
し
た
情
報
に
つ
い
て

は
、
ま
だ
防

災
関

係
機

関
が

十
分

に
活

用
す
る
に
至

っ
て
い
な
い
。

添付資料５



大
項

目
小

項
目

結
果

5
項

目
そ
の

他
の

基
準

評
価

設
問

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は

達
成

さ
れ

る
か

。
コ
ト
パ

キ
シ
火

山
及

び
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
に
お
け
る
火

山
監

視
能

力
が

向
上

す
る
。

活
動

の
進

捗
状

況
は

予
定

通
り
か

。
活

動
は

予
定

通
り
行

わ
れ

た
か

。

活
動

の
進

捗
に
影

響
を
与

え
た
要

因
は

何
か

。

実
施

・
運

営
体

制
は

適
切
か

。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

仕
組

み
は

適
切

か
。

P
D
M
の

修
正

は
適

切
に
行

わ
れ

た
か

。

外
部

条
件

の
変

化
に
応

じ
た
対

応
は

行
わ

れ
た
か

。

J
IC
A
本

部
・
在

外
事

務
所

は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
機

能
を
適

切
に
果

た
し
た
か

。

専
門

家
と
C
P
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は

円
滑

に
行

わ
れ

た
か

。

問
題

が
生

じ
た
際

に
適

切
な
解

決
方

法
が

と
ら
れ

た
か

。

C
P
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
は
高
い
か
。

地
球

物
理

研
究

所
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対

し
ど
の

よ
う

な
関

わ
り
方

を
し
た
か

。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
際

し
十

分
な
予

算
配

分
を
行

っ
て
い
る
か

。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
際

し
適

切
な
人

員
配

置
を
行

っ
て
い
る
か

。

上
位

目
標

の
達

成
の

見
込

み
は

あ
る
か

。

実
施

プ
ロ
セ
ス
の

検
証

専
門

家
と
カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト
と
の

関
係

は
適

切
か

。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は

適
切

に
実

施
さ
れ

て
い
る
か

。

相
手

国
実

施
機

関
の

オ
ー

ナ
ー
シ
ッ
プ
は

高
い
か

。

エ
ク
ア
ド
ル
に
お
け
る
火
山
災
害
軽
減
能
力
が
向
上

す
る
。

全
体

的
な
進

捗
は

、
当

初
の

予
定

よ
り
若

干
遅

れ
気

味
で
あ
る
。

機
材
の
納
入
・
設
置
の
遅
れ
が
主
な
要
因
。
具
体
的
に
は
、
日
本
側
で
入
札
図
書
の
作
成
等
手
続
き
に
時
間
が
か
か
っ
た
こ
と
、
エ
ク
ア
ド
ル
側
で
土
地
取
得
、
無
線

周
波
数
使
用
許
可
の
手
続
き

等
の

遅
れ

が
あ
っ
た
こ
と
、
現

地
ス
ト
や

悪
天

候
に
よ
る
設

置
の

遅
れ

、
無

線
機

器
の

不
具

合
や

不
適

切
な
仕

様
、
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
噴

火
に
よ
り
機

材
が

破
損

し
ま
た
設
置
で
き
な
い
観
測
点
が
あ
る

こ
と
、
等
。

現
時

点
で
は

、
当

初
よ
り
進

捗
が

遅
れ

て
い
る
も
の

の
、
課

題
と
な
っ
て
い
る
点

が
解

決
さ
れ

、
そ
の

後
の

進
捗

が
順

調
で
あ
れ

ば
、
上

位
目

標
が

達
成

さ
れ

る
見

込
み
は
高
い
。

す
で
に
IG
の

C
P
は

火
山

監
視

に
必

要
な
知

識
・
技

術
を
十

分
に
習

得
し
て
お
り
、
今

後
実

際
に
観

測
さ
れ

た
デ
ー
タ
を
用

い
て
さ
ら
に
経

験
を
積

め
ば

、
IG
の

火
山
監
視
能
力
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
対

象
と
し
た
コ
ト
パ

キ
シ
、
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
以

外
で
も
、
エ
ク
ア
ド
ル

全
体

の
火

山
監

視
に
適

用
で
き
る
も
の

に
な
る
と
予

想
さ
れ

る
。
ま
た
、
IG
と
防

災
局

、
自
治
体
等
火
山
防
災
に
関
わ
る
機
関

は
、
日

々
緊

密
な
情

報
交

換
を
行

い
良

好
な
協

力
関

係
を
築

い
て
お
り
、
IG
か

ら
発

信
さ
れ

る
火

山
情

報
が

こ
れ

ら
防

災
機

関
で
適

切
に
活

用
さ
れ

火
山

災
害

軽
減

能
力

が
向

上
す
る
見

込
み

は
高

い
。

実
際

に
、
7
月

か
ら
8
月

に
か

け
て
の

ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
の

噴
火

に
お
け
る
IG
及

び
関

係
機

関
の

対
応

は
、
上

位
目

標
達

成
の

見
込

み
が

高
い
こ
と
を
示

し
て
い
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
で
あ
る
コ
ト
パ
キ
シ
火
山
・
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火
山
に
お
け
る
火
山
監
視
能
力
の
向
上
に
関
し
て
は
一
定
の
成
果
を
あ
げ
つ
つ
あ
る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
設
置
し
た
観
測
網
が
機
能
し

て
お
り
、
デ
ー
タ
が

リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
取

得
さ
れ

解
析

さ
れ

て
い
る
結

果
、
IG
の

火
山

情
報

レ
ポ
ー
ト
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開

始
当

初
に
比

較
し
よ
り
正

確
と
な
り
関

係
機

関
に
タ
イ
ム
リ
ー
に
発

信
さ
れ

て
い
る
。
特

に
2
0
0
6
年

7
月

と
8
月

に
起

こ
っ
た
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
の

噴
火

の
際

に
は

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
設

置
し
た
機

材
に
よ
り
正

確
な
デ
ー
タ
が

リ
ア
ル

タ
イ
ム
で
取
得
で
き
、
適
切
な
解
析
が
行
わ

れ
、
IG
か

ら
防

災
機

関
や

マ
ス
コ
ミ
に
対

し
て
的

確
な
情

報
が

タ
イ
ム
リ
ー
に
発

信
さ
れ

た
。
た
だ
し
、
稼

動
し
て
い
る
観

測
点

が
予

定
よ
り
少

な
い
こ
と
、
通

信
断
が
起
こ
っ
て
い
る
こ
と
、
機
材
設
置

が
遅

れ
た
こ
と
に
よ
り
デ
ー
タ
の

取
得

開
始

が
遅

れ
た
こ
と
、
等
に
よ
り
、
IG
に
お
い
て
新

し
い
機

材
に
よ
る
デ
ー
タ
を
使

っ
て
の

観
測

経
験

が
十

分
に
で
き
て
お
ら
ず
、
適
切
な
解
析
シ
ス
テ
ム
の
導

入
・
改

善
・
適

用
が

遅
れ

て
い
る
。
ま
た
、
実

際
に
取

得
し
た
デ
ー
タ
を
用

い
て
関

係
機

関
に
発

信
す
る
情

報
を
十

分
に
改

善
す
る
こ
と
が

遅
れ

て
い
る
。

P
D
M
、
P
O
は

適
宜

参
照

し
て
い
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全

体
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
が

不
明

確
。

行
わ

れ
て
い
な
い
。

ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
噴

火
に
よ
り
、
機

材
の

破
損

、
観

測
点

の
設

置
の

遅
れ

が
生

じ
た
。
一

方
で
噴

火
に
よ
り
、
実

際
の

デ
ー
タ
の

取
得

・
解

析
、
関

係
機

関
と
の

連
携

に
よ
る
適
切
な
対
応
の
実
践
が
で
き

た
。

C
P
２
名
が
離
職
し
た
が
、
こ
の
C
P
か
ら
指
導
を
受
け
た
職
員
が
業
務
を
遂
行
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

遂
行

に
積

極
的

に
関

わ
っ
て
い
る
。
関

係
機

関
と
の

協
力

関
係
も
よ
い
。

現
在

の
と
こ
ろ
は

十
分

で
あ
る
。

本
邦

研
修

も
実

施
し
育

成
し
た
C
P
２
名

が
IG
を
離

職
し
海

外
勤

務
中

。
C
P
か

ら
技

術
移

転
を
受

け
た
研

究
員

が
滞

り
な
く
作

業
を
行

っ
て
い
る
。

研
究

員
、
機

材
担

当
者

、
事

務
管

理
職

員
等

、
十

分
な
人

数
を
配

置
。

適
切

な
支

援
は

あ
っ
た
も
の

の
、
担

当
者

が
替

わ
る
際

に
十

分
な
引

継
ぎ
が
行
わ
れ
な
い
こ
と
が
あ
っ
た
。

専
門

家
と
は

円
滑

。
技

師
と
は

言
葉

の
問

題
が

あ
っ
た
。

技
師

と
は

図
を
用

い
た
り
C
P
が

自
習

す
る
こ
と
に
よ
り
対

応
。

個
人

の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
は

高
い
が

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全

体
の

運
営

・
決

定
事

項
に
は

加
わ

れ
な
い
と
感

じ
て
い
る
C
P
が

複
数

あ
り
。

添付資料５



大
項

目
小

項
目

1.
妥

当
性

1.
1 
エ
ク
ア
ド
ル

国
の

開
発

計
画

に
照

ら
し
た

上
位

目
標

と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

1.
2 
エ
ク
ア
ド
ル

国
の

ニ
ー
ズ
に
照

ら
し
た
上

位
目

標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

1.
3 
日

本
の

Ｏ
Ｄ
Ａ
政

策
に
照

ら
し
た
上

位
目

標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

2.
 有

効
性

2.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

達
成

度

2.
2 
各

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達

成
と
の

関
連

性

2.
3 
活

動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標

の
関

係
の

適
切

性
・
論

理
性

2.
4 
外

部
条

件
の

影
響

3.
  効

率
性

3.
1 
日

本
側

投
入

の
適

切
性

3.
2 
エ
ク
ア
ド
ル

国
側

投
入

の
適

切
性

2
0
0
3
－

2
0
0
7
年

の
国

家
開

発
計

画
に
お
け
る
基

本
方

針
の

ひ
と
つ
が

「
国

民
の

安
全

、
治

安
、
司

法
の

保
障

、
食

糧
保

障
お
よ
び
環

境
保

全
」
、
こ
れ

に
基

づ
く

「
活

動
方

針
3
」
の

中
で
「
さ
ま
ざ
ま
な
災

害
（
自

然
災

害
、
人

災
、
技

術
災

害
）
の

防
止

」
が

挙
げ
ら
れ

て
い
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

目
標

と
し
て
い
た
火

山
監

視
能

力
の

向
上

に
関

し
て
は

、
一

定
の

成
果

を
あ
げ
つ
つ
あ
る
。
本

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
設

置
し
た
観

測
網

が
機

能
し
て
お

り
、
特

に
本

年
7
月

と
8
月

に
起

こ
っ
た
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
の

噴
火

危
機

の
際

に
は

、
機

材
に
よ
る
観

測
デ
ー
タ
が

大
き
く
活

用
さ
れ

、
地

球
物

理
研

究
所

（
以

下
IG
）

か
ら
の

防
災

機
関

や
マ
ス
コ
ミ
へ

の
情

報
発

信
に
役

立
っ
た
。
た
だ
し
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
に
設
置
予
定
の
5
観
測
点
の
う
ち
1
観
測
点
が
未
設
置
で
あ
る
。
ま
た
8
月
の

噴
火

の
影

響
に
よ
り
2
観

測
点

の
機

材
が

一
部

破
損

し
た
た
め
、
こ
れ
ら
も
稼
動
し
て
い
な
い
（
よ
っ
て
現
在
2
観
測
点
の
み
の
稼
動
）
。
さ
ら
に
機
材
設
置
が
遅
れ
た
こ

と
に
伴

い
、
観

測
経

験
が

不
十

分
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
解

析
シ
ス
テ
ム
導

入
が

遅
れ

て
い
る
な
ど
の

問
題

が
あ
る
。
ま
た
IG
に
お
け
る
観

測
デ
ー
タ
の

リ
ア
ル
タ
イ
ム

監
視

の
障

害
と
な
る
無

線
の

通
信

断
が

発
生

し
て
お
り
、
こ
れ

に
つ
い
て
も
対

処
が

必
要

と
考

え
ら
れ

る
。

投
入

の
規

模
、
時

期
、
コ
ス
ト
、
効

果
は

適
切

で
あ
っ
た
か

。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

実
施

に
よ
り
、
期

待
さ
れ

る
効

果
が

得
ら
れ

て
い
る
か

。
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

有
効

で
あ
る
か

。

観
測

点
・
中

継
点

が
設

置
さ
れ

、
正

確
な
情

報
把

握
・
解

析
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

諸
手
続
き
の
遅
れ
に
よ
り
投
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
遅
れ
た
。
機
材
の
一
部
が
現
地
の
事
情
に
適
さ
な
か
っ
た
（
ア
ン
テ
ナ
の
交
換
、
周
波
数
の
問
題
）
。
外
部
条
件
で

は
あ
る
が

投
入

し
た
機

材
の

一
部

が
噴

火
に
よ
り
破

損
。

C
P
研

修
を
受

け
た
2
名

が
機

材
設

置
前

に
IG
を
離

職
し
た
。
こ
の

２
名

か
ら
指

導
を
受

け
た
職

員
が

業
務

を
問

題
な
く
遂

行
で
き
て
い
る
。

専
門

家
現

地
業

務
費

等
を
負

担
し
た
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
、
C
P
2
3
名

（
解

析
担

当
、
機

材
担

当
）
を
投

入
。
事

務
管

理
職

員
も
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支

援
。
C
P
は

適
切

な
専

門
性

を
有

す
る
。

IG
の

ス
ペ
ー
ス
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

円
滑

な
活

動
の

た
め
に
改

装
。

中
継

点
・
観

測
点

に
必

要
な
土

地
を
取

得
で
き
た
。
機

材
設
置
の
た
め
の
人
員
・
車
両
・
馬
・
ラ
バ
は
適
切
な
投
入
で
あ
っ
た
。
改
装
し
た
事
務
室
は
日
々
の
業
務

に
使

用
さ
れ

て
い
る
。

各
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
に
貢

献
し
て
い
る
。

（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
5
に
つ
い
て
は

表
現

を
整

理
す
る
必

要
あ
り
。
）

P
D
M
は

論
理

性
が

あ
る
。

（
上

位
目

標
の

指
標

に
つ
い
て
は

整
理

が
必

要
。
）

火
山

の
噴

火
が

起
こ
り
機

材
が

破
損

し
た
。

本
邦

研
修

を
受

け
た
C
P
2
名

が
離

職
し
た
。

専
門

家
は

適
切

な
人

材
が

派
遣

さ
れ

た
。

技
師

は
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能

力
に
問

題
の

あ
る
者

が
い
た
。
ま
た
派

遣
時

期
を
考

慮
す
る
必

要
が

あ
っ
た
。

評
価

グ
リ
ッ
ド
（
結

果
）
：
エ
ク
ア
ド
ル

国
火

山
監

視
能

力
強

化
計

画
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

5
項

目
そ
の

他
の

基
準

評
価

設
問

結
果

上
位

目
標

と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は

日
本

と
相

手
国

の
政

策
及

び
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ

ル
ー
プ
の

ニ
ー
ズ

と
整

合
し
て
い
る
か

。

火
山
災
害
は
、
エ
ル
ニ
ー
ニ
ョ
に
伴
う
気
象
災
害
、
洪
水
、
土
砂
崩
れ
と
並
ぶ
自
然
災
害
の
課
題
。

火
山

災
害

の
防

止
で
は

リ
ス
ク
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
が

重
要

で
あ
り
、
火
山
監
視
能
力
の
向
上
は
そ
の
鍵
と
な
る
。

重
点

分
野

は
、
貧

困
対

策
、
環

境
保

全
、
防

災
。
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大
項

目
小

項
目

5
項

目
そ
の

他
の

基
準

評
価

設
問

結
果

3.
4 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運

営
管

理
体

制

3.
5 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の

達
成

度

3.
6 
外

部
条

件
の

影
響

4.
  イ

ン
パ

ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
の

効
果

は
あ
る
か

。
4.

1 
上

位
目

標
達

成
の

見
込

み

4.
2 
上

位
目

標
の

達
成

に
対

す
る
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

貢
献

度

4.
3 
予

期
し
な
か

っ
た
正

の
イ
ン
パ

ク
ト

4.
4 
予

期
し
な
か

っ
た
負

の
イ
ン
パ

ク
ト

外
部

条
件

の
影

響
を
受

け
た
か

。
4.

5 
外

部
条

件
の

影
響

5.
1 
制

度
的

（
政

策
的

）
側

面

5.
2 
財

政
的

側
面

5.
3 
技

術
的

側
面

自
立

発
展

性
に
関

す
る
貢

献
要

因
・
阻

害
要

因
は

何
か

。
5.

4 
貢

献
要

因
・
阻

害
要

因

3.
3 
投

入
の

活
用

度

5.
  自

立
発

展
性

予
期

し
な
い
イ
ン
パ

ク
ト
が

見
ら
れ

た
か

。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

便
益

は
今

後
も
持

続
す

る
か

。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は

十
分

達
成

さ
れ

て
い
る
か

投
入

は
ど
の

よ
う
に
活

用
さ
れ

管
理

さ
れ

た
か

。

IG
の

信
頼

性
全

体
が

高
ま
っ
た
。
関

係
者

の
関

心
が

高
ま
っ
た
。
日

本
の

協
力

が
知

ら
れ

る
よ
う
に
な
っ
た
。

C
P
は

業
務

を
問

題
な
く
遂

行
で
き
て
い
る
。

問
題

の
あ
っ
た
機

材
、
噴

火
で
破

損
し
た
機

材
以

外
の

機
材
の
活
用
状
況
、
維
持
管
理
状
況
は
よ
い
。

当
初
１
２
箇
所
の
中
継
用
鉄
塔
を
設
定
す
る
予
定
で
い
た
が
、
１
箇
所
の
設
置
場
所
が
ま
だ
選
定
中
で
あ
る
た
め
、
１
箇
所
分
の
機
材
に
つ
い
て
は
、
IG
で
保
管
し

て
い
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達

成
に
お
い
て
課

題
に
な
っ
て
い
る
点
が
解
決
さ
れ
れ
ば
、
上
位
目
標
達
成
の
見
込
み
は
高
い
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
観
測
網
を
設
置
し
た
2
火
山

に
関
す
る
IG
の

経
験

は
他

の
火

山
に
も
応

用
で
き
る
も
の
で
あ
り
、
防

災
関

係
機

関
と
の

連
携

も
よ
い
。

特
に
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
噴

火
の

際
に
は

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り
火

山
監

視
能

力
が

向
上

し
、
防

災
に
貢

献
し
た
と
認

識
さ
れ

て
い
る
。

IG
と
関

係
機

関
の

緊
密

な
関

係
。

一
部

の
関

係
機

関
の

上
層

部
の

無
関

心
。
ス
ペ
ア
パ

ー
ツ
の

供
給

。
政

権
交

代
に
よ
る
予

算
削

減

特
に
な
し
。

IG
の

位
置

づ
け
に
つ
い
て
は

変
更

が
な
い
模

様
。
（
上

位
目

標
持

続
に
関

す
る
外

部
条

件
に
つ
い
て
は

P
D
M
の

記
載

な
し
）

政
府

は
火

山
防

災
を
重

要
課

題
と
考

え
て
い
る
。

概
ね

高
い
。
国

家
か

ら
IG
に
配

分
さ
れ

る
予

算
は

潤
沢

で
は
な
い
が
、
IG
独
自
の
資
金
調
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
あ
り
、
財
政
的
自
立
発
展
性
が
概
ね
見
込
め
る
。

現
在

の
と
こ
ろ
あ
る
程

度
見

込
め
る
が

、
機

材
の

納
入

・
設

置
の

遅
れ

に
よ
り
、
実

際
の

デ
ー
タ
を
使

っ
た
解

析
に
十

分
に
時

間
が

と
れ

て
い
な
い
た
め
、
さ
ら
に
技

術
面

の
向

上
が

必
要

。

IG
の

位
置

づ
け
に
は

変
化

が
な
い
。
関

係
機

関
の

人
材

は
長

く
同

じ
職

に
と
ど
ま
っ
て
い
る
者

が
多

い
。

合
同

委
員

会
は

設
置

さ
れ

て
い
な
い
。

一
部

に
遅

れ
が

見
ら
れ

る
も
の

の
、
ほ

ぼ
予

定
の

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
達
成
し
て
い
る
。
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配布先 回答数

IGカウンターパート 9

日本人専門家 3

機材設置技師 6

計 18

添付資料6：アンケート結果

終了時評価調査にあたり、関係者にアンケートを実施した。配布数・回答数は以下の
通り。

日本人専門家と機材設置技師用に配布した質問票を以下に添付する。CPにも同様
の内容を西語訳した質問票を配布した。ただし、日本のODA政策に係る設問（1.3）
は、CP向け質問票からは割愛した。また、CPと専門家の関係に関する設問（0.3）に
おいては、同じ内容の質問を表現を調整して記載した。
添付の質問票に、回答の集計を入れた。
回答者のプロジェクトにおける関わりによっては、担当外として回答していない設問
がある。全ての設問に回答した者は3名のみであった。特に、機材設置技師は、機材
の設置にのみ関与しプロジェクト全体に関与したわけではないため、回答していない
設問がCP、専門家に比べ多くなっていた。
このほか、国際協力庁、社会福祉省、市民防災局、自治体等の関係者に、記述式を
中心としたアンケートを配布した。配布は、IGを通じ28名に対して行い、回答数は15
であった。

添付資料６



エクアドル国火山監視能力強化プロジェクト終了時評価調査質問票（専門家用）

1 本質問票は「エクアドル国火山監視能力強化プロジェクト（2004年5月－2007年４月）」終了時評価にかかる
ものです。
　　プロジェクト目標：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山における火山監視能力が向上する。
　　上位目標：エクアドルにおける火山災害軽減能力が向上する。
本質問票では、特に断りのない限り、「プロジェクト」とは、「エクアドル国火山監視能力強化プロジェクト」を指します。

2 本質問票は、JICAの技術協力プロジェクトに適用されるJICA評価手法に基づいて作成されています。
評価にあたっては、PDM（Project Design Matrix）に基づきJICA事業評価ガイドラインに示された
評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から行うこととしています。

3 本質問票のデータ（回答）は、評価調査にあたりJICAと契約した外部コンサルタントが集計・分析し、
評価調査団にてとりまとめを行います。

4 質問票に基づいて収集・分析されたデータは一般に公開されますが、回答者個人に関する情報は開示されません。

5 本質問票は本ページを含み5枚あります。

page 1:  0. 実施プロセス

page 2:  1.妥当性 　2.有効性

page 3:  3.効率性

page 4:  4.インパクト、5.自立発展性

6 回答にあたっては以下の通りお願い致します。

a. page1の右上にお名前と所属先、プロジェクト専門家としての指導科目と派遣期間、及び連絡先を記入してください。
  　回答者個人に係る情報は開示されません。誰が回答したかも明示されません。

b. 選択肢については、１、２、３、４のいずれか適当なものに(✔)印をつけてください。

c. 理由/コメント: 回答を選択した理由を記述してください。また質問に対するコメントを記述してください。

7 以上の通り、回答をご記入のうえ、お忙しいところ恐縮ですが、１１月１日（水）中に、
下記田中宛メールにて返送お願い致します。ご回答をいただいたあと、メール、または
お電話で追加のお問合せをさせていただく場合がありますが、ご協力いただけましたら幸いです。

回答は基本的に全ての質問項目についてお願い致します。ご担当範囲外の質問にあたる場合は、
お手数ですがその旨ご記入お願い致します。

ご協力よろしくお願い申し上げます。

終了時評価調査団

評価分析団員

グローバルリンクマネージメント

田中恵理香

tanaka.erika@glm.co.jp

TEL:03-5766-1441/FAX:03-5766-1451
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質
問

票
（
専

門
家

向
け
）

お
名

前
:

1/
4

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名

 : 
エ
ク
ア
ド
ル

国
火

山
監

視
能

力
強

化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

ご
所

属
先

 :

指
導

科
目

：

派
遣

期
間

 :

連
絡

先
メ
ー
ル

ア
ド
レ
ス
：

連
絡

先
お
電

話
番

号
：

0.
 実

施
プ
ロ
セ
ス

大
項

目
小

項
目

1
2

3
4

回
答

数
平

均
理

由
/コ

メ
ン
ト

0.
1.

1 
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
を
通
じ
、
予
定
し
て
い
た
活
動
は
円
滑
に
実
施
さ
れ
た
か
。

2
1
4

1
1
7

2
.9
4

0.
1.

2 
 そ

う
で
な
い
場
合
、
そ
の
理
由
は
何
か
。

0.
1.

3 
 問

題
が

あ
っ
た
場

合
、
ど
の

よ
う
に
対

処
し
た
か

。

0.
2.

1 
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
・
運
営
体
制
は
適
切
で
あ
っ
た
か
。

7
5

1
2

3
.4
2

0.
2.

2 
 モ

ニ
タ
リ
ン
グ
の

仕
組

み
は

適
切

か
。

1
3

6
1
0

3
.5
0

0.
2.

3 
 P

D
M
の
修
正
は
適
切
に
行
わ
れ
た
か
。

1
2

2
5

3
.2
0

0.
2.

4 
 外

部
条

件
の

変
化

に
応

じ
た
対

応
は

行
わ

れ
た
か

。
1

2
4

7
3
.4
3

0.
2.

5 
 J

IC
A本

部
・
在

外
事

務
所

は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
機

能
を
適

切
に
果

た
し
た
か

。
3

3
6

3
.0
0

0.
3.

1 
 専

門
家

と
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
（
C

P
）
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は

円
滑

に
行

わ
れ

た
か

。
3

6
4

1
3

3
.0
8

0.
3.

2 
 エ

ク
ア
ド
ル
側

C
P
と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

円
滑

で
な
か

っ
た
場

合
、
問

題
は

ど
う
い
っ
た
こ
と
か

。

0.
3.

3 
 C

Pと
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
問

題
が

あ
っ
た
場

合
、
ど
の
よ
う
に
解

決
を
図

っ
た
か
。

0.
3.

4 
 防

災
局

、
自

治
体

等
関

連
機

関
と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は

良
好

で
あ
っ
た
か

。

0.
3.

5 
 専

門
家
自
身
、
積
極
的
な
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
持
っ
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
取
り
組
ん
だ
と
言
え
る
か
。

3
6

4
1
3

3
.0
8

0.
4.

1 
 エ

ク
ア
ド
ル

側
の

C
P
の

イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
は

高
い
か

。
2

2
5

6
1
5

3
.0
0

0.
4.

2 
 組

織
と
し
て
地

球
物

理
研

究
所

は
高

い
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
持

っ
て
本

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
取

り
組

ん
だ
か

。
2

1
3

1
5

3
.8
7

0.
4.

3 
 防

災
局
等
関
係
機
関
か
ら
の
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
適
切
な
支
援
は
得
ら
れ
た
か
。

1
4

5
2
.8
0

0.
4.

4 
 エ

ク
ア
ド
ル

側
の

C
P
機

関
及

び
関

連
機

関
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
必

要
な
予

算
を
十

分
に
配

分
し
た
か

。
1

2
7

1
0

3
.6
0

0.
4.

5 
 エ

ク
ア
ド
ル

側
は

適
切

な
専

門
性

を
持

つ
C

P
を
十
分
な
人
数
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
配
置
し
た
か

。
3

1
0

1
3

3
.7
7

0.
4.

6 
 エ

ク
ア
ド
ル
側

C
P
及
び
関
連
組
織
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
積

極
的

に
関

与
す
る
上

で
障

害
に
な
っ
た
こ
と
が

　
　
　
　
あ
れ

ば
、
そ
れ

は
何

か
。

0.
4 
エ
ク
ア
ド
ル

側
の

オ
ー
ナ
－

シ
ッ
プ

0.
3 
エ
ク
ア
ド
ル

側
C

Pと
専

門
家

の
関

係

0.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

進
捗

0.
2 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
運

営
・
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
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質
問

票
（
専

門
家

向
け
）

2/
4

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名

 : 
エ
ク
ア
ド
ル

国
火

山
監

視
能

力
強

化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

大
項

目
小

項
目

1
2

3
4

回
答

数
平

均
理

由
/ コ

メ
ン
ト

1.
1.

1 
上
位
目
標
は
エ
ク
ア
ド
ル
国
の
開
発
計
画
に
お
け
る
防
災
政
策
と
整
合
性
が
あ
る
か
。

1
2

1
2

4
.0
0

1.
1.

2 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は

現
在

に
お
い
て
も
エ
ク
ア
ド
ル

国
の

防
災

政
策

と
整

合
性

が
あ
る
か

。
1
2

1
2

4
.0
0

1.
2.

1 
上
位
目
標
は
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の

ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
か

。
1
0

1
0

4
.0
0

1.
2.

2 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
か
。

1
6

7
3
.8
6

1.
3.

1 
上
位
目
標
は
日
本
の
対
エ
ク
ア
ド
ル
国

O
D

A
政

策
と
整

合
性

が
あ
る
か

。
3

3
4
.0
0

(C
P
向
け
に
は
本
設
問
は
な
し
。
)

1.
3.

2 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は

現
在

に
お
い
て
も
日

本
の

対
エ
ク
ア
ド
ル

国
O

D
A
政

策
と
整

合
性

が
あ
る
か

。
3

3
4
.0
0

(C
P
向
け
に
は
本
設
問
は
な
し
。
)

大
項

目
小

項
目

1
2

3
4

回
答

数
平

均
理

由
/ コ

メ
ン
ト

2.
1.

1 
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達

成
の

見
込

み
は

ど
れ

く
ら
い
か

。
7

6
1
3

3
.4
6

2.
1.

2.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達

成
に
向

け
た
貢

献
要

因
は

何
か

。

2.
1.

3 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達

成
の

阻
害

要
因

は
何

か
。

2.
2.

1 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

 1
：
コ
ト
パ

キ
シ
火

山
及

び
ト
ゥ
ン
グ
ラ
ワ
火

山
に
お
い
て
長

周
期

地
震

波
デ
ー
タ
を
含

む
火

山
活

動
に
関

す
る
デ
ー
タ
が

　
　
　

 リ
ア
ル

タ
イ
ム
で
取

得
で
き
る
よ
う
地

球
物

理
研

究
所

の
能

力
が

改
善

す
る
。

2.
2.

1.
1 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
１
は
ど
の
程
度
達
成
さ
れ
た
か
。

8
6

1
4

3
.4
3

2.
2.

1.
2 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
１
の
達
成
に
関
す
る
課
題
は
何
か
。

2.
2.

1.
3 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

1の
達

成
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

達
成

に
ど
の

程
度

貢
献

す
る
と
考

え
ら
れ

る
か

。
2

1
1

1
3

3
.8
5

2.
2.

2 
 ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
２
：
長

周
期

地
震

波
の

デ
ー
タ
を
含

む
火

山
活

動
デ
ー
タ
が

適
正

に
処

理
、
蓄

積
さ
れ

る
よ
う
地

球
物

理
研

究
所

の
　
　
　
　
能

力
が

改
善

す
る
。

2.
2.

2.
1 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
２
は
ど
の
程
度
達
成
さ
れ
た
か
。

1
0

4
1
4

3
.2
9

2.
2.

2.
2 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
２
の
達
成
に
関
す
る
課
題
は
何
か
。

2.
2.

2.
3 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
２
の
達
成
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
ど
の
程
度
貢
献
す
る
と
考
え
ら
れ
る
か
。

4
1
0

1
4

3
.7
1

2.
2.

3 
 ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
３
：
地

球
物

理
研

究
所

の
噴

火
活

動
に
関

連
す
る
火

山
活

動
の

解
析

能
力

が
高

ま
る
。

2.
2.

3.
1 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
３
は
ど
の
程
度
達
成
さ
れ
た
か
。

1
7

5
1
3

3
.3
1

2.
2.

3.
2 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
３
の
達
成
に
関
す
る
課
題
は
何
か
。

2.
2.

3.
3 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
３
の
達
成
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
ど
の
程
度
貢
献
す
る
と
考
え
ら
れ
る
か
。

1
1
0

1
1

3
.9
1

2.
2.

4 
 ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
４
：
解

析
結

果
が

適
切

に
火

山
活

動
レ
ポ
ー
ト
に
反

映
さ
れ

る
。

2.
2.

4.
1 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
４
は
ど
の
程
度
達
成
さ
れ
た
か
。

1
1

1
3

3
.0
0

2.
2.

4.
2 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
４
の
達
成
に
関
す
る
課
題
は
何
か
。

2.
2.

4.
3 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
４
の
達
成
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
ど
の
程
度
貢
献
す
る
と
考
え
ら
れ
る
か
。

2
6

8
3
.7
5

2.
2.

5 
 ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
５
：
地

球
物

理
研

究
所

が
発

信
す
る
火

山
情

報
が

防
災

関
係

機
関

に
理

解
さ
れ

効
率

的
に
利

用
さ
れ

る
。

2.
2.

5.
1 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
５
は
ど
の
程
度
達
成
さ
れ
た
か
。

1
4

5
1
0

3
.4
0

2.
2.

5.
2 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
５
の
達
成
に
関
す
る
課
題
は
何
か
。

2.
2.

5.
3 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
５
の
達
成
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
ど
の
程
度
貢
献
す
る
と
考
え
ら
れ
る
か
。

3
7

1
0

3
.7
0

2.
3 

PD
M
の

論
理

性
2.

3.
1 

P
D

M
上
の
活
動
、
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
適
切
に
論
理
的
に
連
関
し
て
い
る
か

。
3

5
8

3
.6
3

2.
4.

1 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
及
び
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
あ
た
り
外
部
条
件
の
影
響
は
あ
っ
た
か
。

1
7

2
1
0

3
.0
0

2.
4.

2 
あ
っ
た
場

合
は

そ
の

内
容

に
つ
き
簡

単
に
説

明
し
て
く
だ
さ
い
。

2.
2 
各

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の

達
成

度
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達

成
へ

の
貢

献
度

2.
4 
外

部
条

件
の

影
響

1.
 妥

当
性

2.
 有

効
性

1.
1 
エ
ク
ア
ド
ル

国
の

開
発

計
画

に
照

ら
し
た
上

位
目

標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

1.
3 
日

本
の

O
D

A
政

策
に
照

ら
し
た
上

位
目

標
と
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

2.
1 
期

待
さ
れ

た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

達
成

度

1.
2 
エ
ク
ア
ド
ル

国
の

ニ
ー
ズ
に
照

ら
し
た
上

位
目

標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

妥
当

性

添付資料６



質
問

票
（
専

門
家

向
け

）
3/

4
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
名

 : 
エ

ク
ア

ド
ル

国
火

山
監

視
能

力
強

化
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

大
項

目
小

項
目

1
2

3
4

回
答

数
平

均
理

由
/
コ

メ
ン

ト

非
常

に
問

題
や

や
問

題
あ
り

大
体

よ
い

非
常

に
よ
い

a.
 専

門
家

の
人

数
7

8
1
5

3
.5
3

b.
 派

遣
の

タ
イ

ミ
ン

グ
2

5
8

1
5

3
.4
0

c.
 専

門
分

野
4

1
0

1
4

3
.7
1

a.
 研

修
員

の
数

2
2

5
9

3
.1
1

b.
 実

施
時

期
2

2
5

9
3
.1
1

c.
 研

修
テ

ー
マ

1
3

4
8

3
.2
5

a.
 数

量
5

9
1
4

3
.6
4

b.
 品

質
1

3
1
0

1
4

3
.6
4

c.
 供

与
の

タ
イ

ミ
ン

グ
1

6
6

1
3

3
.3
8

d.
 機

材
の

仕
様

6
2

5
1
3

2
.9
2

e.
 コ

ス
ト

1
3

6
1
0

3
.5
0

a.
 投

入
の

時
期

3
2

5
3
.4
0

b.
 投

入
金

額
1

4
5

3
.8
0

a.
 C

Pの
数

6
9

1
5

3
.6
0

b.
 配

置
の

タ
イ

ミ
ン

グ
8

6
1
4

3
.4
3

c.
 C

P
の

専
門

分
野

4
1
1

1
5

3
.7
3

a.
 施

設
（
執

務
・
作

業
ス

ペ
ー

ス
）

4
5

9
3
.5
6

b.
 機

材
・
備

品
4

5
9

3
.5
6

a.
 金

額
1

1
0

1
1

3
.9
1

b.
 執

行
の

タ
イ

ミ
ン

グ
4

5
9

3
.5
6

a.
 人

材
1

1
0

1
1

3
.9
1

b.
 施

設
・
設

備
・
備

品
3

1
0

1
3

3
.7
7

c.
 運

営
コ

ス
ト

1
2

5
8

3
.5
0

a.
 実

施
の

タ
イ

ミ
ン

グ
1

4
7

1
2

3
.5
0

b.
 成

果
6

6
1
2

3
.5
0

3.
4 

投
入

は
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
を

達
成

す
る

た
め

に
適

切
に

活
用

さ
れ

た
か

。

3.
4.

1 
 投

入
は

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
達

成
す

る
た

め
に

適
切

に
活

用
さ

れ
た

と
考

え
ら

れ
る

か
。

3
1
1

1
4

3
.7
9

3.
3 

 投
入

は
効

果
的

に
活

用
さ

れ
た

か
。

3.
2.

3 
 運

営
コ

ス
ト

3.
1.

3 
 機

材
供

与

3.
1.

4 
 ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

支
援

3.
2.

1 
 エ

ク
ア

ド
ル

側
C

Pの
配

置

3.
2.

2 
 施

設
/機

材
供

与

3.
3.

2 
 運

営
指

導
調

査
は

適
切

に
実

施
さ

れ
た

か
。

3.
3.

1 
 投

入
の

活
用

3.
 効

率
性

3
.1

 日
本

側
の

投
入

は
適

切
で

あ
っ

た
か

。

3.
2 

 エ
ク

ア
ド

ル
側

の
投

入
は

適
切

で
あ

っ
た

か
。

---
> 

>こ
の

枠
の

該
当

す
る

と
こ

ろ
に

チ
ェ

ッ
ク

を
入

れ
て

く
だ

さ
い

。

3.
1.

1 
 日

本
人

専
門

家

3.
1.

2 
 C

P研
修

受
入

れ

添付資料６



質
問

票
（
専

門
家

向
け

）
4/

4
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
名

 : 
エ

ク
ア

ド
ル

国
火

山
監

視
能

力
強

化
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

大
項

目
小

項
目

1
2

3
4

回
答

数
平

均
理

由
/
 コ

メ
ン

ト

4.
1 

上
位

目
標

へ
の

イ
ン

パ
ク

ト
4.

1.
1 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

り
エ

ク
ア

ド
ル

国
に

お
け

る
火

山
災

害
軽

減
能

力
に

イ
ン

パ
ク

ト
を

与
え

得
る

と
考

え
ら

れ
る

か
。

3
1
0

1
3

3
.7
7

4.
2.

1 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

よ
り

も
た

ら
さ

れ
た

予
期

さ
れ

て
い

た
正

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
あ

る
か

。
あ

る
場

合
は

記
述

し
て

く
だ

さ
い

。

4.
2.

2 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

よ
り

も
た

ら
さ

れ
た

予
期

さ
れ

な
か

っ
た

正
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

あ
る

か
。

あ
る

場
合

は
記

述
し

て
く
だ

さ
い

。

4.
3 

負
の

イ
ン

パ
ク

ト
4.

3.
1 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

り
も

た
ら

さ
れ

た
予

期
さ

れ
な

か
っ

た
負

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
あ

る
か

。
あ

る
場

合
は

記
述

し
て

く
だ

さ
い

。

4.
4 

外
部

条
件

の
影

響
4.

4.
1 

外
部

条
件

に
よ

り
活

動
に

変
更

が
生

じ
た

か
。

も
し

あ
れ

ば
記

述
し

て
く
だ

さ
い

。

大
項

目
小

項
目

1
2

3
4

回
答

数
平

均
理

由
/ コ

メ
ン

ト

5.
1.

1 
火

山
防

災
に

関
す

る
エ

ク
ア

ド
ル

国
の

政
策

は
維

持
さ

れ
る

見
込

み
か

。
1

4
6

1
1

3
.4
5

5.
1.

2 
地

球
物

理
研

究
所

は
将

来
自

立
的

に
運

営
し

て
い

け
る

見
込

み
か

。
3

8
1
1

3
.7
3

5.
1.

3 
地

球
物

理
研

究
所

は
防

災
局

、
自

治
体

等
関

連
組

織
と

良
好

な
協

調
関

係
を

維
持

で
き

る
見

込
み

か
。

3
8

1
1

3
.7
3

5.
2.

1 
エ

ク
ア

ド
ル

国
政

府
は

地
球

物
理

研
究

所
に

今
後

も
十

分
な

予
算

を
配

分
し

て
い

く
見

込
み

か
。

2
7

2
1
1

3
.0
0

5.
2.

2 
エ

ク
ア

ド
ル

国
政

府
は

防
災

局
、

自
治

体
等

の
関

連
組

織
に

今
後

も
十

分
な

火
山

防
災

予
算

を
配

分
し

て
い

く
見

込
み

か
。

2
6

2
1
0

3
.0
0

5.
3.

1 
移

転
さ

れ
た

技
術

は
適

切
に

維
持

さ
れ

活
用

さ
れ

る
見

込
み

か
。

1
1
1

1
2

3
.9
2

5.
3.

2 
施

設
・
設

備
は

エ
ク

ア
ド

ル
側

だ
け

で
維

持
で

き
る

と
考

え
ら

れ
る

か
。

1
4

7
1
2

3
.5
0

5.
4.

1 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

イ
ン

パ
ク

ト
を

維
持

し
て

い
く
た

め
に

貢
献

す
る

と
考

え
ら

れ
る

要
因

は
何

か
。

5.
4.

2 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

イ
ン

パ
ク

ト
の

継
続

を
阻

害
す

る
と

考
え

ら
れ

る
要

因
は

何
か

。

4.
 イ

ン
パ

ク
ト

4.
2 

正
の

イ
ン

パ
ク

ト

5.
4 

自
立

発
展

性
に

関
す

る
要

因

5.
3 

技
術

的
自

立
発

展
性

5.
 自

立
発

展
性

5.
2 

財
政

的
自

立
発

展
性

5.
1 

制
度

的
自

立
発

展
性

添付資料６



供
与

年
度

N
o
.

機
材

名
価

格
（
円

）
数

量
設

置
数

量
設

置
場

所
設

置
場

所
設

置
場

所
設

置
場

所
設

置
場

所
設

置
場

所
設

置
場

所
設

置
場

所
設

置
場

所
設

置
場

所
メ

ー
カ

ー
名

製
品

名
備

考

平
成

1
7
年

*
2

IG
 B

as
e

S
ta

ti
o
n

S
IN

C
H

O
L
A

G
U

A
（
中

継
点

）

C
O

R
A

Z
O

N
（
中

継
点

）
C

L
IR

S
E
N

（
中

継
点

）
P

U
T
Z
U

L
A

G
U

A
（
中

継
点

）
P

L
IL

S
U

R
C

O
（
中

継
点

）

L
O

M
A

G
R

A
N

D
E

（
中

継
点

）

IR
U

A
L
A

T
A

（
中

継
点

）

コ
ト

パ
キ

シ
観

測
点

(C
O

-
1
～

5
)

ト
ゥ

ン
グ

ラ
ワ

観
測

点
(T

O
-
1
～

5
)

*
3
未

設
置

、
噴

火
障

害

（
1
-
1
-
1
）

ﾊ
ｰ

ﾄﾞ
ｳ

ｪｱ
7
,3

8
0
,0

0
0

2
2

2
H

P
P

ro
L
ia

n
t 

M
L
3
5
0
 G

4

U
P
S
：
1
.5

kV
A

4
6
,0

0
0

2
2

2
A

P
C

B
R

1
5
0
0

（
1
-
1
-
2
）

ｿ
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5
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0
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用
機
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消
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1
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,4

5
0
,0

0
0

車
両

4
,5

3
5
,0

0
0

1
1
（
IG

駐
車

場
）

ト
ヨ

タ
C

as
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ac
a

供
与

機
材

総
額

1
8
1
,9
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,0

0
0

*
1
 第

1
回

納
入

は
、

契
約

納
期

：
平

成
1
7
年

4
月

1
5
日

　
そ

の
他

は
、

2
回

目
納

入
で

、
契

約
納

期
：
平

成
1
7
年

6
月

1
5
日

*
2
 設

置
数

量
に

つ
い

て
は

、
契

約
当

初
、

基
地

局
か

ら
２

火
山

の
観

測
点

ま
で

の
デ

ー
タ

中
継

用
鉄

塔
を

１
2
本

立
て

る
こ

と
で

計
画

し
た

が
、

実
際

の
現

地
通

信
状

態
に

よ
り

、
当

初
予

定
し

て
い

た
1
ヶ

所
（
モ

ン
ハ

ス
）
の

設
置

を
止

め
、

直
接

、
基

地
←

→
シ

ン
チ

ュ
ウ

ラ
グ

ア
の

通
信

を
行

う
こ

と
と

し
た

。
こ

の
中

継
点

（
モ

ン
ハ

ス
）
に

替
わ

る
中

継
点

に
つ

い
て

は
引

続
き

検
討

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

。
　

　
そ

れ
に

伴
い

、
鉄

塔
一

式
、

そ
の

他
、

装
備

機
材

の
契

約
数

量
と

実
際

の
設

置
数

量
と

の
差

異
が

生
じ

て
い

る
。

尚
、

未
設

置
の

機
材

に
つ

い
て

は
、

IG
に

て
保

管
さ

れ
て

い
る

。
*
3
　

ト
ウ

ン
グ

ラ
ワ

火
山

観
測

地
点

状
況

：
設

置
専

門
家

派
遣

時
に

火
山

が
噴

火
し

、
T
0
2
R

e
tu

,T
0
4
P
at

ac
h
o
c
h
aの

2
観

測
地

点
は

、
未

設
置

と
し

た
。

(1
)

設
置

専
門

家
派

遣
時

に
火

山
が

噴
火

し
、

T
0
2
R

e
tu

,T
0
4
P
at

ac
h
o
c
h
aの

2
観

測
地

点
は

、
未

設
置

と
し

た
。

(2
)

そ
の

後
、

噴
火

沈
静

化
に

伴
い

、
IG

技
術

者
に

て
T
0
4
P
at

ac
h
o
c
h
aの

観
測

装
置

を
設

置
完

了
。

(3
)

噴
火

に
伴

い
、

現
在

、
T
0
1
 C

u
su

a,
及

び
T
0
5
 M

as
o
n
は

、
機

材
破

損
の

為
、

デ
ー

タ
送

受
信

不
通

。
(4

)
従

っ
て

、
現

在
、

T
0
3
及

び
T
0
4
の

み
デ

ー
タ

送
受

信
稼

働
確

認
。

上
記

、
記

載
以

外
の

機
材

に
関

し
て

は
、

利
用

状
況

は
、

良
好

で
あ

り
、

未
使

用
及

び
予

備
機

器
に

つ
い

て
は

、
IG

に
て

保
管

管
理

さ
れ

て
い

る
。

（
こ

の
設

置
に

伴
う

機
材

は
上

記
表

中
の

設
置

数
量

に
含

ま
れ

て
い

な
い

。
）
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1 

添付資料 8：震源決定精度の向上にかかるデータ 

 

 下図にそれぞれ示すとおり、コトパキシ、トゥングラワ火山とも、プロジェクトで機材を

導入したあとの震源決定においては、IG によるこれまでの震源決定に比べ、震源決定精度

が格段に向上した。下記において、「プロジェクト後の震源決定」の図では、「IG によるこ

れまでの震源決定」に比較し、図中の「点」の位置が集中しており、震源決定の精度が向上

していることがわかる。 
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名称 形態 入手元
トゥングラワ火山画像 CD 花田専門家
火山防災ポスター ポスター カサコトパキシ
火山災害リスクマップ 地図・パンフレット カサコトパキシ
子供向け啓蒙活動教材 地図・パンフレット・ポスター カサコトパキシ
活動紹介パンフレット 地図・パンフレット カサコトパキシ
トゥングラワ火山レポート レポート IG

収集資料リスト
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RECORD OF DISCUSSIONS  

BETWEEN 

JAPAN INTERNATIONAL COOPERATION AGENCY 

 AND  

AUTHORITIES CONCERNED OF THE GOVERNMENT OF THE REPUBLIC OF ECUADOR 

ON 

THE EXTENSION OF  

JAPANESE TECHNICAL COOPERATION PROJECT FOR 

”ENHANCEMENT OF THE VOLCANO MONITORING CAPACITY IN ECUADOR” 

 
With regard to the extension of Japanese technical cooperation on the Enhancement of the Volcano 

Monitoring Capacity Project in Ecuador (hereinafter referred to as ‘the Project’) based on the Record of 

Discussions signed on 2 March 2004, YAMAGUCHI Saburo, Resident Representative of Japan International 

Cooperation Agency ( hereinafter referred to as ‘JICA’) Ecuador Office held a series of discussions with the 

authorities concerned of Ecuador, in accordance with the conclusions of the Joint Evaluation by a Japanese 

team and Ecuadorian conducted in November 2006. 

As a result of the discussions, both sides agreed to recommend to their respective Governments the 

modification of extending the Project period of the Japanese technical cooperation for the Project in 

conformity with the lines described in the document attached hereto  

This Record of Discussions is prepared in both languages of English as official and Spanish as 

translation.  In case of any discrepancy in interpretation, the English text shall prevail. 

 

                          Quito，1 April 2007 

 

 

 
Mr. YAMAGUCHI Saburo 
Resident Representative 
Japan International Cooperation Agency Ecuador Office
Japan International Cooperation Agency 
JAPAN 

 Ing. Alfonso ESPINOSA 
President                                  
National Polytechnic University, 
Republic of Ecuador 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
                       witnessed by 

 M.Sc. Hugo YEPES A 
Director, 
Geophysical Institute/Department of Geophysics, 
National Polytechnic University, 
Republic of Ecuador 
 
 
 
 
 

   

 Emb. Carlos JATIVA  
Executive Director, 
Ecuadorian Institute of International Cooperation,
Ministry of Foreign Affaires, 
Republic of Ecuador 
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THE ATTACHED DOCUMENT 

 

 

I. Extension of the Project Period 

The project period will be extended for 2 years from 30 April 2007 to 30 April 2009.  

 

II. Master Plan of the Extension Period 

The Project will be implemented in accordance with the Master Plan as given in ANNEX I and Project 

Design Matrix (hereinafter referred to as “PDM”) as attached in ANNEX II.   

 

III. Project Design Matrix 

  The Revised Project Design Matrix will be approved as shown in ANNEX II by both Japanese and 

Ecuadorian side. 

 

IV. Dispatch of Japanese Experts 

The Government of Japan will provide the services of the experts as listed in ANNEX III. 

 

V. Others 

All matters other than those mentioned above will be treated in the same manner as prescribed in the Articles 

of the Record of Discussions signed in Quito on 2 March 2004. 

 

 

ANNEX I Master Plan including the Extension Period 

ANNEX II Revised Project Design Matrix 

ANNEX III List of Japanese Experts and Plan of Operation 
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 ANNEX I MASTER PLAN 
 
1. Project Title: 

Project for Enhancement of the Volcano Monitoring Capacity 
 
2. THE IMPLEMENTING ORGANIZATION 

The implementing organization is the Geophysical Institute/Department of Geophysics, National Polytechnic 
University (hereinafter referred to as “IG”).  The Project will be implemented keeping close coordination with 
disaster prevention authorities concerned, especially the Ecuadorian Civil Defense. 

 
3. Project Period:  

May 1 2004 to April 30 2009 
 
4. Target area:  

Areas subject to the influence of the eruption of Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes 
 
5. Target Group:  

Experts and Technicians at IG and staff at organizations for disaster prevention in the area of Cotopaxi and 
Tungurahua Volcanoes 

 
6. Overall Goal: 

To enhance the capacity of mitigating volcanic disasters in Ecuador. 
 
7. Project Purpose: 

To enhance the capacity of volcano monitoring at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes. 
 
8. Outputs: 

 1  IG improves its capacity to obtain the data on volcanic activity including long-period and very-long-period events 
on a real time basis at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes.  

 2  IG improves its capacity to process and store volcanic activity data properly including long-period and 
very-long-period events at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes. 

 3  IG enhances its capacity to analyze precursory signals of eruptions. 
 4  The results of the analyses are described properly in the volcanic activity reports. 
 5  Improved volcanic activity reports and supplemental information are adequately received by organizations for 

disaster prevention. 
 
9. Activities: 
1-1  To set up the volcanic monitoring equipment. 
1-2  To maintain the volcanic monitoring equipment properly. 
1-3  To operate the volcanic monitoring equipment properly. 
 
2-1  To develop the software for processing volcanic activity data including long-period and very-long-period events.  
2-2  To conduct training for the data processing. 
2-3  To collect and store the data. 
 
3-1  To conduct training on data analyzing.  
3-2  To interpret the volcanic activity based on the analyses. 
 
4-1  To identify technical points to be improved in the volcanic activity reports. 
4-2  To improve the volcanic activity reports in technical aspects. 
 
5-1  To categorize organizations  to provide volcanic reports and information. 
5-2  To identify points for the better understanding of the contents of the volcanic activity reports and information 

among organizations for disaster prevention.  
5-3  To improve the volcanic activity reports and information based on the points in 5-2. 
5-4  To send regular volcanic activity reports and supplemental information to organizations for disaster prevention. 



  

付属資料 12

R
ev

is
ed

 P
ro

je
ct

 D
es

ig
n 

M
at

ri
x 

(D
ra

ft
 fo

r 
re

vi
si

on
 a

ft
er

 2
0/

Ja
n/

20
04

) 
P

ro
je

ct
 T

itl
e:

 P
ro

je
ct

 fo
r 

E
nh

an
ce

m
en

t o
f t

he
 V

ol
ca

no
 M

on
ito

ri
ng

 C
ap

ac
ity

 
 

V
er

. 2
 

 
 

D
at

e:
 1

 A
pr

il 
20

07
  

  
  

 
P

ro
je

ct
 P

er
io

d:
 M

ay
 1

, 2
00

4 
to

 A
pr

il 
30

, 2
00

9 
T

ar
ge

t a
re

a:
 A

re
as

 s
ub

je
ct

 to
 th

e 
in

flu
en

ce
 o

f t
he

 e
ru

pt
io

n 
of

 C
ot

op
ax

i a
nd

 T
un

gu
ra

hu
a 

V
ol

ca
no

es
 

T
ar

ge
t G

ro
up

: E
xp

er
ts

 a
nd

 T
ec

hn
ic

ia
ns

 a
t I

G
 a

nd
 s

ta
ff

 a
t o

rg
an

iz
at

io
ns

 fo
r 

di
sa

st
er

 p
re

ve
nt

io
n 

in
 th

e 
ar

ea
 o

f C
ot

op
ax

i a
nd

 T
un

gu
ra

hu
a 

V
ol

ca
no

es
 

 
 N

ar
ra

tiv
e 

Su
m

m
ar

y 
O

bj
ec

tiv
el

y 
V

er
ifi

ab
le

 I
nd

ic
at

or
 

M
ea

ns
 o

f V
er

ifi
ca

tio
n 

Im
po

rt
an

t A
ss

um
pt

io
n 

O
ve

ra
ll 

G
oa

l 
T

o 
en

ha
nc

e 
th

e 
ca

pa
ci

ty
 

of
 

m
iti

ga
tin

g 
vo

lc
an

ic
 d

is
as

te
rs

 in
 E

cu
ad

or
. 

1-
1 

G
ui

de
lin

es
 o

n 
ap

pr
op

ri
at

e 
m

ea
su

re
s 

in
 

ca
se

 o
f v

ol
ca

ni
c 

cr
is

es
 o

f C
ot

op
ax

i a
nd

 
T

un
gu

ra
hu

a 
V

ol
ca

no
es

 a
re

 e
la

bo
ra

te
d 

am
on

g 
or

ga
ni

za
tio

ns
 fo

r d
is

as
te

r 
pr

ev
en

tio
n 

1-
2 

O
rg

an
iz

at
io

ns
 fo

r d
is

as
te

r p
re

ve
nt

io
n 

ta
ke

 m
ea

su
re

s 
de

sc
ri

be
d 

in
 th

e 
ab

ov
e 

G
ui

de
lin

es
 

1-
3 

Pe
op

le
 h

av
e 

co
ns

ci
ou

sn
es

s 
to

w
ar

d 
th

e 
po

te
nt

ia
l v

ol
ca

ni
c 

ri
sk

 a
nd

 ta
ke

 
ad

eq
ua

te
 a

ct
io

ns
. 

 2 
T

he
 c

ap
ac

ity
 to

 m
on

ito
r o

th
er

 a
ct

iv
e 

vo
lc

an
oe

s 
is

 im
pr

ov
ed

. 
 

  3 
T

ra
ns

fe
r 

sy
st

em
 o

f v
ol

ca
ni

c 
in

fo
rm

at
io

n 
is

 im
pr

ov
ed

. 
  

 

1 
 R

ec
or

ds
 a

nd
 d

oc
um

en
ts

 c
on

ce
rn

in
g 

to
 

vo
lc

an
ic

 d
is

as
te

r m
iti

ga
tio

n.
 

  
  

In
te

rv
ie

w
 

w
ith

 
or

ga
ni

za
tio

ns
 

fo
r 

di
sa

st
er

 p
re

ve
nt

io
n 

In
te

rv
ie

w
 w

ith
 p

eo
pl

e 
       2 

R
es

ea
rc

h 
pa

pe
rs

 o
f I

G
 

V
ol

ca
ni

c 
ac

tiv
ity

 r
ep

or
ts

 a
nd

 in
fo

rm
at

io
n 

A
rt

ic
le

s 
an

d 
pr

og
ra

m
s 

of
 m

as
s 

m
ed

ia
 

 3 
V

ol
ca

ni
c 

ac
tiv

ity
 r

ep
or

ts
 a

nd
 in

fo
rm

at
io

n 
In

te
rv

ie
w

 
w

ith
 

st
af

f 
of

 
or

ga
ni

za
tio

ns
 

of
 

di
sa

st
er

 p
re

ve
nt

io
n 

  

Pr
io

ri
ty

 o
f 

vo
lc

an
ic

 d
is

as
te

r 
pr

ev
en

tio
n 

is
 

m
ai

nt
ai

ne
d 

in
 th

e 
po

lic
ie

s 
of

 g
ov

er
nm

en
ts

.
 T

he
 a

llo
ca

tio
n 

of
 b

ud
ge

t a
nd

 p
er

so
nn

el
 o

f 
di

sa
st

er
 p

re
ve

nt
io

n 
au

th
or

iti
es

 c
on

ce
rn

ed
 

do
es

 n
ot

 c
ha

ng
e.

 

P
ro

je
ct

 p
ur

po
se

 
T

o 
en

ha
nc

e 
th

e 
ca

pa
ci

ty
 

of
 

vo
lc

an
o 

m
on

ito
ri

ng
 a

t 
C

ot
op

ax
i 

an
d 

T
un

gu
ra

hu
a 

V
ol

ca
no

es
. 

T
he

 
qu

al
ity

 
of

 
th

e 
vo

lc
an

ic
 

ac
tiv

ity
 

in
fo

rm
at

io
n 

to
 

or
ga

ni
za

tio
ns

 
fo

r 
di

sa
st

er
 

pr
ev

en
tio

n 
is

 im
pr

ov
ed

. 
  

T
he

 v
ol

ca
ni

c 
ac

tiv
ity

 r
ep

or
ts

 (
by

 H
P,

 F
A

X
. 

e-
m

ai
l, 

et
c.

) 
 In

te
rv

ie
w

 w
ith

 e
xp

er
ts

 a
nd

 t
ec

hn
ic

ia
ns

 o
f 

IG
 

 In
te

rv
ie

w
 

w
ith

 
st

af
f 

of
 

or
ga

ni
za

tio
ns

 
fo

r 
di

sa
st

er
 p

re
ve

nt
io

n.
 

1 
T

he
 m

is
si

on
 o

f 
IG

 i
n 

vo
lc

an
ic

 d
is

as
te

r 
m

iti
ga

tio
n 

sy
st

em
 d

oe
s 

no
t c

ha
ng

e.
 

 5 
O

rg
an

iz
at

io
ns

 
fo

r 
di

sa
st

er
 

pr
ev

en
tio

n 
ut

ili
ze

 v
ol

ca
ni

c 
re

po
rt

s 
an

d 
in

fo
rm

at
io

n 
se

nt
 b

y 
IG

. 
  

 O
rg

an
iz

at
io

ns
 f

or
 d

is
as

te
r 

pr
ev

en
tio

n 
co

nd
uc

t a
ct

iv
iti

es
 t

o 
ra

is
e 

co
ns

ci
ou

sn
es

s 
of

 p
eo

pl
e 

to
w

ar
d 

po
te

nt
ia

l v
ol

ca
ni

c 
ri

sk
 

ANNEX II  Revised Project Design Matrix 



  

付属資料 12

O
ut

pu
ts

 
1 

  
IG

 i
m

pr
ov

es
 i

ts
 c

ap
ac

ity
 t

o 
ob

ta
in

 
th

e 
da

ta
 o

n 
vo

lc
an

ic
 a

ct
iv

ity
 in

cl
ud

in
g 

lo
ng

-p
er

io
d 

an
d 

ve
ry

-l
on

g-
pe

ri
od

 
ev

en
ts

 
on

 
a 

re
al

 
tim

e 
ba

si
s 

at
 

C
ot

op
ax

i a
nd

 T
un

gu
ra

hu
a 

V
ol

ca
no

es
. 

 
 2 

  
IG

 i
m

pr
ov

es
 i

ts
 c

ap
ac

ity
 t

o 
pr

oc
es

s 
an

d 
st

or
e 

vo
lc

an
ic

 
ac

tiv
ity

 
da

ta
 

pr
op

er
ly

 
in

cl
ud

in
g 

lo
ng

-p
er

io
d 

an
d 

ve
ry

-l
on

g-
pe

ri
od

 e
ve

nt
s 

at
 C

ot
op

ax
i 

an
d 

T
un

gu
ra

hu
a 

V
ol

ca
no

es
. 

 3 
  

IG
 e

nh
an

ce
s 

its
 c

ap
ac

ity
 t

o 
an

al
yz

e 
pr

ec
ur

so
ry

 s
ig

na
ls

 o
f e

ru
pt

io
ns

. 
        4 

 
 

T
he

 
re

su
lts

 
of

 
th

e 
an

al
ys

es
 

ar
e 

de
sc

ri
be

d 
pr

op
er

ly
 

in
 

th
e 

vo
lc

an
ic

 
ac

tiv
ity

 r
ep

or
ts

. 
  5 

  
Im

pr
ov

ed
 v

ol
ca

ni
c 

ac
tiv

ity
 r

ep
or

ts
 

an
d 

su
pp

le
m

en
ta

l 
in

fo
rm

at
io

n 
ar

e 
ad

eq
ua

te
ly

 r
ec

ei
ve

d 
by

 o
rg

an
iz

at
io

ns
 

fo
r 

di
sa

st
er

 p
re

ve
nt

io
n.

 

 1 
  

T
he

 d
at

a 
of

 v
ol

ca
ni

c 
ac

tiv
ity

 in
cl

ud
in

g 
lo

ng
-p

er
io

d 
an

d 
ve

ry
-l

on
g-

pe
ri

od
 

ev
en

ts
 a

re
 a

cq
ui

re
d 

on
 a

 re
al

 ti
m

e 
ba

si
s 

at
 th

e 
In

st
itu

te
. 

  2-
1 

C
on

tin
uo

us
 v

ol
ca

ni
c 

ac
tiv

ity
 d

at
a 

ar
e 

sy
st

em
at

ic
al

ly
 

m
on

ito
re

d 
an

d 
lo

ca
tio

ns
 o

f t
he

 e
ve

nt
s 

ar
e 

de
te

rm
in

ed
.

2-
2 

C
on

tin
uo

us
 d

at
a 

ar
e 

st
or

ed
 a

nd
 w

av
e 

fo
rm

s 
ar

e 
sy

st
em

at
ic

al
ly

 c
at

al
og

ed
. 

 3-
1 

 
 

T
w

o 
in

ve
st

ig
at

or
s 

ar
e 

ca
pa

bl
e 

of
 

m
or

e 
ad

va
nc

ed
 q

ua
nt

ita
tiv

e 
an

al
ys

es
 

of
 l

on
g-

pe
ri

od
 a

nd
 v

er
y-

lo
ng

-p
er

io
d 

ev
en

ts
 a

nd
 a

ss
oc

ia
te

d 
si

gn
al

s.
 

T
w

o 
ot

he
r 

in
ve

st
ig

at
or

s 
ca

n 
co

nd
uc

t 
sa

m
e 

an
al

ys
es

 u
nd

er
 t

he
 g

ui
da

nc
e 

of
 

th
e 

tw
o 

in
ve

st
ig

at
or

s.
  

3-
2 

  
C

ap
ac

ity
 o

f 
an

al
yz

in
g 

ot
he

r 
da

ta
 i

s 
en

ha
nc

ed
. 

 4 
  

R
es

ul
ts

 o
f 

th
e 

an
al

yz
ed

 d
at

a 
in

cl
ud

in
g 

lo
ng

-p
er

io
d 

an
d 

ve
ry

-l
on

g-
pe

ri
od

 
ev

en
ts

 
ar

e 
w

ri
tte

n 
in

 
th

e 
vo

lc
an

ic
 

ac
tiv

ity
 r

ep
or

ts
. 

 
 5-

1 
Im

pr
ov

ed
 v

ol
ca

ni
c 

ac
tiv

ity
 r

ep
or

ts
 a

re
 

re
gu

la
rl

y 
re

ce
iv

ed
 b

y 
or

ga
ni

za
tio

ns
 fo

r 
di

sa
st

er
. 

5-
2 

Su
pp

le
m

en
ta

l 
in

fo
rm

at
io

n 
is

 
tim

el
y 

re
ce

iv
ed

 b
y 

or
ga

ni
za

tio
ns

 f
or

 d
is

as
te

r 
pr

ev
en

tio
n.

 
5-

3 
O

rg
an

iz
at

io
ns

 f
or

 d
is

as
te

r 
pr

ev
en

tio
n 

ar
e 

sa
tis

fie
d 

w
ith

 th
e 

im
pr

ov
ed

 r
ep

or
ts

 
an

d 
in

fo
rm

at
io

n.
 

 1.
 A

cq
ui

re
d 

da
ta

 a
t I

G
. 

     2.
 S

to
re

d 
re

co
rd

s 
of

 v
ol

ca
ni

c 
ac

tiv
iti

es
 a

nd
 

ev
en

t l
oc

at
io

n 
m

ap
s.

  
    3.

 R
es

ea
rc

h 
pa

pe
rs

 
  

 V
ol

ca
ni

c 
ac

tiv
ity

 r
ep

or
ts

 
        4.

 V
ol

ca
ni

c 
ac

tiv
ity

 re
po

rt
s.

 
  

  
In

fo
rm

at
io

n 
di

ss
em

in
at

ed
 

to
 

or
ga

ni
za

tio
ns

 fo
r 

di
sa

st
er

 p
re

ve
nt

io
n.

 
  5.

  
In

te
rv

ie
w

 w
ith

 s
ta

ff
 o

f 
or

ga
ni

za
tio

ns
 o

f 
di

sa
st

er
 p

re
ve

nt
io

n.
 

   

 T
he

 m
is

si
on

 o
f 

IG
 f

or
 v

ol
ca

no
 m

on
ito

rin
g 

sy
st

em
 d

oe
s 

no
t c

ha
ng

e.
 

                    

   



  

付属資料 12

 1 
T

he
 v

ol
ca

ni
c 

ac
tiv

iti
es

 d
o 

no
t 

gi
ve

 a
 

he
av

y 
da

m
ag

e 
to

 
th

e 
m

on
ito

rin
g 

eq
ui

pm
en

t. 
 1-

2 
T

he
 d

at
a 

tra
ff

ic
 in

 th
e 

sh
ar

ed
 r

ad
io

 b
an

d 
is

 n
ot

 s
at

ur
at

ed
. 

 2-
3 

IG
 e

xp
er

ts
 a

nd
 te

ch
ni

ci
an

s 
in

st
ru

ct
ed

 b
y 

Ja
pa

ne
se

 
ex

pe
rt

s 
co

nt
in

ue
 

to
 

st
ay

 
in

 
th

ei
r p

os
iti

on
. 

 

A
ct

iv
iti

es
 

1-
1 

T
o 

se
t 

up
 

th
e 

vo
lc

an
ic

 
m

on
ito

ri
ng

 
eq

ui
pm

en
t. 

1-
2 

T
o 

m
ai

nt
ai

n 
th

e 
vo

lc
an

ic
 m

on
ito

ri
ng

 
eq

ui
pm

en
t p

ro
pe

rl
y.

 
1-

3 
T

o 
op

er
at

e 
 t

he
 v

ol
ca

ni
c 

m
on

ito
ri

ng
 

eq
ui

pm
en

t p
ro

pe
rl

y.
 

 2-
1 

T
o 

de
ve

lo
p 

th
e 

so
ftw

ar
e 

fo
r 

pr
oc

es
si

ng
 

vo
lc

an
ic

 
ac

tiv
ity

 
da

ta
 

in
cl

ud
in

g 
lo

ng
-p

er
io

d 
an

d 
ve

ry
-l

on
g-

pe
ri

od
 

ev
en

ts
. 

 
2-

2 
T

o 
co

nd
uc

t 
tra

in
in

g 
fo

r 
th

e 
da

ta
 

pr
oc

es
si

ng
. 

2-
3 

T
o 

co
lle

ct
 a

nd
 s

to
re

 th
e 

da
ta

. 
 3-

1 
T

o 
co

nd
uc

t t
ra

in
in

g 
on

 d
at

a 
an

al
yz

in
g.

  
3-

2 
T

o 
in

te
rp

re
t 

th
e 

vo
lc

an
ic

 a
ct

iv
ity

 b
as

ed
 

on
 th

e 
an

al
ys

es
. 

 4-
1 

T
o 

id
en

tif
y 

te
ch

ni
ca

l 
po

in
ts

 
to

 
be

 
im

pr
ov

ed
 

in
 

th
e 

vo
lc

an
ic

 
ac

tiv
ity

 
re

po
rt

s.
 

4-
2 

T
o 

im
pr

ov
e 

th
e 

vo
lc

an
ic

 a
ct

iv
ity

 r
ep

or
ts

 
in

 te
ch

ni
ca

l a
sp

ec
ts

. 
 5-

1 
T

o 
ca

te
go

ri
ze

 o
rg

an
iz

at
io

ns
  

to
 p

ro
vi

de
 

vo
lc

an
ic

 re
po

rt
s 

an
d 

in
fo

rm
at

io
n.

 
5-

2 
T

o 
id

en
tif

y 
po

in
ts

 
fo

r 
th

e 
be

tte
r 

un
de

rs
ta

nd
in

g 
of

 
th

e 
co

nt
en

ts
 

of
 

th
e 

vo
lc

an
ic

 a
ct

iv
ity

 r
ep

or
ts

 a
nd

 in
fo

rm
at

io
n 

am
on

g 
or

ga
ni

za
tio

ns
 

fo
r 

di
sa

st
er

 
pr

ev
en

tio
n.

  
5-

3 
T

o 
im

pr
ov

e 
th

e 
vo

lc
an

ic
 a

ct
iv

ity
 r

ep
or

ts
 

an
d 

in
fo

rm
at

io
n 

ba
se

d 
on

 t
he

 p
oi

nt
s 

in
 

5-
2.

 
5-

4 
T

o 
se

nd
 r

eg
ul

ar
 v

ol
ca

ni
c 

ac
tiv

ity
 r

ep
or

ts
 

an
d 

su
pp

le
m

en
ta

l 
in

fo
rm

at
io

n 
to

 
or

ga
ni

za
tio

ns
 fo

r 
di

sa
st

er
 p

re
ve

nt
io

n.
 

In
pu

ts
 

 （
E

cu
ad

or
 s

id
e）

 
1 

T
he

 p
la

ce
m

en
t o

f c
ou

nt
er

pa
rt

 s
ta

ff
 

  
  

1)
 C

ou
nt

er
pa

rt
  

-I
nv

es
tig

at
or

s 
fo

r 
se

is
m

og
ra

ph
y 

an
d 

se
is

m
ic

 a
na

ly
si

s.
  

-S
ta

ff
 f

or
 o

pe
ra

tio
n 

an
d 

m
ai

nt
en

an
ce

 
of

 th
e 

eq
ui

pm
en

t 
2)

 S
ub

-C
ou

nt
er

pa
rt

 
-I

nv
es

tig
at

or
s 

fo
r 

se
is

m
og

ra
ph

y 
an

d 
se

is
m

ic
 a

na
ly

si
s.

  
2 

T
he

 p
ro

vi
si

on
 o

f f
ac

ili
tie

s 
an

d 
eq

ui
pm

en
t 

3 
L

oc
al

 c
os

t 
 

  （
Ja

pa
n 

si
de
）

 
1 

D
is

pa
tc

h 
of

 J
ap

an
es

e 
ex

pe
rt

s 
  

 S
ho

rt
-te

rm
 E

xp
er

ts
 

-E
xp

er
t o

n 
se

is
m

og
ra

ph
y.

 
-E

xp
er

t 
on

 a
na

ly
si

s 
of

 l
on

g-
pe

ri
od

 a
nd

 
ve

ry
-l

on
g-

pe
ri

od
 e

ve
nt

s.
 

-E
xp

er
t 

on
 

vo
lc

an
ic

 
di

sa
st

er
 

pr
ev

en
tio

n.
 

2 
C

ou
nt

er
pa

rt 
tra

in
in

g 
in

 J
ap

an
 

3 
Pr

ov
is

io
n 

of
 e

qu
ip

m
en

t 
1)

 
E

le
ve

n 
 

(1
1)

 
B

ro
ad

ba
nd

 
se

is
m

om
et

er
s 

w
ith

 
da

ta
 

lo
gg

er
 a

nd
 

di
gi

tiz
er

 
2)

 T
en

 (1
0)

 M
ic

ro
ph

on
es

 
3)

 T
el

em
et

er
in

g 
sy

st
em

  
 

4)
 

C
om

pu
te

r 
 

 
sy

st
em

 
 

in
cl

ud
in

g 
so

ftw
ar

e 
5)

 O
ne

 (1
) V

eh
ic

le
  

(t
o 

be
 

re
vi

se
d,

 
in

cl
ud

in
g 

th
e 

pl
an

ne
d 

in
pu

ts
 fo

r p
ro

lo
ng

ed
 p

ro
je

ct
 p

er
io

d)
 

4 
T

he
 p

ro
je

ct
 im

pl
em

en
ta

tio
n 

co
st

 

Pr
ec

on
di

tio
n 



添付資料 12 

 

ANNEX III LIST OF JAPANESE EXPERTS and PLAN OF OPERATION 

 

 

1. LIST OF JAPANESE EXPERTS 

 

Short-term experts  

 

 
1. Seismic Observation  (changed from Seismography) 

 

2. Seismic Data Analysis  (changed from Analysis of long-period and very-long-period events) 

 

3. Volcanic Disaster Management  (changed form Volcanic disaster prevention) 

 

4. Coordination for Observation System  (addition) 

 

5. Final Confirmation of Project Outcomes  (addition) 
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